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要 旨

1.本研究の枠組み

1 )背景

発展途上国の多くは激しい都市化に直面し、都市問題が深刻化している。とリわけ

大都市において顕著であリ、都市経済や都市行財政の対応能力をはるかに越えた都

市膨張の結果として、様々な公共サービスの崩壊・不在を招いている。大都市交通

問題は最大の関心対象のひとつであリ、なかでも公共交通の強化 ・拡充は重要かっ

緊急を要する政策根組となっているが、多くの大都市では問題を解決し得ないまま

事態の悪化に拍車がかかっている。こうした状況を招いた大きな理由に交通政策が

しばしば政治的な動機づけに、あるいは限られた要因にもとづいて策定されたり実

施されたりしており合理性を欠く場合が多いことや、ある時期に成立する公共交通

がそれまでに形成されたインフラや制度・政策あるいは社会経済環境等多くの要因

に強〈規定されているという認織を欠いていることがあげられる。

発展途上国の大都市における公共交通に関しては、様々な研究や調査が行われてお

り、その範囲は供給サイドのさまざまな交通手段の特性(技術、運行、経営)、需

要特性、交通市場における制度 ・政策面から社会経済面との関係にまで及んでいる。

従って研究も交通計画、交通工学、交通経済学、社会学等あるいは学際的視点から

行われており対象とされた地域も全世界に及んでいる。一方では公共交通の成立は

地核的であり、ある都市での経験が他の都市に容易に導入され得ないという状況が

あるが、特定の都市の公共交通の成立をその歴史的背景や都市形成との関係および

峨々な成立要因の分析にもとづいて研究した事例は少なく、途上国の大都市が実際

的な公共交通政策を立案するためには、こうした研究の蓄積が必要である。

2 )目的と視点

本倫の目的は、発展途上国の大都市を対象に公共交通が発達してきた経緯を総合的

に分析することによって、公共交通が成立する条件を明らかにし、今後の公共交通

計画 ・政策立案に資することにあり、具体的には下記の 4点である。

① 発展途上国大都市(本論ではメトロマニラを中心にジャカノレ夕、バンコ夕、タ

アラノレンプーノレ、シンガポーノレの 5都市を東南アジア大都市としてとリあげた)

と先進国大都市(本給では東京、ロンドン、ニューヨークの 3都市をとりあげ

た)の公共交通の発展と都市形成の過程を併せて考祭し、東南アジア大都市の

公共交通の成立過程の特徴を明らかにする。

② 東南アジア大都市の公共交通の定義と分類を明らかにし、公共交通の成立要因

を抽出し、途上国大都市公共交通の分析のプレームワークを構築する。

③ 東南アジア大都市の公共交通整備において、大きな関心対象となっている中間

的公共交通機関(定まった呼称はなく、パラトランジツトを代表として様々な

呼称が与えられているが、本給では中間的公共交通機関又は 1P T Inlermed 

iale Public Transpo，lalionとしている)と都市鉄道の成立を上記の分析フレ

ームワークにもとづいて、メトロマニラを中心に詳細に考察をすることで、そ
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れらの役割リと可能性を明らかにする 。

@ 発展途上国大都市の公共交通整備の将来の可能性と方向について若干の提言を

'ー・
干7フ。

本研究ではメトロマニラを中心に考察を行っているが同時に、他の東南アジア大都

市や先進国大都市をも対象にしているが、これは次のような理由によるものである。

(イ)ある公共交通手段の発生、成長、衰退を規定する条件は、その置かれた時代環

境によって異なると考えられるため、異なった時期に激しい都市化を経験した、

ロンドン、ニューヨー夕、東京と発展途上国の大都市を比較する。

(ロ)東南アジアの大都市は、その発展過程で様々な影響を直接・間接に先進諸国か

ら受けている。多くの交通技術は先進諸国からもたらされ、都市 ・交通計画/

行政面への影響も大きし、。又こうした先進諸国からの、公共交通の発展経緯や

成立条件に対する影響は、東南アジア大都市の問でも異なる。

(ハ)先進諸国の大都市での経験が、途上国の大都市のモデノレになりうるか否かにつ

いて様々な議論があるが、充分に明らかになっていない。

(ニ)先進諸国の技術、計画、制度、理念等は、現地化されてゆく過程で新しい独自

のシステムの発生につながる場合も多い。現地化した交通システムの成立条件

を知ることで、逆に先進諸国への適用の可能性を議論することができる。

3 )論文の構成

1. 2で述べた目的と視点のもとに行われた本研究の構成は、図 S- 1に示される。

図 S- 1 
本研究の構成
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2.発 展途上 国大都市における “公共交通の成立"に ついての考繋

1 )公共交通の成立

“公共交通"は公衆の需要に応じて対価を払えば、設もが利用できる交通システム

であり、公共交通が大都市において“成立"するという状況を厳密に定義すること

は困難であるが、実際的にはある公共交通手段が一定期間安定的に存在し公共の用

に供される状況と考えることができる 。

2 )途上国大都市公共交通の分類

先進国における旅客公共交通手段の分類は主としてサービスの供給と利用方法の特

性に着目して行われているが、こうした方法では途上国大都市の様々な公共交通手

段の整理が旨くゆかない場合があることがわかる。これは先進国においてはパラト

ランジッ トもふくめ、それぞれの公共交通機関が制度的に位置づけられ、車両の形

館とサービスタイプが概ね対応しているため所有 ・運行 ・利用形態に関しても一定

の分類が比較的明瞭にされうるのに対し、途上国においては制度が未盤備であった

り運用も緩かなため交通需要に対応する供給が可能となる市場ができやすく、様々

な車両形態やフレキシプノレに変化するサービス形態が発現するためである 。従って、

先進国の公共交通手段に対してつけられた呼称には充分に対応しないし無理に対応

させると途上国の公共交通手段の特性を適確に捉えられなくなる 。又途上国大都市

における交通調査が積み重ねられる過程でも、それぞれの都市特有の交通手段の特

性にもとづく分類が不充分なために、都市聞の比較や適切な政策の立案を困難にし

ている状況もよく見られる 。 こうした問題は特に途上国大都市に成立する多様な中

間的公共交通手段(又は Inlermediale Public Transporlalion :IPT)に顕著であリ、

従来の途上国交通研究のなかでも主要なテーマのひとつとしてとりあげられてきた。

本論においても過去の研究成果のレビューに もとづいて、途上国大都市の交通計画

に役立つと思われる実務的な観点から IP Tの分類方法を提案し整理を行った。

表 S-1 

東南アジア大都市主要公共交通手段の特性分析の方法

事業組織 技術 運行サービス 利用

所 経 ーマ

力現地日大・

車 輸 乗 運
運行ス定国 利用方定困 運賃支定国

座
国 大

ネジメ組織的 両代近的
大

行線路 席確難困
有 ・ 営 - 送 ・ 合般

』入二一 中 工中 中
ケ:ν -

法 ・ 払- 保 ・
形業 規 ・ ン ・ 度 - 形 ・ カ - 性特定 形域区 -半 い変可 -通普

トグ
態間中

ュ変可
場所定聞 荷物 ・態個 模 形館ノレ 態 -

人
プ 個人

自 ノレ自
渉交 運搬容易

伝統的
由 由

由自

個人

手段

(iu) 



表 S- 2 
IPTの基本分類方法

輸送カに関る側面
動力系。座席数 非動力系

サービス形態
小量 中量

自転車 馬車
1-9 10ー19 20く

一般
乗合半固定路線

輸送

個別

輸送 区 域

特定旅客輸送

3 )途上国大都市公共交通の成立についての分析フレームワ ーク

ある公共交通手段が成立する条件を明らかにするために、こうした手段あるいはシ

ステムを新たに導入したり改善したりする時に用いられる交通投資評価の方法が利

用できる。世界銀行を中心とする国際機関で様々な方法が確立されたが、その背景

には、援助規模が拡大し援助を受け入れる途上国側の経済が効皐的な資源配分を可

能にするものかどうかという疑問と関心の高まりがあり、交通分野の投資プロジェ

ク トについては投資効果が大きく複雑なため直観的な判断が困難で体系的な評価手

法を必要としたことがある。本論ではこうした方法を念頭に置きつつ、過去の先進

国や途上国の大都市公共交通の発展・成立過程を考祭することでこうした公共交通

手段が一定期間安定的に存在するための鯖条件を明らかにし、途上国の公共交通分

析/計画に際してより実際的なアプローチが可能と考えられる方法論の構築を試み

た。公共交通の成立は下記の技術、財務性、経済性、社会性、深度、政策の 6つの

条件の相互の関連において説明しうると考えた。

(イ)財務性 公共交通機関・システムの運営に関る 主体の事業収益性

(ロ)経済性 公共交通機関 ・システムの運営を国民経済的観点から評価した時の成

立状況

(ハ)社会性。公共交通機関 ・システムの運営の社会的受容性

(ニ)技 術 公共交通機関 ・システムを支える製造、維持管理、運営に必要な技術

を持続的に供給する能力

(本)環 境.公共交通機関 ・システムが運営される地域の物的構造(例えば道路条

件)、土地利用、自然条件等

(へ)政 策:公共交通機関 ・システムの導入 ・運行に関る各種の行政的措置。価格、

財政補助、投資、輸出入に関する諸政策や、市場参入、運賃、車両、

要員等に関する諸規則がふくまれる

これらの諸条件は相互に影響を及ぼし、固によって時代によって相互の関係の強弱
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は異なる。一般に公共交通の成立は、先進諸国では政策主導によって規定される場

合が多いが、政策は他の条件を考慮して決められるし、何れの条件がよリ支配的で

あるかは時代によっても都市の置かれた状況によっても異なる。一方途上国では政

策が余リ大きなカを持たず他の条件(例えば、財務性、取得できる技術あるいは規

制の不完全さ等)によって公共交通の成立が説明される傾向が強い。又この過程で

公共交通に関る様々な主体の評価態度がそのあり方に影響を及ぼすことが考えられ

る。公共交通の関連主体は、利用者、供給者(オベレーター、 ドライパー、その他

従業員に大別され、オベレーターは組織体、グノレープ、個人等から構成される事業

者及び事業従事者)、被影響者(他の道路利用者や沿道居住者や活動従事者がふく

まれる)、政府(地方、中央)の 4つに大別される。

以上から、公共交通の成立にかかわる諸要因を次表 5-3のように整理した。

表 5-3 

公共交通の成立要因

公共交通関係主体

要因 利用者 供給者 被影響者 政 府

公共交通利用者 オペレーター 道路利用者、沿道居 地方、中央

(組織体一個人) 住/活動従事者

ドライパー、従業者

財務性 -支払運賃 -採算性 -関連税収と支出

-家計に占める交通 -補助、税制 -整備財源

費 -補助

経済性 -トリップの一般化 -運行効率 -外部(不)経済効果 -資源、の有効利用

費用 -産業開発効果

社会性 -親しみ易さ -サービスの社会的 -運転挙動の受容性 -貧困層の雇用機会

-弱者の利用、交通 受容性 -貧困層弱者への

貧困地域へのサー -労働条件、社会保 サービス

ピス F草 -災害時の活用

-交通ストライキ -組合、協会

ドライパーの運転

挙動

技術 -安全性、快適性、 -適正技術 -適正技術

速逮性、手Ij便性 -技術入手コスト -技術移転効果

-マネジメント -管理運営

-エネノレギ一節約

環境 -サービス特性 -都市構造 -交通公害 -都市形成

-アクセシピリティ -需要特性 -都市景観

政策 -運賃体系 -規制(参入、運行) -沿道環境対策 -合理的政策形成

-弱者対策 -交通管理、優先策 -交通管理策 -国家威信

-環境対策 -運賃体系 -軍事利用

-施設整備 -補助、優遇策

出典筆者作成

(v) 



3.東南アジア大都市の公共交通の成立過程

東南アジア大都市は異なった時期に異なった背景のもとに誕生し発達してきた。 この

過程は大きく 1900年頃までの初期都市桜形成期、その後 1950年頃までの初期郊外化促

進期(現在の中心市街地が概ね形成された時期)と 1950年代以降の都市膨張期に区分で

き、現在の都市構造からもかなり明瞭にうかがえる。こうしたなかで成立したさまざ

まな公共交通手段は、市街地の形成に影響を及ぼし、市街地の構造は逆に公共交通の

成立に影響を及ぼすという相互の関係がみられる。

初期都市核形成期では市街地の規模も小さく人口密度も高かったため専ら徒歩、人力、

舟速に頼っていたが、自然条件や社会的背景から選択された交通技術は異なリ、バン

コクでは恵まれた水路網とこれを中心として形成された市街地機造のため舟運が卓越

し、ジャカノレタやメトロマエラでは、早くから導入された馬車が現地化しこれに舟運

が加わった。シンガポーノレやクアラノレンプーノレでは、植民地経営のための中国人の大

量移民とこの労働力に支えられた人力車が普及した。しかしこうした公共交通手段が

市街地形成に及ぼしたインパク トは殆どなかった。

初期郊外化促進期では、馬車鉄道や路面m車が先進諸国に遅れることなく導入され

(都市の建設、発達の遅れたクアラノレンプーノレは除かれる)、初期のマストラとして

よく機能し市街地の拡大や都市形成に一定の役割を果した。従来あった馬車や人力車

と競合・補完関係を保ち、公共交通が体系的に整備された最初の時期と言える。この

時期の後半には自動車が輸入され、パスやタクシーの運行が始まリ路面公共交通は一

層充実するが、同時に中心部での交通混雑も発生し、先進諸国の多くの都市が経験し

たように路面電車が衰退していった。又これと平行して都市化が進み居住環境問題を

はじめとする都市問題も顕在化しつつあったが、この時期は基本的には緩かな都市化

のもとで交通インフラとバランスのとれた市街地形成が進み、公共交通が多様に発達

した時期と言える。又、この時期までの多くの大都市では、植民地国家として宗主国

の社会経済文化的影響を強く受けていたことが、都市景観や都市構造からもうかがえ

る。

都市膨張期では、都市への人口集中がかつてない規模と速度で進み、各都市が独立国

家の威信をかけて異なったそれぞれの対応を迫られた。初期のマス トラを中心とする

公共交通体系を壊失し、激しく進むモータリゼーション下で自動車ベースの公共交通

機関が発達したが、都市交通の需給ギャップは埋められることなく、交通混雑と公共

交通の不足が社会問飽化した。 1960年代から 70年初めにかけて総合的な都市交通調査

が行われ各都市は将来の都市交通整備にむけて政策発動を開始したが、政策の内容と

その効力や他の緒要因との関連で独自の発展を遂げた。

(イ)シンガポーノレはー早く都市と交通の設備を一体的に抱え、都市計画にもとづい

て人口の計画的再配置を行い、効率的なパスシステムの構築、都市高速鉄道の

建設、公共交通の統合に成功し、自動車需要 ・交通管理の実施によって公共交

通システムをベースとしたアメニティの高い都市づくリを実現しつつある。適
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切な政策発動とこれを実現する強力な行政力がこれを可能にした大きな要因で

ある。

(ロ)クアラノレンプーノレでは自動車時代のもとで都市化が進み、これにあわせて道路

の整備が積極的に行われた。笠宮な土地と高規格道路整備に支えられ、一連の

分散化政策のもとで市街地は急速に拡大した。この過程で初期のマイクロパス

会社は行政の主導で統合され IPTの発達も政策的に抑制されたためマストラ

は民間パス会社のみとなった。公共交通の需要ギャップは急速に拡大したが、

比較的所得水継が高かったこともあり、私的交通手段への傾斜が進むと同時に、

スクーノレパスやワークパスなどのセミパブリックな交通手段が普及した。 1970

年代に公共交通サービス強化とプミプトラ支援を目的に政策的に導入されたミ

ニパスは成功を納めたが参入制限が強く、都市全体としての公共交通サーピス

の不足は明らかである。自動車交通ベースの都市形成の限界が物理的にも環境

面からも危倶され始めたなかで LRTの建設が進められているが、クアラノレン

プーノレにおいては自動車をベースにして達成されたアメニティの高い、低密度

に拡大した都市構造が軌道系マストラをベースとした公共交通体系への転換を

困難にしている。

(ハ)メトロマニラは初期の都市形成に広範囲に建設された路面徳恵網が一定の役割

を果し、モータリゼーションの訪れとともに組織化されたパス輸送サービスも

一早く開始され、現地化した馬車 (Ca1 esa)とともに体系的な公共交通システム

を実現した。この背景にはフィリピンをアメリカ民主主義のショーケースとし

て近代化を図ろうとする政策のもとで、都市計画と積極的な道路整備、公共交

通の組織化が効果的に実践され、民間の交通や都市開発への投資も盛んで、パ

ランスのとれた都市形成が行われたことがあリ、官民の役割分担が旨く機能し

たことも見逃せないロ戦後は一転して行政カが弱まり、激しい都市化の中で公

共交通体系が崩壊した。路面電車の再建は行われずパスは非組織化され各種規

制は無実化していったが、こうした混乱の中でジープニィが出現し瞬く聞に普

及し公共翰送需要を満たしていった。この背景にはそれ以前に築き上げられた

秀れた道路網や自動車の維持・管理技術の蓄積、 Ca1 es aや路面電車によって市

民の問で定着した公共交通への乗車習慣等の要因が存在していたと考えられる。

ジープニイは更にトライシクノレ(サイドカー付オートパイを利用したミニタク

シー)やベディキャプのような小容量の IPTやパス ・LRT等のマストラと

も基本的には補完関係を保ちながらサービスレベノレの比較的高い公共交通体系

の実現を再び可能にし公共交通需要の70%を占めるに至った。こうした過程で

行政はパス会社の統合、公営パスサービスの実践、 PNR通勤輸送サービス強

化等を通じて公共交通の組織化と近代化を試みたが、 LR T 1号線の建設を除

いてはことごとく失敗した。この背景には公共交通の成立に|苅る綴々な要因の

認識が不充分なまま不適切な政策発動が不完全に行われたことがあげられる。

(ニ)ジャカノレタは初期の市街地形成期にメトロマニラと同僚現地化した馬車が発達

し、路面霞車が南北に伸びた市街地を縦貫し、更に都市間鉄道網が市街地を困
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む形で存在した。ジャカノレタはメトロマニラとともに人力車が殆ど普及しなか

ったが、初期の公共交通が整備されていたこと、酷暑のもとで激しい労働力を

要する車夫の供給がなかったこと、スペインやオランダの植民地政策が人力車

を人道的な見地から嫌った傾向があることが共通した理由としてあげられる。

メトロマニラと同僚、戦後激しい都市化にのみ込まれてゆくが、ジャカノレタは

道路盤備が遅れ又カンポンを内包した特殊な市街地構造のために、戦前から自

転車が普及しBeca k (自転車をペ スにしたミニタ夕、ン )が発察され急速に

普及した。モータリゼーションが進行する過程でも比較的小型の IP Tが発達

したのもこうした市街地構造に影響 を受けたためと考えられる。ジャカノレタも

交通近代化政策をこうした中小量輸送公共交通の大型化による技術面や協同組

合による組織面の改善、路面電車の国営化や公営ノ〈ス会社の設立、更には都市

問鉄道網の通勤輸送サービス強化などによって進めたが、その成果は充分に出

ておらずこの過程でオートパイや IPTが発達し公共交通需給ギャップを埋め

た。

(ホ)バンコクは、河川|、水路網をベースにした特殊な都市として発達したが、初期

の都市形成期に王室の近代化政策により道路交通への転換が積極的に図られた。

道路はこうした水路を埋めたてる形で建設され市街地は農地を侵蝕して拡大し

た。適切な都市計画と開発誘導方策を持たなかったために特異な市街地構造の

都市が形成され、道路網がヒエラノレキカノレに梼成されていないため幹線道路へ

の交通負荷が非常に大きくなった。このためにモータリゼーションの進展とと

もに早くから交通混雑が発生し限られた幹線道路の輸送効率をあげるために、

サムロや小量乗合輸送手段は排除された。様々な IP Tは存在するが、結局は

幹線パス翰送が公共交通のパックボーンにならざるを得ない状況にあるにも拘

らず、パス輸送強化策のもとに民間パス会社を統合し設立された国営パス会社

はその運営能力の低さから巨額の赤字を計上し、需要にみあう供給力の拡大も

大きく立遅れている。パスは混雑による速度低下や車内混雑によってサービス

レベノレが低下し、私的交通への傾斜に拍車がかかっており、ソイバイク(オー

トパイを利用したミニタ夕、ンー)の発達にもつながっている。

4. 中間的公共交通手段 (I P T)の役割

輸送力からはミニパスに分類されるジープニ ィとミニタクシーに相当する トライシク

ノレやベディキャプは、途上国大都市の IPTのなかでも代表的な交通手段と考えられ、

これらの成立状況を分析することで下記の諸点が明らかになった。

(イ)ジープニイの広範囲におよぶ成立状況は財務性、経済性、社会性、技術、環境、

政策の諸要因から説明される。基本的には高密度サービスを可能とする道路網を

ふくむ都市構造、需要に反応できる参入と運行を可能にする緩かな規制の運用、

歴史的に培われた公共交通への乗車習慣、現地に適合した技術があげられるが、

経済的観点からみても、通常のパスサイズでは経済面からは大きすぎるのではな
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いかという指摘があるように、ジープニィはパスよリ有利な局面が多いことがわ

かった。パスを組織化し近代化することによって大都市の 7 ストラとして機能さ

せようとする政策が殆どの都市で失敗していることからも、途上国大都市におい

ては、パスが適合していないのではないか、あるいはパスシステムの改良(例え

ば車両サイズ、運行形態、運営方法)が必要ではないかということを示唆してい

る。

(ロ)ジープニィとあわせてトライシクノレの 1980年代に入ってからの急増やベディキャ

プの復活は、大都市公共交通ニーズの多様さを明瞭に示している。こうした交通

手段は多くの都市で政策的に排除されてきたが、メトロマニラのケーススタディ

はサービスエリアが適切に限定されれば大きな役割を果せることを明らかにして

いる。都市交通需要全体に占めるシェアはそれ程大きくないかも知れないが、上

位の機関のフィーダーとしてあるいは地成社会の域内交通手段として社会面から

も重要な役割を果すことができるし、途上国大都市においては雇用効果の大きさ

も見逃すことはできない。 IPTにありがちな違法性や無秩序な交通挙動のみを

杷えて、全面的な排除に到るような政策は少なくともとるべきではないと思われ

る。

(ハ)メトロマニラにおいて LRTの開業によってパスが敗退する一方、ジープニィが

補完関係をたちまちのうちに築いたように、パスは軌道系 7 ストラに対する競争

力も補完機能も充分に持ちえないことがわかった。

即ち中小量乗合輸送の能力は、一般に考えられている以上に大規模かっ多機な交通需

要に対応できるのではなし、かと結論づけられる 。

5.鉄軌道系マストラの導入と可能性

大都市の交通需要が自動車交通だけでは適切に満たせないことは、先進国大都市の経

験だけでなく、香港やシンガポーノレの事例、あるいは都市規模も小さく分散型の都市

計画と高水準の道路整備を進めるクアラノレンプーノレでの LRT建設の動き、バンコク

の状況などからも高らかである。路面公共交通だけでも、土地利用が自律的な調整機

能を発搬し交通状況は大規模施設投資がなくても、プランナーが考える程悪化するも

のではないという世界銀行の考え方には限界があるように恩われる。大都市には公共

交通の核となる基幹システムが必要であり、現状の交通技術のなかでは、鉄 ・軌道シ

ステムが最良の選択と思われる。大都市における公共交通のあり方と都市形成は密接

に関連しており、特に鉄軌道システムの導入・整備は市街化と歩調をあわせたり、都

市開発と一体として進められると効果的であることが先進都市の経験からも明らかと

なっている。

途上国大都市において都市鉄道の導入の最大の障害となっているのは財務性であるが、

香港M T Rは都市開発との一体性を高め、シンガポーノレM RTは自家用車交通に対す

る徹底際税や、高密度ニュータウンや CBDの統合等M R Tを都市計画 ・都市交通体
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系の戦略的要素として位置づけ、更に結果として上下分離方式をとることによって、

又メトロマニラは潜在需要より小さくかっ低価格な LRTシステムを選択することに

よって事業採算を保ったり高めたリしている。こうした事例は都市開発との統合、最

適システムの選択、収入最大化方策の工夫、内部補助財源の確保等を充分に考慮する

ことで成立の可能性をかなり高めることができる ことを示している。メトロマニラの

LRTの事例は、 一見より効皐的で現実的と恩われる在来鉄道の改良による通勤輸送

サービス事業が多くの困難に直面し充分な効果をあげ得ないでいるのに対し、技術的

にも高度な新規鉄道の方が問題なく運営されることを示している。

6.結語

東南アジア大都市、特にジャカノレ夕、バンコ夕、メトロマエラの成長は尚激しく続い

ており、公共交通の改善と拡猿は急務であるが、以上みたように、途上国大都市の公

共交通整備は、豊富に存在する公共交通手段のスペクトラムの適切な選択と運用によ

って短期的にも中・長期的にも改善の方策は充分にあり、それぞれの都市における公

共交通の成立条件を体系的に考祭することで、より効果的な政策形成が可能になると

考えられる。この時に、鉄軌道系マストラの戦略的 ・計画的導入と途上国大都市で発

達してきた様々な形態の IPTの市場メカニズムに対応した活用が持続的な大都市公

共交通の成立を支える鍵と思われる。
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第 1章 序 論

1.1 本研究の背景

発展途上国の多くでは、激しい都市化が進行している。都市化は都市人口比率の増

大と、依然高い人口唱力日事によってかなり長期にわたって継続することが明らかと

なっている。発展途上国における都市化の過程は、先進言者固における都市化の過程

とは異なっており、その主な特徴として、先進諸国に較べ農村人口の比率がずっと

高い段階で都市化の進行が加速されていること、都市人口が少数の都市、特に首位

都市に集中してゆく傾向が強いこと、都市化が工業化に先行し、その結果として膨

大な都市インフォーマノレセクターが成立していること等があげられる。従って発展

途上国の都市問題は大都市において顕著であり、都市経済および都市行財政の対応

能力をはるかに越えた膨張の必然的な結果として、様々な公共サービスの崩壊・不

在を招いている。第 2次大戦後こうした大都市が一層拡大する過程で、大都市交通

問題が 1960年代に入って極めて深刻になってきた。交通混雑や公共交通の整備の遅

れ等によるモビリティの低下、交通事故の増加、大気汚染や騒音による生活環境の

悪化によって、円滑な社会経済活動は阻害され、経済損失は膨大な額に及んでいる。

何れの大都市でも、都市交通の改善 ・整備、とりわけ公共交通の強化・拡充は重要

かつ緊急を要する政策線題となっており、公共交通のあり方について様々な磁論や

試行錯誤がなされているが、多くの大都市では問題を解決し得ないまま事態の悪化

に拍車がかかっている。こうした状況を招いた大きな理由に交通政策がしばしば政

治的な動機づけに、あるいは限られた要因にもとづいて策定されたり実施されたり

しており合理性を欠く場合が多いことや、ある時期に成立する公共交通がそれまで

に形成されたインフラや制度・政策あるいは社会経済環境に強く規定されていると

いう認織を欠いていることがあげられる。

発展途上国の大都市における公共交通に関しては、様々な研究や調査が行われてお

り、その範囲は供給サイドのさまざまな交通手段の特性(技術、運行、経営)、需

要特性、交通市場における制度 ・政策面から社会経済面との関係にまで及んでいる。

従って研究も交通計画、交通工学、交通経済学、社会学等あるいは学際的視点から

行われており対象とされた地域も全世界に及んでいる。 一方では公共交通の成立は

地域的であり、ある都市での経験が他の都市に容易に導入され得ないという状況が

あるが、特定の都市の公共交通の成立をその歴史的背景や都市形成との関係および

様々な成立要因の分析にもとづいて研究した事例は少なく、途上国の大都市が実際

的な公共交通政策を立案するためには、こうした研究の欝積が必要と思われる。

1.2 研究の目的と視点

本給の目的は、発展途上国の大都市を対象に公共交通が発達してきた経緯を総合的

に分析することによって、公共交通が成立する条件を明らかにし、今後の公共交通

計画・政策立案に資することにあり、具体的には下記の 4点である 。
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① 発展途上国大都市(本論ではメトロマニラを中心にジャカノレ夕、バンコク、ク

アラノレンプーノレ、シンガポーノレの 5都市を東南アジア大都市としてとりあげた)

と先進国大都市(本論では東京、ロンドン、ニューヨークの 3都市をとりあげ

た)の公共交通の発展と都市形成の過程を併せて考祭し、東南アジア大都市の

公共交通の成立過程の特徴を明らかにする。

② 東南アジア大都市の公共交通の定義と分類を明らかにし、公共交通の成立要因

を抽出し、途上国大都市公共交通の分析のフレームワークを構築する。

③ 東南アジア大都市の公共交通盤備において、大きな関心対象となっている中間

的公共交通機関(定まった呼称はなく、パラ トランジットを代表として様々な

呼称が与えられているが、本給では中間的公共交通機関又は 1P T : lnlermed 

iale Public Transporlalionとしている)と都市鉄道の成立を上記の分析フレ

ームワークにも とづいて、メ トロマニラを中心に詳細に考察をすることで、そ

れらの役割りと可能性を明らかにする。

④ 発展途上国大都市の公共交通整備の将来の可能性と方向について若干の提言を

行う。

本研究ではメトロマニラを中心に考察を行っているが同時に、他の東南アジア大都

市や先進国大都市をも対象にしているが、これは次のような理由によるものである。

(イ)ある公共交通手段の発生、成長、衰退を規定する条件は、その置かれた時代環

境によって異なると考えられるため、異なった時期に激しい都市化を経験した、

ロンドン、ニューヨー夕、東京と発展途上国の大都市を比較する。

(ロ)東南アジアの大都市は、その発展過程で様々な影響を直接 ・間接に先進諸国か

ら受けている。多くの交通技術は先進諸国からもたらされ、都市・交通計画/

行政面への影響も大きい。又こうした先進諸国からの、公共交通の発展経緯や

成立条件に対する影響は、東南アジア大都市の間でも具なる。

(ハ)先進諸国の大都市での経験が、途上国の大都市のそデノレになりうるか否かにつ

いて綴々な議論があるが、充分に明らかになっていない。

(ニ)先進諸国の技術、計画、制度、理念等は、現地化されてゆく過程で新しい独自

のシステムの発生につながる場合も多い。現地化した交通システムの成立条件

を知ることで、逆に先進諸国への適用の可能性を議論することができる。

1.3 論文の構成

1.2で述べた目的と視点のもとに行われた本研究の構成は、図1.3. 1に示される。

2章では、大都市における公共交通の歴史的発展経緯を欧米(ロンドンとニューヨ

ークを例として)、日本(東京を例として)、東南アジア諸国(ジャカノレ夕、バン

コ夕、メトロ 7 ニラ、クアラノレンプーノレ、シンガポーノレを例として)を対象に概観

する。特に下記の諸側面に留意している。
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都市形成と交通の役割

交通技術とその普及

一交通政策とその影響

上記のそれぞれの地域において代表的な大都市の形成過程は非常に異なる。都市化

を交通との関連において考える時、人口の増加と市街化の拡大という側面からみる

と理解し易い。即ち都市の人口書留加そのものは交通もふくめて、都市の持つ様々な

歴史的、社会経済的、政治的、文化的条件によってひきおこされるが、市街地の拡

大の規模とパターンには交通が支配的な役割を果し、都市の人口増の内容、規模、

速度によって異なった交通需要を生み出す。ロンドン、ニューヨー夕、東京、マニ

ラが都市人口の急湘期(例えば、人口 100万人から 500万人に達した期間)を迎えた

のは、それぞれ概ね1800-1900年、 1860-1910年、 1880-1930年、 1940ー1970年で

あリ、これらの都市の聞に約60年、 20年、 60年の時間的なズレがある。一方、交通

技術は 19世紀から 20世紀初頭にかけて著しく進歩し、都市化進展期に利用可能な交

通技術の有無、あるいはその導入の仕方によって都市の形成は大きな影響を受けた。

都市人口が増大し始めた時ロンドンには近代的な公共交通手段がなく、ニューヨー

クや東京の場合も自動車交通が本格化する前であった。一方途上国の場合には交通

技術は常に存在していたが、先進国のシステムを導入するには様々な制約条件があ

った。こうした基本的な認織をもとに、都市形成に交通が果した役割を考察してい

る。

近代における交通技術は殆どが欧米において開発されたが、ある技術あるいは交通

機関が都市に定着する過程は、都市の環境条件によってさまざまである。欧米や日

本の都市では都市の成長と社会 ・経済の発展が平行して進んだために、こうした技

術は、様々な改良を加えながら更に進歩し、都市に組みこまれていったが、途上国

の都市においては、都市化がはるかに先行しているため、需要を満たす技術の調達・

維持が困難な状況のもとで、導入された技術はそれが可能になるレベノレにまで現地

化されてゆく過程が進行している。こうした観点のもとに、様々な交通機関が開発

され、普及し衰退していった過程を考察している。

交通政策は、様々な条件を考慮して策定され国によって大きく異なる。公共交通は、

当然のことながら公共性が非常に強いサービスであリ、運営主体の如何を問わず、

政府当局の重大な関心事項となり、その位かれた時代の政策に大きく影響される。

にも拘らず政策の立案 ・実施は必ずしも合理的に行われる釈ではなく、時代を通じ

て一貫している訳でもない。特に途上国の大都市においては、政策立案の仕組自体

があいまいで、それを実施する行政カも弱い場合が多い。こうした点を考慮しなが

ら、前述の諸都市の主要な時代に、如何なる公共交通政策がとられてきたか、そし

てこうした政策実施に至った背景要因について考察をしている。

公共交通は先進国においても本来民間事業として発生したが、様々な事情によって

多くが公営化された。しかし一方では、財政負担を軽減しつつ公共交通のサービス
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レベルを向上させるという視点、から再び民営化へ移行する傾向も強くなってきてい

る。発展途上国においては、政府の財政iili盤が脆弱なため、公共交通の交通産業と

しての財政的自立性が公共交通成立の大きな条件になっている。前述の諸都市の経

験から、公共交通の自立性とこれを支える条件を明らかにする。

3章では、 2章における考察から発展途上国における公共交通の成立条件を抽出し、

その成立を総合的に分析・説明するためのフレームワークを構築する。まず、発展

途上国の公共交通の定義と分類を行った。公共交通の定義と分類は、先進国におい

ては明確に行われているが、途上国においては必ずしもそうではなく、先進国に存

在しない公共輸送機関や、先進国にも存在するが異なった利用のされ方あるいはサ

ービス提供を行っているものも多い。fj1Jえば、途上国に普及している様々な中間的

公共交通機関の存在とその役割が充分に明らかにされていないため、定義・分類だ

けでなく都市相互の比較にもしばしば困難が伴う。従来の研究成果を整理しながら、

公共交通の定義と分類を行っている。

次いで、こうした公共交通手段が一定期間安定的に存在するための諸条件を明らか

にし、途上国の公共交通分析/計画により実際的 ・直接的なアプローチが可能と考

えられる方法論の構築を試みた。公共交通の成立は、技術、財務性、経済性、社会

性、環境、政策の 6つの条件の相互の関連において説明しうると考えた。それぞれ

の条件は次のように定義される。

(イ)財務性 公共交通機関・システムの運営に関る主体の事業収益性

(ロ)経済性 公共交通機関・システムの運営を国民経済的観点から評価した時の成

立状況

(ハ)社会性ー公共交通機関 ・システムの運営の社会的受容性

(ニ)技 術:公共交通機関 ・システムを支える製造、維持管理、運営に必要な技術

を持続的に供給する能力

(本)環 境 公共交通機関 ・システムが運営される地域の物的情造、土地利用、自

然条件等

(へ)政 策 公共交通機関 ・システムの導入 ・運行に関る各種の行政的指位。価格、

財政補助、投資、愉出入に関する諸政策や、市場参入、運賃、車両、

要員等に関する諸規則がふくまれる

これらの諸条件は相互に影響を及ぼし、国によって時代によって相互の関係の強弱

は異なる。一般に公共交通の成立は、先進諸国では政策主導によって規定される場

合が多いが、政策は他の条件を考慮して決められるし、何れの条件がよリ支配的で

あるかは時代によっても都市の置かれた状況によっても異なる。一方途上国では政

策が余り大きなカを持たず他の条件(例えば、財務性あるいは取得できる技術)に

よって公共交通の成立が説明される傾向が強い。

4茸では、 2章から導き出された途上国大都市の公共交通整備を考える上で最も蕊
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本的な課題と考えられる中間的公共交通機関の役割リと都市鉄道整備について詳細

な考察を 3章で述べた分析フレームワークにもとづいて行った。ケーススタディの

対象としてはこうした繰題の考察に般も適切な事例を徒供すると恩われる 。

メトロマニラを選ぴ、代表的な中間的公共交通機関である中量乗合輸送を行うジー

プニイと小量個別輸送を行う トライシクノレを中心に、都市鉄道には、東南アジア大

都市でー早く建設された LRTと都市公共交通体系に組み入れるべく努力が続けら

れている在来鉄道をふくめた。直接の対象地域と対象モードは上記であるが、必要

に応じて、他都市の関連するモードをふくめてその成立条件を明らかにした。

5章では、以上の結果から発展途上国大都市公共交通整備を考える上で参考となる

若干の提言を行った。
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第 2章 東南アジアの大都市における公共交通の発達

Z. 1 大都市の形成

Z. 1. 1 都市化の 一般 的特徴

1 )発展途上国の都市化傾向

発展途上国の都市化が激しく進行している 。 “都市化"とは様々に定義されるが、

基本的には都市人口が増加するプロセスといえる。都市人口は都市または都市域に

居住する人口であるが、都市や都市域の定義は国によってまちまちであり、人口統

計の精度も異なる 。 従って都市人口をもとにした都市化の比較には、特に途上国に

おいてこうした問題が常につきまとうことに注意しなければならない。

国連統計によれば、世界の総人口に占める都市人口の割合は 1985年に 41%であるが、

2010年までには50%を越え、 2025年には60%に達する。この問先進国では都市人口

比率はそれぞれ71.5%、76.0%、77.8%と頭打ちの傾向を示すのに対し、途上国で

は31.2%、46.2%、56.5%と大幅に増加する 。 これを絶対量でみると、 1985年の世

界都市人口は20.5億人であるが、 2025年には54.9億人になる。この内途上国は 1985

には59%に過ぎなかったものが2025年には80%を占める。すなわちこの間の都市人

口の地加分34.4億人の内発展途上国は実に31.7億人又は92%を占める 。地球的規模

でみると、都市化は始まったばかリといえ、 21世紀を通じて都市への人口集中はさ

らに激しく続くことが予想されている " 都市化の傾向を世界銀行の国分類にもと

づいて所得水準別にみると、表2.1. 1に示されるように、都市化の進展は所得の高

低を問わない世界的な動きであり、低 ・中所得国においては高い人口滑加率に支え

られて、都市への人口集中が 一層激しく進んでいる 。一方、 1人当たリ GNPには

所得グノレープ問で非常に大きな差があるにも拘らず、 1人当リ GNPの増加率も中 ・

高所得国が大きく格差が拡大していることがわかる 。発展途上国の都市化のパター

ンは、先進国の経験とは更に主として次のような点でかなり異なっている。

(イ)都市の人口集中が、大都市へ雇用機会を求めて流入するいわゆる"プノレ要因"

と農村の貧困による"プッシュ要因"による社会鳩に加えて、依然高い自然治

によってもたらされている 。 その結果、都市化速度が加速されるだけでなく農

村人口はそれほど減少せず、将来とも都市化庄カ要因であリ絞ける。

(u) 都市化が工業化に先行し、人口増に見合った経済成長が伴わないために、都市

は充分な雇用機会を生み出すことができず、膨大な貧困層を生みいわゆる都市

インフォーマノレセクターの成立を促している。

(ハ)都市人口が、少数の都市、特に首位都市に集中していく傾向が強い。最大都市

が都市人口に占める割合は、 1980年時点に低所得国グループで平均 16%、中所

得国グノレープで29%、工業化市場経済国グノレープで 18%である。大都市の巨大

化は、先進国が経験しないレベノレに向けて進んでおり、国連の予測でも 2000年

までにメキシコ市やサンパウロは人口 2500万人以上に達すると考えられ、上海、

北京、リオデジャネイロ等もこれに続き人口 2000万人に達する。 1980年には 6

都市に過ぎなかった禿展途上国の 1000万人都市閣は、 2000年までに 20都市に僧
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え、この内 14都市がアジアにあり、東南アジア地域でもジャカ ノレ夕、 バン コ夕、

メトロマニラがこれに加わる 。 この問先進国の 1000万人都市闘には 1980年時点

のエューヨー夕、東京、ロサンゼノレス、ロンドンにパリと大阪が加わる過ぎな

し、。

表 2.1. 1 

国分類別都市化の趨勢

国分類 υ

Low Lower-Middle Upper-Middle High-

Income 1 n c 0皿E 1ncome Income 

(US $ 61 0以下) (US$611-2464) (US$2465-1619) (US$1620以上)

都市人口比率 1960 11 32 43 64 

% 1910 14 38 41 12 

1980 18 44 58 15 

1990 26 41 61 18 

都市人口増加率 1960-10 5. 4 4.5 3.1 2.8 

% 1910-80 5.9 4.0 4.4 2.3 

1980-90 5.1 3.6 4.0 1.2 

人口士官加率 1960-10 2.4 2.6 1.9 1.6 

:% 1910-80 2.6 2.5 2.3 1.6 

1980-90 2.9 2.4 2.0 0.9 

都市人口比率の 1960-90 2.9 1.3 1.2 0.1 

増加 率 ー%/年

1人 当 リGNP 1960 19 115 328 1，513 

U S $ 1910 114 281 610 2，990 

1980 311 1，065 2，498 9，634 

1990 358 1，283 3， 506 20，858 

l人 当 りGNP 1960-10 4.9 5. 1 6.5 8.1 

の士菌加率 1910-80 10.3 13.0 16.5 15.6 

%/年 1980-90 1.4 0.9 3.0 1.3 

出典:World Population Pro，perct， 1990 をもとに作成

1)国分類は 1990年の各国の l人当り GNPの水準で行われている (WorldDeveloPment Report 

，世界銀行)。

2) :東南アジア諸国については Low Income グループにインドネシア (US$580)が、 Lower-

m i d d 1 e i n C omeグノレープには、フィリピン (US$106)、タイ (US$I，560)、マレイシア (US$ 

2，388)が、 Upper-middle incomeグループには、シンガポーノレ (US$13，991)がふくまれ

ている 。

都市化の要因については様々な議論があるが、基本的には都市の生産性の向上の度

合いが都市化にもっとも強く影響し、更に高い人口瑚加率が続くなかで農業の生産

性が低いと都市化圧力が増幅されると考えられる"。発展途上国の急激な都市化は、

市場経済の発達と社会経済活動の国際化に伴って、内外の投資が糟加し、この受け

皿となる大都市を中心に激しい人口と機能の集中が進んだためと 言 えるが、この結

果発展途上国では過剰都市化 (o，er urbanization) と呼ばれる状態に達していると
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言われる。過剰都市化についての明確な基準はないが、概念的には人口の都市集中

に伴って生じる外部不経済が、外部経済を上回るレベノレを超えてなお集中が進んだ

場合と考えることができる3>。過剰都市化を定量的に説明するには都市の適正規模

概念が明らかにされなければならず、分析技術や具体的な判定基準の設定といった

困難もあるが、現在発展途上国の都市が一様に抱えている極端な住宅 ・居住地の不

足、交通混雑、環境悪化、公共サービスの不足、高率の失業と貧困、治安の悪化等

をみると現象面での過剰都市化は明らかである。こうした過剰都市化の解決は都市

基盤に対する過小投資やその他の行政サービスの供給体制の不備を示すに過ぎない

とも言えるが、現実に途上国の都市に生じている事態をより適切に表現していると

言える。

発展途上国の中でも都市化の進行は地域によってかなり異なる。例えば、都市人口

比率をみてみると、ラテンアメリカでは 1985年に69%に達し、 2010年には先進国を

上回る 80%を越えることが予相されている一方、アフリカでは 1985年に30%、2010

年に46%と推定されている。一方アジアはアフ リカよりも低く 1985年で28%、2010

年で42%と推定されている。こうした差は地域内にもかなりあり、ラテンアメリカ

の中でもアノレゼンチンでは83%にも達するのに、エクアドノレでは46%であり、アジ

アでもフィリピンの31%に対しバングラデシュでは 12%に過ぎない。同様にアフリ

カでも 50%を越える南部アフリカと 20%程度の東部 ・西部アフリカとの問には大き

な差がある。こうしてみると、都市化率(都市人口比率)は個々の地域・国の形成

過程や社会経済構造にも大きく影響され、おおざっぱに言えば、既に述べたように

所得水準と関係するが、これも国別にみるとかなり異なることに注意する必要があ

る。

2 )東南アジア諸国の都市化傾向

東南アジア諸国は、世界でも最も都市人口比率が小さい地域のひとつであり、 1910

年で20.2%、1990年でも 29%にすぎず50%をこえるのは2020年頃と推定されている 。

このことは東南アジア諸国が長期にわたって都市化圧力を強く受け続けることを意

味している。表2.1. 2は東南アジア諸国のうち本論文の対象であるインドネシア、

タイ、フィリピン、マレイシア、シンガポーノレの 5ヶ国について都市人口比率の推

移をみたものであるが、都市国家であるシンガポーノレを除くと、何れの国も 1950年

頃は10-20 %台と低かったが、 1910年以降急速に高くなっている。しかし、それで

も1990年でタイ 22.6%、インドネシア 30.5%、フィリピン42.6%、マレイシア 43%

である。

最も早く都市化が進んだのはフィリピンとマレイシアであるが、これはフィリピン

においてはラテンアメリカの諸国のようにキリスト教布教のための植民都市が計画

的に建設されたことや、大規模プランテーション農業により農民が賃金労働者化し

ていたこと、マレイシアでは同様に宗主国による鉱山開発やプランテーション農業

のために大量の労働者移民が送リこまれ、こうした開発拠点が次第に都市化してい
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ったことが主な理由である 。 一方こうした経験を持たず稲作農業が中心で あっ たタ

イや国土が広大で相対的に影響が小さかったインドネシアでは都市人 口比率は小さ

かった。 1910年代以降の都市人口の増大は特にインドネシア 、マレイシア 、タイで

顕著で、年率 5%をこえる反面フィリピンでは3.9%と比較的緩やかである 。 1990

年から 2020年にかけては、何れの都市も減速はするものの 3.3~3.8% の年率で増加

することが予想されている 。

一般的に発達途上国の都市化の特徴のひとつに首位都市への人口集中傾向があげら

れるが、タイ(バ ン コク)が12% (首位都市人口が全国都市人口に占める 割合 で以

下同じ)と突出しているのに較べ、インドネシア(ジャカノレタ)で21%、 フィリピ

ン(メトロマニラ) 32%、マレイシア(クアラノレンプーノレ) 32%と世界の中所得グ

ノレープの平均 (29%) 程度である 。 このことは都市のヒエラノレキー構成にも現れて

おり、表2.1. 3に示されるようにタイではパンコクとこれに次ぐ都市であるナコン

ラチャシマ、チェンマイ等との簡に極端な差があるが、マレイシアではクアラ ノレン

プーノレに次ぐベナン、ジョホパノレ、フィリピンではメトロマエラに次いでメトロセ

プ、タパオ等、インドネシアではジャカノレタに次いでスラパヤ、パンドン、メダン、

スマラン等、首位都市に次ぐ都市の成長がみられる 。

表2.1.2
東南アジア主要因の都市化進展状況

インドネシア タイ

人口(千人) 1900 
1910 8，266 " 
1920 9，409 
1930 60，121 11，846 
1940 10，635 15，300 
1950 19，538 20，010 
1960 96，194 26，392 
1910 120，280 35，145 
1980 150，958 46，118 
1990 184，283 55，102 
2000 218，661 63，610 
2010 246，680 11，594 

人口地加率 1900-30 
(%/年) 1930-50 1.4 2.1 

1950-10 2.1 2.9 
1910-90 2.2 2.2 
1990-2010 1.5 1.3 

都市人口比率 1950 12.4 10.5 
(%) 1910 11. 1 13.3 

1990 30.5 22.6 
2010 41. 1 31.3 

都市人口増加 1950-10 3.1 4.2 
率(%/年) 1910-90 5.2 5.0 

1990-2010 3.8 3.8 
出典:Wo r 1 d Bank “World Urbanizalion Prospecls" 1990 
1) 1911年のセンサス値

2 -4 

フィリピン

10，113 
13，392 
16，600 
20，988 
21，561 
31，540 
48，311 
62，413 
11，413 
92.095 

2.3 
2.9 
2.6 
2.0 
21.1 
33.0 
42.6 
55.6 
4.6 
3.9 
3.3 

マレイシア シンガポーノレ

2，914 " 
3，545 
4，433 
5，196 
6，110 1，022 
8.140 1， 634 
9，502 2，015 
13，163 2，414 
11，891 2，123 
21，983 2，991 
25，169 3，110 

1.6 
2.2 3.6 
3.2 1.4 
1.1 0.8 

20.4 100.0 
21.0 100.0 
43.0 100.0 
58.4 100.0 
4.4 3.6 
5.0 1.4 
3.3 0.8 



表2.1. 3 

東南アジア諸国の都市ヒエラノレキーリ

順位 インドネシア

1イ立
ジャカノレタ

(6，500) 

2位
スラパヤ

(2，030) 

3位
パンドン

(1， 460) 
メダン (1，380) 

4位以下 スマラン (1，030)
パレンパン (190)
等

出典各種資料より作成
1) 1980年人口

タイ
ノ〈ンコク

(5，400) 
ナコンラチャシマ

(190) 
チェンマイ

(150) 
コンケン (120) 
ノ、ジャイ (110) 

a守aず

3 )東南アジア大都市の成長と特徴

(1) 人口集中傾向

フィリピン

メトロマー7

(5，930) 
メトロセプ

(950) 
ダパオ

(610) 
サンボアンガ (340)
イロイロ (250) 
ノ〈コロッ ト (210) 
等

単位千人
マレイシア

クアフノレンプ ノレ
(1， 460) 

ベナン
(300) 

ジョホパノレ
(120) 

イポ (90) 
マラッカ (90)

等

都市化が進むなかで大都市の人口集中がどのようなベースで進んだかを、ジャ

カノレ夕、バンコク、メトロマニラ、クアラノレンプーノレ、シンガポーノレについて

簡単にみてみる。表2.1. 4はこれらの都市の比較対象として、異なった都市化

時期をもっロンドン、ニューヨー夕、東京の人口をそれぞれの都市の発生・初

期にまで遡って示すもので、図 2.1. 1はこれを図示したものである。これらか

ら次のようなことがわかる。

(イ)先進国大都市のなかではロンドンが 11世紀頃から比較的ゆっくりとしたテ

ンポで成長し、 1800年に人口 100万人に達したあともその増加傾向は緩や

かで(10年単位でみても概ね 2%/年以下であった). 1900年に人口 659万人、

1951年に835万人に逮したあとは減少に転じている。ニューヨークは 1800

年には人口わずか B万人であったが、その後の増加傾向は激しく、 1900年

には344万人、 1931年には822万とピークに達するが、この間約 130年間平

均3.6%/年で人口湘が続いた。東京は江戸時代後期に人口は既に 100万人

をこえていたと推定されており、区部人口は 1910年に884万人でピークに

達するが、この間激しい人口増がみられるのは 1920年から 40年にかけて

(平均6.6%) と、 1950年から 60年にかけて(平均4.4%) である。

(ロ)東南アジアの大都市は、バンコクを除いて何れも植民地政策の拠点として

の生い立ちを持つが、都市化が進展し始めるのは 1900年代初期であり、さ

らに本格化するのは第二次大戦後のことである。後背圏を持たないシンガ

ポーノレでは成長が比較的緩やかであったが、ジャカノレ夕、マニラ、バンコ

夕、クアラノレンプーノレでは依然衰えることなく人口集中が続いており、こ

れ らの大都市の成長の速度 と規模は、 かつて先進国の大都市が経験した以

上のものである。ジャカノレ夕、バンコ夕、メ トロ7 エラの最近の増加傾向

の減量は都市化が行政域をこえて進行しているためであり、近い将来1000

万人をこえる巨大都市に成長することが予想されている。
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(ゆこうした大都市は異なった時期に成長を遂げているが、産業革命以降の交

通技術の発達は著 しく、それぞれの時期に利用 できた交通手段の有無が都

市の成長に 大き な役割を果た してい るのではないかと い うこ とが予見さ れ

る。

(ニ) 東南アジア の大都市は、第 2次世界大戦後発展途上国に位置づけられ、低

い経済力の もとで財政や技術を先進国に依存しなが ら激しい都市化に直面

しているが、これは先進 国の都 市化が産業化を伴って進行 したことと大 き

く異 なってい る。

表2.1. 4 

大都市の人 口推移

単位千人. -
東 南アジア 先進国

ジャカJレタ 11ンコク メトロマニラ クアフ シンガ 東京 ニュ ロンドン

年 ノレンブール ポール (区部) ヨーク

(1300)20・25

(1500) 50 

1600 (1600) 200 

1650 (1650代)

1700 
「

(1696) 4 

350-400 

(1700) 600 

(1730) 35 

1750 

主宰 1，000
(1790) 49 

1800 (1800) 80 (1800) 1，000 
(1817) 47 (1810) 120 (1811) 1，327 

1820 (1820) 152 (1821) 1，600 
(1832) 350 (1824) 17 (1830) 240 (1831) 1，907 

1840 (1840) 391 (841)2，239 
(1850) 689 (1851)2，685 

1860 (1865)1，300 (1田0)1， 175 (1師1)3，227
(1870) 1，478 (1871)3，890 

1880 (1882) 169 (1884) 4 (1曲0)1，912 (1881)4，770 
(1895) 25 

(1887) 316 (1890)2，507 (1891)5，638 
1900 (1900) 116 (1903) 329 (1900) 30 (1900)3，437 (1900)6，586 

(1906)2，517 
1910 (1911) 47 (1911) 303 (1910)4，767 (1911)7，256 

(1919) 527 (1918) 460 (1915)3，056 
1920 (1921) 80 (1920)3，358 (1920)5，620 (1921)7，488 

1930 (1930) 435 (1929) 740 (1931) 118 (1931) 558 (1930)4，987 (1931)8，216 (1931)8，216 

(1937) 890 (1939) 993 

1940 (1941) 176 (1940)6，779 
(1948) 823 (1947)1，179 (1948)1，569 

1950 (1950) 1，022 (1950)5，385 (1950)7，892 (1951)8，348 

(1957)1，831 (1952) 220 

1960 (1961)2，973 (1960)2，136 (1960)2，462 (1960) 1，634 (1960)8，310 (1960)7，782 (1961)8，183 
(1964) 365 

1970 (1971)4，546 (1970)3，185 (1970)3，967 (1970)2，075 (1970)8，841 (1970)7，89唱 (1971)7，452 

1980 (1980)6，503 (1980)5，153 (1980)5，926 (1980) 977 (1980)2，414 (1980)8，352 (1980)7，071 
(1985)7，885 

1990 (1990)8，259 (1990)6，162 (1990)7，930 (1990) 1，500 (1990)2，723 (1990)8，164 (1990)7，323 (1991)6，803 
出典 東京 “東京府統計書 “東京都統計年鑑

ニューヨーク、ロンドン “マクミラン世界歴史統酎"、但1990/91勾ー値は総務庁“世界の統酎1995"による.

車問アジア冊市 各岨賢料、統附帯による.
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人口 (千人)

9，000 

8，000 

7，000 

6，000 

5， 000 ~ 

4，000 

3，000 

2，000 

1，000 

1650 1700 

出典表2.1.4より作成

年 ジャカノレタ

1900 ( 1900) 

1910 
4.5% 

1920 

1930 ( 1930) 

1940 3.6% 
(1948) 

1950 
10.4% 

1960 ( 1961) 
4.3% 

1970 (1971) 

4.1% 
1980 (1980) 

2.4% 
1990 ( 1990) 

出典.蓑2.1. 4より算定

図2.1. 1 

東南アジア大都市の人口増加

1750 1800 1850 1900 1950 

表2.1. 5 

東南アジア大都市の人口増加率

ノミンコク メトロ 7 ー7 クアフノレンプ ノレ シンガポ ノレ

(1882) 
(1887) 

0.3% (1990) 
( 1903) 4.2% 

3.1% 2.3% (1911) (1911) 

5.5% 
(1919) ( 1918) (1921) 3.1% I 

4.0% 
3.0% 3.7% (1931) ( 1931) 

( 1937) ( 1939) 4.1% 
2.9% 5.2% (1941) 3.2% 

(1947) (1948) 2.1% 
(1952) ( 1950) 

4.8% 3.8% 4.8% 
( 1960) ( 1960) 4.3% ( 1960) 

4.1% 4.9% (1964) 2.4% 
( 1970) (1970) ( 1970) 

4.9% 4.1% 6.4% 1.5% 
(1980) (1980) ( 1980) ( 1980) 

1.8% 3.0% 4.4% 1. 2% 
( 1990) (1990) ( 1990) ( 1990) 
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(2) 都市経済の水準

東南アジアの大都市は、バンコクを除けば、独立まで宗主国の直接・間接の統

治下にあリ、それぞれの宗主国との間の資本 ・技術 ・人材の移動は自由であっ

た。この時期は概ね 1950年代以前であり、人口規模も小さく人口増加も比較的

緩やかでインフラの襲備が都市化にさ程遅れることなく行われ、現在の都心部

が形成された時期であった。その後インフラの需要ギャップが急速に拡大して

ゆくが、その大きな瑳由のひとつに都市財政能力の不足があげられる。これを

大雑把にみるために、それぞれの国の GDPの水準を過去に遡って調べた結果、

下記のような点が明らかになった。

(イ)表2.1. 6は東南アジア大都市の都市化が加速する 1950年代以降の 1人当た

リ所得水準をみたものであるが、これによるとシンガポール、マレイシア、

フィリピンは比較的高い所得水準を保っており、 1950年頃のフィリピン、

1955年頃のマレイシア、 1960年頃のシンガポーノレは日本とほぼ閉じ水準に

あった。一方先進国の聞で比較をすると、日本の低さが目立ち、第 2li:大

戦後の再起に際してもドイツの約 1/3の水準からスター トをしている。ド

イツは 1960年頃に、日本は 1970年代にイギリスを追い抜きこの両国は1980

年代後半にアメリカに追いついている。

(ロ)表2.1. 7は先進国の都市化が進展する 19世紀半ばにかけての時期の所得水

準をみたものである。これによると、都市鉄道が建設される 1860年代から

1900年頃にかけての所得水準 (1990年価格の 1人 当たり GD P) はアメリ

カでに 500-4，800ドル、イギリスで1.700-2， 700ポンド (4，700-7，500ド

ノレ) であるが、 ドイツでは3，300-6，200'7ノレク (800ー1，500ドノレ)と低〈、

日本では 18万一 26万円 (500-700ドノレ)と現在の低所得発展途上国の水準

にすぎなかった。

(ハ)東南アジア大都市については、 1950年代以前の国民所得データが殆ど入手

できないが、当時の所得水準を比較のために 1990年価格で推定してみると、

表 2.1. 6に示されるアメリカの名目値と 1990年価格による値の比較から 195

0年のフィリピンで約950米ドル、 1940年のタイで約360米ドノレ、 1930年の

インドネシアで約390米ドノレとなリ、 7 レイシアとシンガポーノレは 1950年

頃でフィリピンと同程度かそれより若干上回っている程度と思われる。即

ち第 2li:大戦前の東南アジア諸国は欧米と較べれば、 1人当たり所得はか

なり低かったが、日本と較べればタイやインドネシアも日本の 1/2程度は

あり、フィリピン、マレイシア、シンガポーノレではむしろ日本を上廻って

いたことがはっきりとわかる。

(エ)以上から、イギリスやアメリカでは都市化進展期に充分な経済力を有して

いたが、 ドイツや日本は現在の発展途上国並みの経済水準のレベノレでイン

フラ盤備を進めていたことがわかる。東南アジア諸国でも植民地政府やタ

イ王室は今世紀前半においては充分とは言えない経済力のもとで都市イン

フラを独自で(例えば道路)あるいは民活で(例えば路面電車)整備して
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年

1990 

1985 

1980 

1915 

1910 

1965 

1960 

1955 

1950 

1940 

1930 

きたことを考えると、第 2次大戦後のインフラ需給ギャップの拡大を激し

い都市化の進行や低い都市経済水準のせいにすることはできず、政策対応

の拙さや行政力の脆弱さが事態を悪化させたより大きな要因として考えら

れよう。

発展途上国の所得水準は、都市と農村、特に大都市とそれ以外の地域の問で大

きな格差があることはよく知られており、東南アジア諸国でもジャカノレ夕、メ

トロマニラ、バンコクは国全体の所得の 30%~50% を占めている。こうした大

都市への宮の集中は大都市住民の相対的な高所得に反映される。表2.1. 8に東

南アジア大都市の平均世幣月収を示すが、これからもわかるように都市の問の

格差は国の聞の格差と較べてかなり小さくなっている。このことは大都市にお

ける交通問題をある面で似かよったものにする大きな要因と考えられる。

表 2.1. 6 

関係国の 1人当り GD P" 1950-1990(名目価格)

単位 US$ 

東南アジア諸国 先進国

インド タイ フィリ 7 レイ シンガ 日本 アメリカω イギリス ドイツ

ネシア ピン シア ポーノレ

514 1. 446 623 2，409 13，991 25，569 22，096 18，508 23，139 

524 138 550 2，038 1，456 13，225 16，935 9，111 10，151 

492 683 664 1，151 4，913 10， 129 11，890 
(18，110) 

9，813 13， 159 

225 355 364 125 2，377 4，351 7，292 3，832 6，149 

14 194 119 380 911 1，961 4，928 
(15，880) 

2，236 3，039 

130 189 313 511 921 3，611 1，864 1，943 

94 253 231 428 460 2，181 
(12，010) 

1，366 1，310 

83 201 234 265 2，394 1，050 819 

110 131 1，810 115 466 
(10，480) 

33" 18 154 

41" 60 
(8，150) 

134 
(7，010) 

出典 IMF“lnlernalional Financial Slalislics Yearbook" 1994およびマクシミラン世界歴史統

計E、日本、アジア、アフリカ編をもとに作成

住 r)各年止の当盟国通賞による名目価絡を当該年の対ドル空換レートで換揮した.

2 )名目 GD P'5.5憧ギルダー(出典2))と1937年の対ドル空換レート (1ギルダ -5'.95セント)を舟いて求めた.

3) 1939年と 19'6年町名目 GDPそれそ。れ9.58憧パーツと凶器パーツ(t!l奥2))から 19.0俸のf.EiGDPを10蝿パー

ツと恒定し、対ドル空換ルート 21パーツを用いて求めた.

. )アメリカの下段( )内は 1990年価終による値
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表 2.1.1 

先進国の 1人当り GDP水準、 1850-1940年 (1990年価格)

アメリカ イギリス ドイツ

年 (U S $) (i) (DM) 
1990 22， 100 9，600 38，120 

1940 8， 150 4，020 

1930 1，010 3， 110 1，360 

1920 6，250 2，690 

1910 6， 160 2，800 1，050 

1900 4，190 2，150 6，230 

1890 3， 980 2，440 5，380 

1880 3，690 2，200 4，220 

1810 2， 520 2，020 3，160 

1860 1， 110 3，300 

1850 1，460 2，810 

対ドノレ交換レート

1990 1.0 0.52 1. 62 

1950以前 1.0 0.36 4.20 

出典 マクミラン世界歴史統計、 IMF統計等をもとに作成
桟 1) 1985年値

表2.1. 8 

東南アジア大都市の所得

日本

(千円)

3，460 

514 

395 

314 

293 

261 

213 

182 !> 

134 

360 

国の 1人当り GDP 市民の平均世帯月収 (USS)
都市 (US$) 1985 現地貨 U S $ l' 年l'?;:

ジャカノレタ 450 RP 33，350 310 1984 
ノ〈ンコク 850 B 10，800 430 1989 

メトロマニラ 590 P 6，600 315 1981 

クアラノレンプーノレ 1， 810 RM 1，380 550 1985 

シンガポーノレ 1， 940 S $ 2，213 1， 100 1981/88 

出典:各種統計書、資料よリ作成
1 )吏換レートは、 US$I.0 ~Rpl ， 050 ~B25 . 0~P21 . 0~PM2. 5 ~S$2 . 0 

(3) インフォーマノレな活動

更に発展途上国の大都市における社会面経済面の特徴として下記に述べるスク

オヂー、人口の季節移動、膨大なインフォーマノレセクターの存在があげられる。

(イ)スクオターは公有地ないしは私有地を不法に占拠する居住者である。こう

した地域は計画的なインフラ整備や都市サービスが行われないので、スク

オターは殆どの場合スラムを形成し、非衛生や犯罪の温床となるが、同時

に彼らが容生する既存のインフラに過度な負担をかけ、周辺地域の都市環

境の悪化をもたらす。東南アジア地域においては都市形成の初期より適切

な土地利用や都市開発の阻害要因とみなされるだけでなく、深刻な社会問

題として常に主要な政策繰題であった。例えば、 1980年頃のスラム人口は
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バンコクで410ヶ所(対市人口の 13%)、メトロ 7 ニラで415ヶ所(同28%)、

クアラノレンプーノレで 117ヶ所 (25%) と推定されているように大規模かっ

広範囲に存在している。スラムクリアランス、サイトアンドサービス、ロ

ーコストハウジング供給等を含む様々な物質・財政的支援が行政によリ行

われてきたが、都市化速度に行政対応が遅れがちでメトロマニラやジャカ

ノレタでは問題は一層深刻になっている。こうした大量のスクオターの存在

は都市の交通問題とも深く関係しており、既存交通インフラの効率低下や

用地取得上の障害になったりしている。又スクオターの郊外への強制的な

移転がしばしば失敗に終るのは、移転先住区における就業機会や、基本的

な公共サービス(上下水道、電気、学校、病院など)が不足していたり、

-i!入居した住民も家賃 ・光熱費の負担が加わリ居住権を中所得者層に転

売したリするためである 41

(ロ)大都市の雇用機会を求めての季節的な人口移動が都市交通に影響を及ぼす。

具合的な研究事例はないが、例えばタイの中部地域での調査によれば、雨

期と乾期での従業者は農村地域で前者の480万人に対し後者は408万人であ

り、約72万人が余剰となる。近傍の小都市における乾期の非農業部門の従

業者は増えているが 8万人程度であリ、大半はバンコクヘ季節労働者ーとし

て向かうと考えられており引、上記のスクオタ一地区にこうした労働者が

収容されることが多く、都市交通の大きな季節変動要因となっている。

(ハ)発展途上国の大都市の失業率は高く、f1ljえばメトロマニラの場合でも 1981

年から 1990年を通じて 14%から 29%を示し、全国平均の2傍から 2.5倍に昇

る。加えて半失業率(追加の仕事や労働時間の延長を欲している有職者の

数を有職者の全体で除した値)も同期間で 13%から 45%と高い。最も深刻

な経済危機に陥った 1984・85・86年では失業率が平均26%、半失業率が31

%に上った"。この結呆公的統計には現れない膨大なインフォ ーマノレセク

ターの形成が促される。インフォー 7 ノレセクターは、制度化された組織体

を中心とする経済的ネットワー夕、すなわちフォーマノレセクターに包含さ

れない経済活動部門の総称であり、 1LOの報告書で用いられて以来一般

化している。厳密な定義は容易ではないが、その就業の流動性、不安定性

と、得られる所得の最低賃金を下回る低さによって特徴づけられる 。都市

インフォー 7 ノレセクターは、発展途上国だけに存在するのではなく、先進

諸国でも都市化と工業化の初期段階では、かなリの厚みで存在したし現在

も存続しているが、途上国のそれはその規模がはるかに大きく、貧困の度

合いもひどくフォーマノレセクターとのギャップの大きいことが特徴である。

こうしたインフォーマルセクターが途上国大都市の様々な都市サービスの

ギャップを埋めており、途上国大都市にみられる様々な中間的公共交通手

段を支えるひとつの要因にもなっている。
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2. 1. 2 東南アジアの大都市の発達

1 )概要

本論で取り上げた東南アジアの大都市は、バンコクを除いて何れも徳民地政策の拠

点として新たに建設されたところに生い立ちをもっている。建設された時点はまち

まちで、最も旧くはマニラがスベインのもとで 1511年、ジャカノレタがオランダ東イ

ンド会社voc支配のもとで 1619年、シンガポーノレとクアラノレンプーノレはイギリス

のもとでそれぞれ1819年と 1880年である。この間バンコクは 1182年に遷都によって

誕生した。マエラはキリスト教の布教とガレオン貿易の拠点として、ジャカノレタは

呑料生産と取引の拠点として、シンガポーノレはゴム・錫・香料や労働者の交易拠点

として、クアラノレンプーノレは錫採鉱の拠点として、そしてバンコク遷都は旧都アユ

タヤの復興を目指し対外交易上の立地も考慮して行われた。ジャカノレ夕、 7 ニラ、

バンコクは建設当時には同時に軍事要塞基地としての強い性格を帯びていた。この

ように異なった時期に異なった体制と目的のもとで誕生したこれらの都市は、 20世

紀を迎えるまでは、比較的緩やかな都市化速度もあって、良質のインフラを建設し

たことから、それぞれの都市の現在の都市核や中心市街地はこの時期に形成されて

いる。東南アジア諸国で都市化が加速するのは 1900年代に入ってからであり、更に

本格化するのは第 2次大戦後のことであるが、都市化は大都市によリ強く作用した。

都市人口の急増は先進諸都市と較べても顕著で継続的であり、モータリゼーション

の進展、植民地体制の終駕と獄立国家としての再出発など激しい環境変化のもとで

都市形成が進んだ。こうした長いプロセスのなかで出来上がったインフラと都市の

構造は、現在の交通のあり方に強く影響する大きな環境要因と考えられるので、以

下個々の都市についてはその発展経緯を概観した。対象となる 5都市についてその

発展過程を表2.1. 9に簡単にまとめた。

2 ) ジャカノレタ

ジャカノレタの発生は速く 14世紀に遡るが、都市としての起源は、 1614年にオランダ

東インド会社のもとで現地に赴任したターンが、 1619年からチリウン河口にパタヴ

イア城と呼ばれる要塞を中心とした城壁都市パタヴィアを、 1630年頃までに建設し

たところに求められる(図編 Jー 1、 J-2参照) 0 18世紀までにパタヴィア市の

規模と性格はほとんど変わらなかったが 、この間ゆっくりとした人口増により市内

の過密と郊外(城壁の外)での新しい居住区の形成が進んだ(図編 J-3参照)

1130年頃の人口は市壁内約 2万人、周辺部約 1.5万人であった。

1800年にオランダの直轄植民地となって以来、軍事面からの必要性もあって、チリ

ウン河上流に 1810年頃からワェノレ トプレーデン と呼ばれる軍司令部と軍事基地、住

宅施設からなる新市街地が建設された。新市街地と旧市街地は洪水調節のための運

河と道路で結ばれ、新しい都市軸ができ将来のジャカノレタの発展を方向づけた。人

口惜加も緩やかで 1811年の約4.1万人が 1900年には約 11.6万人に湘えたに過ぎなか

った。都市化が進むのは、 19世紀後半、つまり 1869年のスエズ運河の開通以降世界

的な交易が活発になってからで、民間企業の進出も構えた。同時に新しい技術が籾
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次いで持ち込まれた。 1869年に馬車軌道、 1871年に郊外鉄道、 1881年には蒸気機関

車による市街軌道が開通し、 20世紀を迎える頃には自動車もいち早く出現したが、

これらはヨ」ロッパ人を中心として計画的に関宛された市街地や港・軍事施政を結

ぶもので、市街地周辺に密に分布しているインドネシア人のカンポンはこれらのサ

ービスからは取り残されていた(図編 J-4 J-5参照)

1900年から 1940年のパタピヤ期には都市化が加速し初期の郊外化が進行する。人口

は1930年に435千人に精力日し、旧パタピア城とウエノレトプレーデンは南北 12-13km

東西 2-4 1mに拡大した市街地に埋没していった(図編 J-6参照)。道路が建設さ

れ舗装も行われた。無秩序な道路体系に較ベて、 1870-80年代に建設された鉄道が

市街地の中央と東・酉の市街地外縁部に沿って南北に位置していることが特徴的で

ある。この時期には自動車がかなり普及するとともにベチャも加わり、在来のSado

( 2輪馬車)や上記の市街軌道の宛達ぷりから判断しでも、都市化がかなリ進んでい

たことがわかる。西欧人や富裕層と一般庶民との格差は大きく、市街地は人種別に

楼み分けられていた。インドネシア人が居住するカンポンの衛生状態が一向に改善

しないままに、頻発するカンポンの火事がヨーロッパ入居住区の安全を働かすよう

になった。カンポンの改善は早くから行政当局の課題であり、エステートを買収し

て低所得者層を収容しようとする試みは 1900年代の早くから始まっているが、結局

は対象層の購買力がなく多くはより裕福な層の手に渡ってしまった。クパヨランパ

ノレの開発(約750ha) もこうした一連の流れのなかで、 1948年に行政当局が市の南

方約4.5kmに、主に約 10万人の低所得者用の住宅からなる衛星都市の建設を計画し

たところに始まったが、同様の結果に終わっている。この頃のジャカノレタは、高密

度な中心市街地の周辺に、いくつかの都市的性格を術びた集落がリボン状に相互に

結ばれた構造をもっていた。

戦後独立期に入ると、スカノレノ体制のもとで新生インドネシアの首都としての整備

が始まる。 1949年に首都はジョグジャカノレタからジャカノレタに移転し、 1952年に大

ジャカノレタ市建設計画が立てられ、道路建設や官公庁の移転集中が進んだ。シンボ

リックな土木・建築工事が精力的に行われた反面、供給処理施設等他の都市インフ

ラの整備は遅れた。こうした大規模建設工事や官公庁移転による人口の吸引力は低

調な経済情勢のもとで非常に大きく、 1948年に約82万人であった人口は 1952年には

約 178万人に倍増した円。 1950年に市域はほぼ現在のジャカノレタ市の範囲、旧市域

の約 3倍に拡大したが、大部分の人は依然1日市域に過密・非衛生状餓で居住し、カ

ンポンのスラム化が急速に進んだ。産業化が進まないままに人口は精え続け、 1965

年にには約381万人に達した。このモータリゼーションが進む激しい都市化進展期

の 1962年にジャカノレタはアジア大会を開催し、多くの幹線道路(J!. Thamrin， J!. 

Sudirman，Grogol/Gawangバイパス、Tg.Priok/Cililitanバイパス等)が 1960年代に

建設され、現在の都市街路の骨格がこの時期に形づくられた(図編 J-7参照)。遅

れた道路整備はその後も進み、 1970年の舗装道路延長は 1970年のI.345kmから 1975

年には2，584kmに倍泊した。

2 -14 



1967年以降のスハノレト体制下では、外資導入が積極的に図られるようになリ、オイ

ノレショック後の石油価格の高騰もあって、経済は発媛の方向に向かい始めた。ジャ

カノレタ市のマスタープラン (1965-85) が1967年に告示され、市長は新たな財板、措

置を行って引社会 ・経済インフラ整備を進めた。首都ジャカノレタの近代化が旗印で

あり、前政梅の積み残した記念碑的大規模公共工事(国会議事堂、文化センタ一、

公園、レクリエーションセンター、高級住宅地等)の実施に加え、カンポンの改良

事業 (1966-1983年)を実施した。又この時期、中心地区では露J苫やベチャの営業

禁止措置もとっており、これらがカンポンに居住する低所得者層の主要な扇舟機会

であることを考えると必ずしも一貫した政策とは言えない。都市化は依然衰えず、

1976年には約570万人の人口となるが、この頃になると地方からの移住よりも市民

の自然増が人口増の大きな要因となった。人口増は当然のことながら貧困層による

ものであるが、彼等のための宅地や住宅の供給は需要を満たすことができず、既存

のカンポンに吸収され公共空地にはスクオターが住みついた。このため旧市街地の

人口密度は 1970年代はじめで400-700人/haにのぼり、居住環境は増々悪化し、ス

クオタ一対策とともに深刻な都市問題となった。こうした貧困層の救済にスカノレノ

は、高層の公共アパートを建設して移転させようとしたが、財政的にも不可能であ

ることが明らかになリ、次いで郊外にサイトアンドサービス方式によって低価格宅

地を造成し移転を図ったが、支払能力のある貧困層はわずかにすぎず職場からも遠

くなることがわかり断念した。ジャカノレタで成功したと言われる K1Pと呼ばれる

カンポン改善事業(もともとは 1920-30年代のオランダ領パタピアで試みられた)

は、当時ジャカノレタ市の60%を占め約200万人が居住するカンポンを、移転や撤去

によらないで既存のコミュニティ施設で特に問題となる所を改善し、住民の自主的

努力を喚起しながら達成可能な居住環境の向上やコミュニティ運営の強化を目的と

したもので、 1966年から 1983年まで世界銀行の支援のもとに行われた。

ジャカノレタの市街地構造は、ジャカノレタのかつての外貿港であった Su n d a Ke 1 a p a 

港に隣接した地域物流の拠点で旧都心のコタ地区、政府機関 ・行政機能が集中する

Monas Monument地区、近代的な業務地区の集積する J1.Thamrin/J1.Sudirman沿道

地区、近代的な商業地区であるB1 0 k M地区を結ぶ南北方向の非常に強い都市軸を中

心に構成されている(図編 J-8参照)。ジャカノレタの郊外化は既存の幹線道路に

沿って 1970年代から顕著になり、特に地下水の豊富な南部方向に進んだ。しかし南

部流核はジャカノレタにとっての重要な水源であリ、 1980年に開発規制策がとられ、

その後は東西方向への住宅地 ・工業用地開発が急速に進み25-30km圏に達した。ジ

ャカノレタの発達は中心市街地の高密度な人口 ・応用を抱えたまま新旧の道路に沿っ

てリボン状の開発が激しく進行しているところに特徴がある。こうして都市のイン

フラ整備が充分に進まないままにジャカノレタの成長は行政界をこえ幹線交通路に沿

ってのスプローノレが進んだ。こうした動きを計画的にとらえるために、周辺絞都市

をジャカノレタの広峻都市圏に位置づけて、引き続き衰えをみせない都市化に対処す

べく Ja b 0 I a b e k構想引がたてられ、高速道路を含む道路網や既存鉄道の通勤線利用

2 -15 



等の交通インフラの整備が進んでいるが速度は遅く、又余りにも広綾な都市圏を構

想しているため、インフラの投資効率が怒く既成市街地の問題解決にも直ちにつな

がらないといった問題を残している。

3 )ノ〈ンコク

バンコクは首都アユタヤの陥落崩壊後、国防と交易を考慮して 1778年に トンプリに

遷都され、 1182年に対岸に城都の建設が始まり正式に首都と命名されたところに生

いたちを持つ。 1800年頃までに王宮・寺院を中心に要塞都市が完成した。ジャカノレ

タも 7 ニラも城塞都市として河口に建設され、水路が宛達し交通路として機能した

が、バンコクはスケーノレの更に大きなチャオプラヤ何 とこれが持つ無数の支流が籾

密な天然水路網を構成し戦略的に建設された運河とともに、まさに水上都市として

初期の市街地形成が進んだ。恵まれた水路網と肥沃な土地を持っこの一帯は、遷都

以前から河川に沿ってかなりの人口が分布していただ けでなく、城都の建設に伴っ

てチャオプラヤ河の城都側の岸に造船所や工場が立地した。城郡はチャオプラヤ河

とクロンオンアン運河に図まれ面積はわずか約3.5knlであった(図編 B-1参照)

19世紀前半のバンコクの人口については様々な推定値があるが、 40-50万人程度と

考えられている 10>

バンコクはヨーロッパ列強の植民地になることはなかったが、政治的軍事的圧力は

強く、こうした諸国との交易を通じて近代化の努力が比較的早い時期に行われてい

た。近代化政策の基礎はラ 73世 (1824-1851年)の時代に築かれ、とりわけラ 7

4世 (1851-1868年)とラマ 5世 (1868ー1910年)の時代に積極的に進められラ 7

6世 (1910ー1925年)とラマ 7世 (1925ー1935年)の時代にも継承された。こうし

た積極的な近代化の推進が、他の植民地諸都市と殆ど時期を同じくして綴々な交通

インフラの整備や交通手段の導入を実現させ、バンコクのプライマシーを加速した

大きな背景要因となっている。 1851-54年にクノレンカセム運河が掘削され、市街地

はこの 3倍の約 10knlに拡大した。道路は城都内に限られていたが、 1861年に外国領

事がそろってヨーロッパ人の健康維持に馬や馬車での運動が必要だとして、このた

めの道路の建設を嘆願した。城都の外への最初の道路は 1868年に建設されニューロ

ードと呼ばれたが、雨期には頻繁に浸水するような状態であった。城郡からチャオ

プヲヤ洞に沿って西欧人のコミュエティや造船所、倉庫、製粉場、寺院、教会、領

事館等が建てられており、この背後に道路が建設されたのは当然のことであるが、

当時の人口は依然として水路に沿って大部分が分布していた(図編 B-2参照)

しかし、この頃から城壁を取り壊してこれを材料に域内の道路や橋架の建設が急速

に進められた。 1890年頃までに約200kmの道路と 61の橋梁が建設され、幅60m延長

3kmのラチャダムノン大通りがシャンゼリゼ通りを模して建設された。 1883年には

郵使事業が始められ、 1891年には鉄道の建設が始まった。 1894年には電力供給が始

まり、路面電車の運行が始まった。 1900年代には自動車も輸入され、徐々に普及し

た。このようにラ 75世(チュラロンコン王)期には、近代化が積極的に進められ

2 -16 



に進められたが伝統的な側面も強く残り、 St e r n s t e i nは当時の状況をいささか精神

分裂的と表現した。バンコクの水路交通から道路交通への転換はこの時期に始まっ

たといえる(図編 B-3参照)。

人口は 1920年頃の約50万人から 1940年頃には約 100万人となるが、この頃までの市

街地は比較的計碩的に配置された道路網に支えられてチャオプラヤ河の東側を中心

に発達し、比較的コンパクトで約40ludであったことが当時の地図からもうかがわれ

r'¥ る。しかし、その後の人口増に対しては道路整備が伴わず、北方向と東方向への都

市閥幹線道路に沿ってリボン状の開発が進む。そしてチャオプラヤ河の架橋(1952

年)によってトンプリ側の市街地も急速に進展するが、ここでもヒエラノレキカノレな

道路網は構築されず、幹線道路にソイと呼ばれるアクセス道路が直接ぶらさがる形

態の街路パターンのもとに市街地の拡大が進んだ(図編 B-4参照)。この傾向は

その後現在に至1)るまで基本的に変わらず(図編 B-5、 B-6参照)、幹線道路密

度が低い上に準幹線が決定的に不足したまま非常に大きな街区が形成された。これ

が効率のよい交通流を妨げて幹線道路への交通量の集中を招き、今日の絶望的な道

路混雑や大街区の内部に大量の未利用あるいは低利用のポケッ トエリアを発生させ、

効率的な土地利用の阻害に結びついている。市街地内の人口分布は他の大都市と同

じように高密度な都心部を持っていた。|日城都内は人口密度500人Ihaから 1，000人/

b aをこえる地区があリ、 1950年代から減少を始めるが、それでも状況は基本的に変

わらず、 30lud程度の範囲に 100万人をこえる人口が集中していた。こうした中心市

街地の人口が、所得の向上に伴って、よりよい住環境を求めて郊外へ移動すること

は先進国の大都市が経験したことであり、 1980年代以降の爆発的な郊外化の大きな

要因となっている。

バンコクの都市形成上の大きな問題のひとつに、都市計画の貧困があげられる。パ

ンコクにおける最初の都市計画の試みは、 1960年のアメリカのコンサルタントの手

で行われた“TheGreater Bangkok Plan 2533 (1990年)"である。初めてのフィジカ

ノレプランであり、土地利用計画が提示された。計画目標人口が 450万人で過小とさ

れたため、 1961年に設立された都市計画局によって“First Revised Metropolitan 

P 1 a n"が計画人口を650万人に修正して作成された。 1969年にはバンコク市の都市計

画部が“TheGreater Bangkok Plan 2543"を発表した。こうしてバンコクの都市計

画の重要性が認織されたものの何れも正式に採択されず、最初の法定都市計画が施

行されたのは 1990年になってからである。インフラの未整備に加えてゾーニングや

開発許可を含む各種規制の運用が極めて緩やかなため、無秩序な市街地の形成が依

然として進行している。

4 )メトロ 7 ニラ

メトロマニラの発達については補遺 2に詳述したが、その概要は下記である。

メトロマニラはスペインとアメリカの植民地時代を通じて、両宗主国の政策、技術、

経済 ・文化等あらゆる側面での影響を強く受けながら、現在の市街地の骨格が形成
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された。フィリピンの開発の歴史的過程は、前スペイン時代、スペイン植民地時代、

アメリカ統治期、第 2d;:大戦後と区分されることが多い。本論においては、基本的

な政策や都市化圧力の遣いを考慮して、メトロマ=ラの市街地形成過程について下

記のように時代区分を行って市街地形成の特徴を考察した。

(イ)スペイン植民地時代の前・中期 (1511-1830年頃):初期の都市核形成期

1511年に 7 ニラ湾の東岸Pa s i g 河口に恒久的な稿民都市が建設され、フィリピ

ン統合とガレオン貿易の拠点として、スベインの独占的な支配のもとで、緩か

に都市の成長が続き、約260年間におよぶこの長い期間に現在のメトロマニラ

の都市核が形成された。この時期のメトロマニラは大雑把に言って、スベイン

王室が 1512年に発令した植民地での標準都市プランにもとづいて計画的に建設

された IntramUIOS (城壁の内側という意味)と、交易活動の活発化に伴って士自

力目した中国人や日本人の勢力拡大を危倶した植民地政府がフィリピン以外のア

ジア人の居住や活動を制限し、城壁の外側に居住区を指定され開発されたExt 1 

amurosと更にその外側に河川|流域や沿岸部に広範囲に分布する土着のフィリピ

ン人のコミュニティからなる郊外部とから構成されていた。郊外部では同時に

カソリック布教とスベイン化を進めるために、 In I r amu r 0 sにみられる教会と広

場を中心とし行政庁や市場が一体となったコミュニティ核をあちこちに建設し、

分散して居住するフィリピン人をより大きな集落に統合する政策が進められた。

同時に 1n t r amu r 0 Sに住む富裕なスペイン人によリ、 Pas i g I可沿いでの小農園や

別荘の保有が流行した。メトロマニラは 4市 13自治体からなる広域行政体であ

るが、この時期に開発された郊外のコミュニティ核がその後の多くの自治体の

中心地になっている。

(ロ)スベイン植民地時代の後期 (1830-1898年) 初期郊外化の進展期

スベインの独占的支配が崩れマニラが外国にも解放され、貿易のみならず資源

開発の拠点として産業化とともに都市が成長し初期の郊外化が進展した時代と

言える。内陸部の開発促進のために道路建設プログラムが策定され、 7 ニラか

らも郊外へ放射状に道路が建設され、 1885年に建設された馬車鉄道や1892年に

開通した郊外鉄道によって郊外化が急速に進み始めたが、スベイン植民地政府

は全体的な都市計画をもっておらず、 7 ニラの市街地はスプローノレ的拡大の兆

しをみせながら次のアメリカ時代にひきつがれることになった。

(ハ)アメリカ植民地時代 (1898年 -1946年) 都市骨格の形成期

植民地経営という経済的動機に加え、フィリピンをアメリカ民主主義のショー

ケースとすべく積極的な社会・経済開発が行われた。植民地政府による道路開

発や民間の路面電車網整備が市街化に先行して行われ、旺盛な民間住宅開発に

よって郊外化が進んだ。この聞にマニラは人口 100万都市に成長し、メトロ 7

エラの人口も約 160万人に達し、市街地面積も約 10倍の約 100knlに拡大した。現

在のメトロマニラの都市骨格は、この時期に形成されたと言える。この期間の

都市形成に大きな影響を及ぼしたのは“積極的な交通開発"、 “都市計画の促
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進"、 “民間主導の活発な住宅地開発"の 3点であり、現在の市街地のうち概

ね ED S A (環状 4号線)までの範囲では、密度の商いヒエラノレキカノレな道路

網や一定の規格をもった計画的なサプディビジョンが建設された。当時として

は軍事施設を結ぶ郊外道路として建設された EDSAがその後の市街化の進展

に伴って、都市内幹線として機能するだけでなく放射幹線道路との交点に民間

主導の大規模な商業業務地区の開発を誘導し、都心機能の分散を促すとともに、

バランスのとれた市街地の形成に大きく貢献したことは特筆に値しよう。

(ニ)戦後独立国家時代(1946年以降) 急速な都市膨張期

戦後期は、戦災復興に加えて急激な人口滑により都市化圧力が高まり、独立国

家としての体制のもとで、今日のメ トロマニラの抱えている都市問題が一挙に

噴出した時期と言える。スベイン ・アメリカ時代には基本的に都市化のスピー

ドに遅れることなく、あるいは郊外化をリードしながらインフラ整備が進んだ

と言えるが、戦後期は圧倒的な都市化圧力の前に、財政、技術、組織、制度、

人材等様々な点で対応能力の不足と欠陥が露呈した時期である。この時期にメ

トロマニラの人口は約 150万人から 1990年の約790万人へと急増し、市街地は 19

48年から 1966年の約20年間に 117凶から更に302凶に拡大した。その後も市街地

の拡大は続き、現在はメトロマエラの全核(約630knI)のみならず、行政界をこ

えて隣接地域に及んでいる。 1970年代に入って大都市圏行政という視点から様

々な援助機関の協力を得ながら都市問題への取り組みが本格化したが、成果を

あげ得ないまま現在に至っている。

戦後のメトロ 7 ニラでは、圧倒的な都市化圧力の前に公的セクターが有効な行

政対応を欠いた反面、民間セクターが都市開発に大きな役割リを果した。特に

“サブディビジョン方式による商業 ・業務 ・住宅地の開発"と“コンセション

方式による埋立や BOT方式による高速道路建設"が特筆される。 1960-70年

代にかけて開発されたマカティ地区(約 1.OOOb a) 、オノレティガス地区(約600

h a)、クパオ地区 (37h a) は地元財閥資本による大規模複合開発であリ、現在

副都心として尚成長をつづけるマカティ地区は、その独自の運営方式もふくめ

て途上国大都市における副都心開発を考える 上で秀れた事例になるもの と考え

られる。 7 ニラ湾の約 500h aに埋立てによる市街地開発や既に償還の終った

Manila South Expresswayは、現在途上国大都市で大きな関心対象になってい

る BOT方式等によるものであリ、前述の大規模複合開発や、自主管理運営に

よる閉鎖的な中・高級住宅地開発等、メトロマニラは民間主導の都市開発に多

様な実紛を残している。

以上概観したようにメトロマニラにおいては、都市化速度が緩やかであったスベイ

ン植民地時代に形成された現在の都市核と、アメリカ植民地時代に構築された現在

の基本的な都市骨格が現在のメトロマニラの市街地形成に大きな影響を及ぼしてい

るが、これは主に下記の点に負うところが大きい。
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(イ)主要な時代の初期に都市計画が存在し一定の役割を果した。マニラはスペイン

の標準プランにもとづいて建設された In t r amu r 0 Sに都市としての起源が求めら

れるように、都市計画によって生れた。この計画理念はスベイン時代を通じて

E x t r amu r 0 Sの市街地形成にも強く反映された。アメリカ時代にはBurnhamプラ

ンを端緒に近代的な都市計画理念が持ちこまれ、ゾーニングや建築基準法も策

定された。戦後復興期にはMaior Thoroughfare PlanやMasler Planがー早く作

成され、 1940年代・ 50年代の市街地形成に大きな影響を及ぼした。

(ロ)自動車時代の初期にアメリカの描民地となったことで道路整備が市街化に先行

して積極的に行われた。このため今なお当時の市街化区域においては良好な街

路網が残されている。

(ハ)戦後期の都市形成に民聞が大きな役割を果した。住宅地開発のみならず、大規

模な商業 ・業務地開発、高速道路建段、埋立地造成等が実施され、新たな副都

心形成を促し幹線交通網の強化に貢献した。

このようにメトロマニラでは他の東南アジア大都市と較べても良質の市街地が形成

されてきたが、戦後の都市膨張期に次第にインフラ蓄積を使い果し、現在では無秩

序な市街化が進行し都心部の過密とインフラの劣化、郊外部におけるスプローノレ的

な市街地の拡大が続いている。以上にみたメトロマニラの歴史的な都市形成過程の

考察から、都市形成に応じたあるいはこれを誘導する交通インフラの整備が如何に

重要であるかが改めて導き出される。そしてこれが都市計画と民間開発の誘導によ

って行われたことは、現在のメトロマニラの都市開発行政に直ちに反映されること

のできる、忘れではならない経験である。

5 ) クアラノレンプーノレ

クアラノレンプーノレの生いたちは、 19世紀半ばクラン川とゴンパク川の合流点にでき

た中国人鉱山労働者の集落に求められる。錫の開宛が進むにつれ人口も糟え、自主

的なインフラ整備も行われるようになった。 1870年代の終わリ頃から英国の介入が

始まリ、 1880年にクランからクアラノレンプーノレへSe 1 an g 0 r州都が移されたが、この

頃の人口はまだ3，000人程度であった。新政府はSanilary Boardを設置し ，1>道路や

供給処理施設の整備を進め、鉱山開発や流通の内陸拠点から行政中心として急速に

成長し、 1896年に Pahang，Perak，Negri Sembilanを含む 4州の連邦の行政中心とな

り、人口も 25，000人に増加した。この間交通整備も進み、クアラノレンプーノレとクラ

ンは 1886年に鉄道で結ばれ、 1895年にはクアラノレンプーノレを中心に 3路線合計 123

kmが建殺された。イギリス本国の錫の大きな需要を満たすべく、錫鉱山のある半島

内陸部はこうして新しい都市が建設され、こうした錫生産地とその集散地/輸出港

を結ぶ交通 ・通信施設整備が精力的に行われた。同時に労働者としての中国人も大

量に植民され、人口も増えると同時に、錫生産地域の急速な経済発展は職業や商業

活動面で機能分化をもたらした。錫鉱山が分散していたために、輸送のための道路

整備が当初から積極的に進められたことは、その後の都市形成に大きな影響を与え

た。
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1900年には人口は約 3万人になり、引き続き増加していったが、 1921年で約 8万人、

1947年でも約 18万人、 1955年でも約35万人と他の大都市に較べると小規模であった。

1921年にはTown Planning Boardが設置され最初のゾーニングプランが策定され、

施行された。この範囲は約30knlで現在のCPA (Cenlral Planning Area) に概ね 致

する。当時の中心部は他の大都市と同様に欄密な人口密度であったが、同時に分散

していた錫鉱山の労働者のコミュニティが発展し、これらを連絡する道路が早くか

らあったため、市街地の拡大は早く平均的な人口密度は低かった。間短はこうした

周辺部のコミュニティが仮設的なインフラに支えられ、中国人を中心とするショッ

プハウスを核とした不良住宅地からなっている点で、都市人口のかなりの部分を占

めるスクオターへの対応と住宅供給が大きな政策課題となった。戦後の市街地形成

に影響を及ぼした他の要因に、現在アーバンビレジと呼ばれている、中国人ニュー

ピレジと 7 レー人ビレジとがある。前者は 1948年から 1960年にかけ非常事態下にあ

ったマレイシアで、共産党シンパ(大部分は華僑)が中国人コミュニティをベース

にしていると考えられ、当時の英国植民地政府が中国人を全土にわたって 1950年か

ら1952年という短期間の聞に強制的に収容した仮設居留区であリ 121、後者は郊外

に分布していた伝統的なマレーカンポンが 7 レーリザープ地区として 7 レ一人以外

の土地建物の所有 ・売買を禁止されたため逆にその後の開発が進まなくなった地区

である。こうしてクアラノレンプールは、都市化の進展の初期に分散的な市街地形成

が同時に進んだところに特徴がある。

クアラノレンプーノレの都市化が加速するのは 1960年代に入ってからであるが、分散化

政策が更に進められる。代表的なのは 1952年にニュービレジを含む約490haのゴム

園が収容された最初の.. -ュータウン"として衛星都市開発が進められたPelaling

J a y aがあるけ o 1966年にはShahAlam (Selangor 州都)新都市開発が開始され、広

大なプランテーションや州有地を利用して大規模開発が精力的に進められた。民間

でも州有地の払い下げを受け、あるいはプランテーションを買いあげて数百ヘクタ

ーノレ単位の住宅団地、工業団地、ニュータウン開発が、政府が先行的に進める高速

道路や幹線道路にぶら下がるような形で積極的に行われた。

1963年には 7 レイシアの首都になり 1974年にはSe 1 a n gor州を離れ連邦直轄領 (243knl) 

になったが、クアラノレンプーノレの都市化の方向は、“pr i mac y"よりも“c0 n u r b a I i 0 n" 

を指向し、 1962年には“K1 a n g Va 11 e y開発庁"を設置し、クアラノレンプーノレの外港と

して機能してきたK1 a n gを結ぶ回廊を広域都市圏と定めてインフラ整備を一体的に

推進した。上記のPe I a 1 i n g J a y aやShahAl amはK1 a n g Va 11 e yの都市核であり、その

後も積極的に進められた交通インフラ整備とモータリゼーションに支えられて計画

的な分散化と市街化に成功した。この結果 1985年時点でもクアラノレンプーノレの人口

は約 130万人程度であるが、 K1 a n g Va 11 ey都市圏の人口は約250万人に達しているロ

こうした分散化が進んだ要因にはクアラノレンプーノレは丘陵的地で市内に開発余地が

ないこと、土地は基本的に州政府に帰属し用地取得が容易であったこと、土地開発

については州政府が強い権限を持ち主要な収入源のひとつであったために開発促進
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の動機づけがあったこと、プランテーションにみられるように大規模所有地が都市

周辺に多かったことなど特殊な土地事情がある。

こうしてモータリゼーションに遅れることなく、積極的な高規格幹線道路の整備と

大規模開発によって低密度の郊外化が急速に進んだが、この過程で権利鯛撃を必要

とする既成市街地の再整備は遅れた。大規模開発は多くの場合閉鎖的な地区内道路

体系をもち、大規模開発にはさまれた前述のアーバンピ レジを含む既成市街地は統

合を阻まれた。個別の開発に対する規制は極めて厳格で 、デ ィベロッパーは広範囲

な公共施設の負担とローコストハウジングの付置義務 1引を探せられ、その結果水

準の高い開発が維持されているが、法定都市計画の発令が遅れているために効果が

減じられている。又高規格道路の護備が、 1960年代から他の大都市に較べると順調

に進められたのに比較して、既成市街地での準幹線道路や区画街路の整備は滞りが

ちであり、都心部の駐車場不足とあわせて、更なるモータリゼーションへの対応が

困難になりつつあり、新たな対応が求められている。

6 )シンガポーノレ

シンガポ」ノレは近代的な都市計画を持って誕生した。 1819年にラッフノレズが赴任し

た当時、住民はマレ一人を中心に 150人程度であった。 1822年にはラップノレズによ

って最初の都市計画法 (TownPlanning Acl)が施行され、翌年には都市計画プラン

が作成されている。シンガポーノレ河をはさんで東西約 5km、南北約 lkmの地域に行

政施設、公益施設、 7 ーケット、公園を中心に人種目J(中国人、インド入、ヨーロ

ッパ人、アラブ入、プギス人)居住区を配したものである(図編 S- 1参照)。格

子状の道路網が都市の誕生とともに出来上がった。 1840年頃には内陸部への道路建

殴が行われ、北部と東北部地区の開発が進んだ。 1880-90年代はシンガポーノレ阿南

側の中心業務地の設備が盛んに行われた頃であるが、河の北側の新港へのアクセス

道路の建設やこれに伴う埋立、既成市街地の道路の拡幅等も行われた。

1900年代に入って都市化が加速し、既成市街地の過密化とスプローノレが進行する。

植民地政府は 1910年代から 1920年代に開発規制や住宅改良事業に着手するが、目立

った成果もないままに人口集中が進み、人口は 1920年に約50万人に達した。当時の

市街地面積は約 19knl程度であり、これから人口密度は平均で約260人/haとなり、

中心部での過密ぶりが想像される。しかしこの頃までに道路は約200回建設されて

おり、モータリゼーションに先がけて道路の磁備がかなり進んでいたことがうかが

われる。 1923年にはBukiI Timah Roadがマ レイシアとの交易ノレー トと して重要にな

りジョホーノレ州と Causewayで結ばれた。道路整備は以後も進み 1950年頃には約570

畑、 1960年には約 1，360回 、1970年には約2，000kmに達している。道路インフラの整

備が進む一方で居住問題は深刻で、 1947年のシンガポーノレ住宅委員会報告でも全人

口93.8万人の内72%にあたる 68万人が都心に集中し、劣悪な環境が問題視されてい

る。過密はその後も続き、 1970年代初めでも総人口 200万人の内 85%が75knlに居住

し(人口密度227人/ha) 、この内75万人は約 6knlの中心部に居住していた(人口
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密度 1.315人/ha) 。最初の公共住宅庁ともいえる Siogapore Improvemeol Truslが

1927年に住宅問題解決のために股立されたが、以後 1959年までの32年間に建設した

住宅戸数はわずか23.019戸であリこの間人口が50万人から 150万人に増えているこ

とを考えると実質的な効果は少なかった。

シンガポーノレの都市計画は、建築規制と土地分割規制で歴史的に行われてきたが、

戦後期ますます悪化する都市問題に対処すベく、 1955年に法定都市計画である

“Ma s t e r P I a n"が作成され 1958年に承認された。このプランはゾーニングと公共施

設用地の確保を目的としたものであったが、il!迫する住宅問l!1iの解決には効果はな

かった。 1967ー1971年にかけて、国連の援助のもとで長期的視点からシンガポーノレ

の社会・経済・開発のニーズを満足する総合計画“CoocePI Plao"が作成された。基

本的な目的は、政府のインフラ繋備を戦略的に行い開発を刺激するところに置かれ、

この中で現在の土地利用や交通体系のあり方、都心部開発 ・居住地整備の方針が明

らかにされた。 2000年の計画人口を 4百万人とし、 1979年までに人口の80%がフラ

ットに住むべきであるとの方向も、この時点で方向づけられたものである。同時に

マスタープランの内容規定についても提言している。シンガポーノレでは法的な根拠

はないが政府のインフラ整備指針として機能しているコンセプトプランと、法定都

市計画としてのマスタープランが土地利用規制、密度規制、公共施設用地の留保規

定等によって都市計画を実現している。マスタープランは 1960~手に施行されたプラ

ンニング条例によリ 5年毎の見直しを経て現在に至っている。

シンガポーノレが大きく変貌をとげ現在の計画的市街地開発に成功するのは 1960年代

以降の政策によるところが大きいロ強力な行政カをもった政権下のもとで、組織・

制度の整備が進み経済成長にも恵まれて都市全体の再開発 ・開発が一気に進んだ。

Siogapore lmprovemeol Trustを廃止して、 1960年に発足したHousiogDevelopm，ol 
Board (HDB) は 1961年に施行された土地収容法に支えられ、住宅開発と都市再

開発(都市再開発については 1974年以降Urbao R.o.wal AulhorilY (URA) に引

き継がれた)を積極的に実施し、 1960年から 1985年までの問に約55万戸の住宅をニ

ュータウンを中心に建設し、人口再配置と定住化に成功している。都心部(約7凶)

における再開発や埋立事業の進捗も著しく、都心部は近代的な商業・業務セクター

として再生した。この結果人口分布は大きく変化し、 1984年で C，olral Plaooing 

Area (11.5knl)は120人/ha、その外側のUrban Planoiog Area (119凶)では 110人/

ha 、残リの地区 (488knl)で41人/haとなったが全人口の85%は約20カ所の中高層ア

ノ々ートを中心とするニュータウン(平均人口密度200-250人/ha、住宅地部分に限

ると 500人 -700人/ha) 151に収容されている。又強力な単一の CBDが、ここか

ら束、西、北方向に延びる交通幹線(高速道路と MRT)によって、計画的に開発

されたアメニティの高い高密度ニュータウン、大規模なJu r 0 0 g工業団地、空港等と

効率よく連結されている。シンガポーノレは国土の約70%を公有地とし、厳格な法制

度と行政のもとで、その独立初期から都市と交通インフラの計画的・一体的開発を

実践し、効率よくアメニティの高い市街地の形成に成功を納めたと言えよう。
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2. 1. 3 市街地の拡大と形成

人口の集中は市街地の形成に大きなインパクトを及ぼす。既成市街地での過密が進

む一方では市街地の拡大が進行するが、この傾向は都市によってかなり異なる。そ

の大きな要因のひとつにその時代に利用できる交通手段や交通インフラの有無があ

り、その結果、形成された市街地は更に次の段階での公共交通を含む都市交通のあ

り方に影響を及ぼす。こうして歴史的に形成された市街地の規模と密度が公共交通

の成立に関連すると考えられるため、先進国の大都市の経験も含めて東南アジア大

都市の市街地形成の過程を簡単にみることとした。先進国の大都市(ロンドン、エ

ューヨー夕、東京)については補遺 Iでその形成過程をより詳細に考察した。

1 }先進国大都市の経験

もっとも早く都市化の進んだイギリスではロンドンの成長が続き、その人口は 1700

年には60万人、 1800年には 100万人に達したが、利用できる交通手段が殆どないま

まにこのような都市化が進行したところに大きな特色がある。市街地の面積は 1690

年で約7.8凶、 1785年で約 13.6knlに過ぎず、平均人口密度は600人/haを越える状況

が続いた。 19世紀は都市化の最盛期であり、ロンドンの人口は 1900'手頃には650万

人に膨れ上がるが、利用できる交通手段は、徒歩、舟還の他、乗合馬車、馬車鉄道、

蒸気鉄道で、輸送カは都市規模に較べ小さかった。人口婚とともに郊外化が進み、

1901年にはインナーロンドン(約315凶)の平均人口密度は 143人/haにまで減少し

たが、この時期の郊外化は交通技術革新によるよりも当時大きな社会問題となった

過密・貧困 ・非衛生等の改善のために導入された公衆衛生法の施行に負うところが

大きかった。 20世紀に入っても都市化は続き、 1939年に人口 873万人でピークを迎

えるが、この間の特色は人口唱ではなく自動車の普及や公共交通の発達に支えられ

た激しい郊外化にある@すなわち第一次大戦後の 1919年から第二次大戦までの約20

年間に人口の伸びは 17%程度であったが、市街地面積は一挙に 3倍に拡大した。こ

れによってインナーロンドンの人口密度はさらに低くなる一方 (1981年に77人/ha)、

アウクーロンドンの人口密度は 3倍近くになった(190I年の 12人/haから 1951年の

30人/ha)。この郊外化は 1939年にグリーンベノレト法が施行されるまで続いた。こ

うした動きが可能になったのは、鉄道によるところが大きく 1836年にロンドン橋か

らDep t r 0 r dにロンドン初の鉄道が開通してから自動車の本格的な出現時期 までの長

い期間に、周辺田園地帯の全ゆる方向に鉄道が伸び、 1863年に初めて開通した地下

鉄とともに他の交通機関と事実上競争することもなく、広範囲な都市鉄道網が建設

された。産業革命により整った大規模な都市成長の条件に支えられて都市の再編が

進んだと言えよう。

一方ニュ ーヨー クの都市化の進展はロンドンより遅く、人口 100万人に達したのが

1860年頃である。しかしその後の人口地加速度は大きく、 1870年に 150万人、 1890

年に250万人、 1910年には480万人、 1920年には560万人と増え、 1930年頃に820万人

に透した後、漸減傾向をみせる。都心部のマンハッタンは 1910年代から人口停滞 ・
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減少期に入り、インナーエリアでも 1930年代から 1950年代にかけて減速し、人口減

少に転じた。ニューヨークの郊外化は自動車の大衆化時期と重なったために爆発的

に郊外化が進み、 1920-15年の聞に都市闘の人口は 2倍憎しただけであるのに対し

市街地面積は 10倍増したと 言われている。自動車時代を迎える前に発達した中心部

(?ンハツタンとインナーエリア地区 約 150凶)は公共交通も整備され非常に高密

な市街地の形成が進み (1980年でも平均人口密度約550人/hal 人口も漸減傾向に

止まっている。一方新たに郊外化したインナーサパープ(約450凶)やアウターサパ

ープ(約 1240knllでは人口密度それぞれ約 100人/ha、34人/haと対照的な市街地を

形成している。

東京の本格的な都市化の進展は、=ューヨークよりさらに遅かった。江戸時代に

100万人とも言われていた人口も、幕末 ・維新の頃には約50万人に減少した。しか

し1816年には東京府の人口は81万人を越え、 1908年には268万人と約 3倍に増加し

た。以後 1930年には530万人、 1940年には136万人となリ、その後第二次世界大戦で

減少するが 1950年には628万人、 1960年で969万人、 1910年で1.141万人、 1980年で

1， 162万人に達し停滞・漸減傾向に入る。東京の郊外化は第一次世界大戦期から始

まり、関東大震災 (1923年)により加速された。旧東京市の人口が停滞・減少に転

じるのも 1915年頃である。それでも 1932年当時の東京の中心部の人口密度をみると、

神田、下谷、浅草、日本橋、本所区では300人/haをこえ、その周辺の向島、荒川、

滝野川、本郷、小石川、牛込、四谷、麻布、芝、荏原、京橋、深川区でも 200~300

人/haとかなりの密度であった。しかし新たに20区を加えて合計35区に拡張された

“大東京"市は面積554凶に対して人口は551万人で、平均人口密度は 100人/ha程度

にすぎなかった。 1920年代以降の郊外鉄道の発達と郊外化の進展は、いわゆるドー

ナツ化現象となって都心部の人口減少を招いた。その結果 1980年の東京都区部の人

口密度は、山手線の内側 ・外側でそれぞれ 145人/ha、150人/haと、ほとんど均質

な市街地が形成された。

このようにしてみると、先進国の大都市でも郊外化のパターンは一様ではなく、ニ

ューヨークやパリは都心部の高い居住密度を保ちながら市街地を拡大し、ロンドン

や東京は都心部の居住密度を低くしながら郊外化が進んだことがわかる。ロンドン

は本格的な公共交通時代を迎える前に、都市人口の増大という意味での都市化が完

了したが、その終わりにモータリゼーションの進展、都市計画規制によって郊外化

が一気に進んだ。ニューヨークでは初期の都市化期に公共交通が存在し、マンハシ

タン島という物理的に制約を受けた地域に高密度な都市 ・交通空間が完成され、自

動車の出現後公共交通が存在する基盤のないままに一気に拡大した郊外部との問に

極端なコントラストを示しながら都市の形成が進んだ。一方、東京は歴史的に道路

整備が遅れたため、車両交通が発達せず近代的な都市の形成過程を通じて鉄道が早

くから整備されこれに沿って市街化が進み、モータリゼーションが本格化する頃に

は鉄道を中心とした市街地形成の方向が確立した。モータリゼーションと都市化が
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加速してからも官・民の協同により鉄道整備が進められこれによって巨大な都市圏

の発達を促したところに大きな特徴がある。

2 )東南アジア大都市の市街地形成

東南アジア大都市の形成過程は、大雑把に言って次の 3期に区分される。

① 1900年頃まで おおむね現在の都市核が形成された時期

② 1900ー 1950年頃.比較的緩やかな都市化が進むなかで交通インフラへの投資が

比較的よく行われ、現在の中心市街地が形成された時期

③ 1950年以降 都市化とそータリゼーションが同時に本格化し、発展途上国とし

ての体制のもとで郊外化が加速する時期で、政策対応や都市の地域条件の差に

よって、その発達が都市によって大きく異って進んだ時期である。

この結果、何れの都市も幅員は狭いが格子状パターンの道路網と整った町並みを持

つ都心部 (5~10knl) と比較的獲った道路網をもっ市街地(都市によって異なるが、

バンコク、ジャカノレ夕、メ トロマニラが約50~ 60knl) と道路網密度が急激に低くな

りネットワーク構成も暖味になる郊外部地域の大きく 3つに区分される市街地パタ

ーンを示すことになる。

表 2.1. 10は対象都市の市街地の拡大傾向を示したものであるが、全般的に市街地の

表2.1. 10 

東南アジア大都市の人口増と市街地の拡大

都市 指標 1800 1900 1950 1980 1990 
ジャカノレタ (1930) (1965) 

人口 (千人) 435 3，813 
市街地面積(凶) 25 158 
人口密度以/h，) 174 241 

ノくンコク (1900) (1936) (1953) (1958) (1971) (1980) 
人口 (千人) 280 870 1. 535 1，926 3，341 5，153 
市街地面積(凶) 13 43 67 96 184 330 
人口密度以/h，) 215 202 231 201 182 156 

メトロ (1948) (1975) 
7 ニフ 人口 (千人) 1. 569 4，970 

市街地面積(凶) 91 320 
人口密度(人/ha) 172 155 

クアフ (1895) (1924) (1954) (1980) (1990) 
ノレンプール 人口 (千人) 25 90 236 977 1，500 

市街地面積(凶) 1.2 41 83 134 244 
人口密度以/h，) 208 22 28 73 61 

シンガ (1924) (1980) 
ポーノレ 人口 (千人) 464 2，414 

市街地面積(凶) 19 173 
人口密度以/h，) 244 145 

東 J孔 (1870) (1910) (1940) (1960) (1990) 
人口 (千人) 1，300 2，600 6，780 8.310 8，164 
市街地面積(凶) 59 120 320 618 618 
人口密度(人/ha) 220 217 212 134 132 

出典各種資料、報告書よリ筆者作成
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拡大は人口増よりは早く進んだものの比較的緩やかであリ、郊外化が本格化するの

は所得の向上によって自家用車やオー トパイ等の私的交通手段や住宅の入手が容易

になってからであり、バンコクで 1970年代、メトロマニラやジャカノレタでは 1980年

代に入ってからである。クアラノレンプールは、都市形成の初期からその性格上分散

的であるうえ、その後も衛星都市の関売を進め、道路蜂備と大規模な住宅 ・工業用

地開発によって非常に低密度な郊外化が進行した。シンガポーノレは、都市化の最盛

期に都市計画と高密度大規模なニュータウン開発を政策的に強力に押し進め、計画

的な郊外化を完成しつつあり東南アジアでは例をみない市街地の形成を図った。一

方ジャカノレ夕、バンコ夕、メ トロマニラは、人口規模やその形成過程からみても極

めて制御の難しい都市であり、クアラノレンプーノレやシンガポーノレとは非常に異なっ

ている。これらの都市の市街地形成の一般的特徴は下記のようにまとめられる。

(イ)平均的な人口密度は東京と較べても特に大きいわけではないが、その分布をみ

ると都心部に行くに従って密度が高くなる。例えばメトロマニラの場合、 1980

年で市域全体 (636凶)では93人/haであるが、 1950年頃までに形成された市

街地内(環状 4号線の内側約 120凶)では258人/haで、 7 ニラ市 (39knl)では420

人/haにも達する。 1960年頃のバンコクでも都心部は400人Iha以上の人口密度

をもち 1000人Ihaをこえる地区もあった。こうした状況はかつてのロンドンや

東京と同じであリ、都市人口の増加が鈍化しでも大きな郊外化圧力となり続け

るが、先進都市の経験からみても、交通インフラとサービスの供給が将来の市

街地のあリ方に非常に大きな影響を及ぼすことが予想される。

(ロ)郊外化の初期段階では、都心部での人口集中も同時に進んでいる。例えばメト

ロマニラの 1970-80年 90年の人口滑加傾向を地区別にみてみると、郊外部

(E D S A外)での人口増加率は 1970-80年で5.6%/年、 1980-90年で5.6%

/年であるが同時に都心部 (EDS A内)での人口増は精力日率こそ 1.3%(1980

-90) と小さいが絶対意では 1970-80年で55万人、 1980年 90年でも 51万人と

大きく、特定の地区の減少傾向は 1980年以降にみられるにすぎない。

(ハ)既成市街地の高密度化は、スラムやスクオタ一地区の存在や拡大による所が大

きいが、どの程度まで高密度化が進むかについてはよくわかっていない。その

ために、こうした大都市の交通計画で将来の既成市街地の人口予測を行う際に、

しばしば非現実的な密度設定がなされることもある。 1980年のパーソン トリッ

プ調査結果にもとづいてメ トロマニラを例として分析を行った結果、ある地区

の人口密度の上限はその地区の所得水準と関係があリ、貧困層の多いところほ

ど人口密度の上限が高くなり 1.200人/ha程度にまで達することがわかった 16>

このことから市民の所得水準が都市の郊外化傾向に大きな影響を及ぼすことが

考えられ、経済成長に伴って現在進行しているバンコクの激しい郊外化を裏づ

ける要因として考えられよう。

(ニ)これらの都市では住民の所得格差が大きく、政策的な介入がないと居住地の住

み分けが進む。このことはバンコクやメトロマニラのパーソントリップの調査
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の結果からも明らかであり、所得格差によって自家用車保有格差が生まれ、地

域による道路交通の構成が変化し、公共交通のあり方にも大きな影響を及ぼす。

(本)ジャカノレタは、 3都市のうちで最も高い人口密度を持っており、郊外化の速度

が最も遅いが、これは都市形成の初期から伝統的な農村集結であるカンポンが

密に分布し、これらをとり込んだ形で市街化が進んだ後にこうしたカンポンが

流入人口を吸収していったためと考えられる。又都市化進展期に道路整備が遅

れたことや所得の低さもその要因であろう。

以上の結果、都心部の過密と郊外部のスプロールが同時におこり、交通インフラは

何れの地域でも需要を満たすには程遠い。比較的計画的に整備された都心地域はそ

の後の予惣をこえた都市化によって機能を猿失し、郊外地域は都市計画もなくあっ

ても殆んど作動しないままに無秩序な開発が進み、限られたインフラの盤備効果を

減じている。こうした市街地のパターンは交通面で都心地域での激しい混雑、郊外

地域でのモピリティとアクセシピリティの低下、両者をつなぐ放射幹線交通の容盆

不足と混雑といった共通の問題をひきおこしている。社会・経済活動誌に較べて交

通インフラの絶対震が不足しているところに根本的な問題の要因があるが、効果的

な土地利用の規制 ・誘導策をふくめた都市計画を実践する行政カの脆弱さも影響し

ている。

3 )まとめ

先進国の大都市が、都市化の過程で継続的な交通投資と都市計画の実践によって、

Thomson171によれば、東京やニューヨーク、パリは“強都心戦略"型、ロンドンは

“自動車抑制"型(本論文では触れていないが、これ以外に“自動車戦略"型のロ

サンゼノレス、 “弱都心戦略"型のコベンハーゲンをあげている)の市街地形成を図

ってきた。そして“自動車抑制"型を除く 3つの戦略は何れも交通施設に膨大な投

資を必要とすることから途上国大都市では適さず、 5つ目のタイプとして“低コス

ト戦略"型(マニラ、イスタンプーノレ、カラチ、テヘランがこれにふくまれるとし

ている)をあげている。この“低コス ト戦略"の特徴は、コストがかかる都心部へ

のアクセス強化を行わず、市街地周辺に複数の副都心を市街地の拡大にあわせて整

備し、あるいは誘導しこれらが相互にネットワーク状に結ばれることで交通需要を

分散させ、大規模な交通インフラ投資を避けながら市街地の形成を促そうとすると

ころにある。メトロマニラは、主にアメリカ期に護備された道路網と環状 4号線沿

いの主に民間による大規模複合開発を契機とした副都心の形成によって、まさに

“低コスト戦略"コンセプトを実現し、モピリティの高い都市づくりを実現したが、

その後の激しい都市化によって市街化区核は更に拡大し、この過程では、何ら戦略

的市街地形成の努力は行われなかった上に、都市規模が巨大化したために都市全体

が深刻な交通問胞におおわれることになった。都市化前期にメトロ 7 ニラの経験を

持たなかったバンコクやジャカノレタでは、事憾は一層深刻になっている。即ち、

“低コスト戦略"が有効に行われるためには、相応の道路網やlM都心形成の仕組み
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r、

がなければならず、又都市規模が交通インフラに見合うものであることが前提であ

り、巨大都市化する東南アジア大都市(特にメ トロ7 ニラ、ジャカノレ夕、バンコク

等)に対してこの“低コスト戦略"型の都市形成が有効であるとは考え難い。

“自動車戦略型"がこうした巨大都市に非現実的であることは、交通インフラのス

トックと必要量や先進大都市の例から考えても明らかであるが、 “自動車抑制型"

にしても代替公共交通機関(良質の軌導系 7 ス トラ)なくしては不可能である。又、

軌導系マス トラの導入空間が限られる(主にコス ト箇から地下空間が利用し難い)

途上国大都市に“強都心型"は物理的にも無理がある。シンガポーノレは都市計画と

都市高速鉄道・高速道路によって強都心型の開発に成功したが、更に都心部のモピ

リティを保つために自動車抑制策を併せて運用している。クアラノレンプーノレは都市

機能そのものを分散させる一方道路整備と LRTによって“強都心型"を指向して

いるようにみられる。この商都市の良質の市街地形成は戦略的な政策発動に加えて

人口規模と圧力が比較的小さいことによって支えられていると考えられる。ここで

見逃せないのは、シンガポーノレやクアラノレンプーノレにおいてすら、道路交通混雑が

問題視されていることであり、パンコ夕、メ トロマニラ、ジャカノレタのような巨大

都市においては、従来の交通盤備に加えて都市鉄道の整備なしでは、如何なるタイ

プの都市開発戦略も効果を発揮しえないことが明らかと考えられる。

対象都市の発展過程の考察から、市街地の形成は自然条件、都市政策、交通、社会

経済条件等が長い時間のなかで相互に作用した結果であることがわかる。 そしてな

かでも交通施設と交通手段のアベイラピリティが都市の形成に大きな影響を及ぼし

ておリ、こうして形成された市街地のパターンが公共交通のあり方を左右する大き

な要因となっている。

1.1 公共交通の発達

1.1.1 公共交通の発生

都市内における公共交通は、古代の小舟による渡しゃ、中世後期の商業拠点である

ベニスやロンドンで頻繁に利用されたフェリーにみることができ、 17世紀に入って

hackney coach， sedan chai r， publ ic wagon等が登場した。 しかし、パスカノレの発

明によるところの初期のオムニパスも含めて、何れも富裕階級の交通手段であり、

公共交通としての本来の役割は果たしていない。 18世紀になると、様々な馬車が発

達するが、基本的には同様の状況が続き、一般大衆の都市内移動手段は徒歩が中心

であった。実質的な公共交通は、 18世紀後半に始まる産業革命によって生産様式と

社会変革がもたらされるとともに、都市の急激な膨張によって職場と住居が分隊さ

れる状況のも とで、オムニパスの企業化によって始まリ、都市化とともに本格化し

ていったと言える。

東南アジア大都市における公共交通は、先進国務都市と同様に、人担、牛背、渡船

等によって非組織化された形態で始まったが、都市の自然条件や社会文化的背景に

よって普及した交通手段はかなり具っている。バンコクは恵まれた河川網と運河に
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よって長い間徒歩とともに水上交通が発達し、これは 7 ニラやジャカノレタでもバン

コク程ではないが同様であった。東南アジア大都市では特権階級の私的交通手段と

して導入された馬車が次第に現地化し、 19世紀半ば頃になって都市化の進展ととも

に主に辻馬車、乗合馬車として利用されるようになったが、これが広範囲に普及し

たのがマニラであリ、ジャカノレタがこれに次いだ。道路整備が著しく遅れたために

馬車交通が殆ど発達しなかった東京で誕生した人力車は、中国経由で東南アジア大

都市に輸入され、シンガポーノレやクアラノレンプールでは植民地経営の労働者として

中国から調達された苦力(クーリー)を車夫として非常に普及した。バンコクやジ

ャカノレタでも人力車は活路したが、マエラでは輸入記録はあるものの全く普及しな

かった。こうした個別公共交通手段は、後に自転車をベースにしたベチャ (ジャカ

ノレ夕、 トライショー(シンガポーノレ、クアラ/レンプーノレ)、サムロ(バンコク)

ベディキャプ('"ニラ)にひきつがれ、更にはオートパイをベースにした様々な個

別ないしは小量乗合輸送の公共交通機関の発生につながった。このように東南アジ

ア大都市では公共交通発生の初期から適正技術化され、それぞれの都市環境に適応

した公共交通手段が発達していた。

組織化された最初のマストラとしては、馬車鉄道や蒸気機関車による市街軌道の出

現を待たねばならなかった。馬車鉄道が最初に運行されたのはヨーロッパで 1832年、

アメリカではそれよリ 20年遅れて 1852年、日本では更に遅れて 1883年になってから

であるが、東南アジアで軌道系マストラが建設されたのはジャカノレタで 1869年、バ

ンコクで 1883年、シンガポールで 1861年、マニラで 1884年であり、日本より早くも

しくは殆ど同じ時期に建設された。まだ都市と呼べる状態になかったクアラノレンプ

ーノレを除いて、何れの都市も先進国の大都市に較べて人口規模も市街地面積もはる

かに小さい頃に、言いかえれば都市化に先がけであるいは都市化に遅れることなく、

都市鉄道がマストラとして建設されたことが大きな特徴である。

z. z. z 先進国における公共交通の発展経緯のあらまし

先進国における公共交通の発達については、ロンドン、ニューヨー夕、東京を対象

に補遺 Iでより詳細に考察したので、ここではその要旨を述べ考察を行った。

1 )欧米における公共交通の発展経緯

(1) 時代区分

都市内公共交通の宛達は、技術の発明改良とその伝播あるいは現地への適正技

術化が世界的規模で旧くから行われてきた過程である。 G. M. SMERKは、欧米

にお ける 公共交通の変遷について、大きく 1830年一 1920年を市街軌道の時代、

1920年以降を自動車交通下でのマストラの時代に大別し、それぞれに先がけて

オムニパス(乗合馬車)の時代とマストラの時代(馬車鉄道、路面電車)をオ

ーバーラップさせている。

2 -30 



(2 )オムニパスの時代

1829年に最初の近代的なオムニパスが企業化され、都市化とともに公共交通の

時代が本格的に始まった。オムニパスの復活は、社会の変革による通勤需要の

発生、職業分化による交通需要の増大がその背景にあり、 1830年代に欧米の大

都市を中心にまたたく間に普及していった。 20世紀初頭まで各地で運行されて

いたが、 1832年にニューヨークで初めて運行された馬車鉄道が導入され、オム

ニパスに較べて有利な点が多いことから(鉄輪のため摩擦抵抗が小さく牽引が

容易なため車両の大形化ができ、定員が増やせるにも拘わらず馬は 1~ 2顕で

済み、速度も速められる)、 1840年代の後半までにかなりのアメリカの都市に

普及し、 1860年代前半の頃までには中小都市も含めて殆どの都市に普及した。

こうして幹線から馬車鉄道にとって代られた。ヨーロッパでは馬車鉄道に対す

る規則、政府の許可条件が厳しかったことから、導入は遅れ本格的に建設が始

まったのは 1870年代になってからである。アメリカで馬車鉄道がより発達した

のは、南北戦争後の都市の郊外化の進展、制度上の諸制約が少なかったこと、

街路構造の遠いがあげられる。ヨーロッパの諸都市は大まかに言って、中世に

建設された狭い曲がりくねった道路と 18・19世紀に建設された大通りに区分さ

れ、前者にはオムニパスが適し、後者では馬車鉄道が適していたため、オムニ

パスと馬車鉄道は補完関係にあった。しかし、アメリカの諸都市は概ね格子状

に配置された広い直線の道路からなっており、オムニパスの優位性が殆ど保て

ず、馬車鉄道に簡単とって代られてしまった。

(3 )路面電車の発達

電気機関車・電車が実用化されるのは 1880年代であり、 1888年に Ri c hmo n dの

馬車鉄道の一部に運行されたのを契機に、都市内公共交通革命とも呼べるほど

急速に馬車鉄道やケープノレカーが電車にとって代られ、 2年後の 1890年には全

国で総計 1.900kmの路面電車が運行していた。馬車鉄道に較べて初期投資は大

きいが、運行経費は安く、輸送力も大きく、速度も 16km/時と馬車鉄道の約6.

5kmと較べるとはるかに速くなったことが路面電車普及の大きな理由であり、

都市化の進展期において都市の成長と構造に路面勉車は大きなインパク 卜を与

えた。自動車時代が始まる前の、 1900年代最初の20年間、アメリカの都市は路

面電車都市と言える程であリ、土地利用も路線構造に影響されて比較的コンパ

クトで人口密度の高い公共交通ベースの都市が形成されていた。 1912年には全

国の路面電車路線は総計約49.000kmに及んだ。ヨーロッパでは、馬車鉄道に対

する厳しい規制措置とあわせて架空線の美観上の問題等により路面電車の導入

が遅れ、 1890年に総延長わずか何回 であったが、 1900年代に入ってその革新的

な利便性の前に規制も緩和され、次々と軌道の電化が進んでいった。
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(4)郊外鉄道

都市が拡大してゆく過程で， commu I e I'と呼ばれる規則的に鉄道を往復する旅客

が発生した。需要増に伴って都市問鉄道は郊外通勤鉄道へと性格を変えてゆき、

1860年代に大規模なサービスが行われるようになったヨーロッパの各地域では

都市の郊外化が急速に進み、郊外に鉄道駅を中心とした住宅開発が数珠状に行

われた。

(5 )都市高速鉄道の発達

都市内の査を初の高速鉄道は、 1863年にロンドンで約 6kmの区間で 2つの郊外鉄

道のターミナノレを結んだ地下鉄が最初であり、既存道路を最大限に利用したオ

ープンカット工法で建殺された。蒸気機関車に牽引されるもので、排煙対策は

なされたが旨く働かず苦情が相ついだが利用客は多かった。その後30年間で広

範なネットワークを形成し、 1890年には直径約 3m (10フィート)の円筒状の

トンネノレ工法、電気機関車、第 3軌条による集電等をもとにした新総を建設し

地下鉄技術をリードした。ロンドンではその後も地下鉄網の拡張が続き、同時

にヨーロッパの各都市でも地下鉄建設が相ついだ。

ヨーロッパで地下鉄が普及している頃、アメリカではむしろ高架による都市鉄

道の建設が行われた。最初の都市高架鉄道は 1860年代後半に既存道路空間を利

用してニューヨークで建設されたが、環境上の問題が大きく新線建設はしばし

ば反対運動にあった。そのため 1891年にRapidTransit Commissionは建設費は

高いが地下鉄建設を決定し、長い計函と交渉期間ののち 1900年に着工し、 1904

年に合計29km(殆ど地下で一部 4軌道)を完成した。その後も建設は続き 1941年

頃までにはアメリカの 11都市で地下鉄が建設された。第 2次大戦の影響で 1930

年代から 1950年代にかけて地下鉄建設は下火になり、戦後もヨーロッパや日本

では資金不足に悩まされ、アメリカは自動車時代を迎えて道路整備へと傾斜し

ていった。しかし間もなく政策当局や市民リーダーは、自家用車の勢いは弱ま

ることはなく、これに効果的に対応できるのは専用通路をもっ都市鉄道である

と認識し、財政投入が行われ再び建設が加速した。

(6 )路面電車の衰退

1920年代に入ると世界各地で地下鉄建設が活発に行われるようになったが、同

時に自動車が急速に普及を始めた。公共交通需要そのものの減少傾向が明らか

になり、道路空間を自動車と競合する路面電車に大きな影響を与えた。都市形

成に大きな影響を及ぼし市民に公共交通に対する利用習慣を深く植えつけるこ

とに成功した路面軍車は、アメリカ、イギリス、フランスで速やかに消滅して

しま った反面(ニュヨーク 、シカゴ、ロンドン、 パリ等では 1950年代までに路

面篭車は全廃された。)、 ドイツ、オランダ、スイス、オース トリ ア、ペノレギ

一、ノレクセンプノレグ、東欧諸国では路面電車が存続するといった具合に、路面

2 -32 



I' 

電車の取り扱いをめぐって世界は大きく 2分された。前者では自動車との競争

に対して当局も有効な政策発動を行わなかったし、路面電車会社も同時にパス

運営を始めたリしたことが表退の主な理由である。後者では路面111車が通常市

当局で単独に所有され、組織・財政面の状況が比較的安定していたこと、東欧

諸国ではモータリゼーションが比較的緩やかであったこと、 1930年代頃から改

良が進み高速鉄道に近いライトレーノレシステムの構築に成功し競争力を回復す

ることができたこと、道路利用の優先措置、組織的改善等も同時に行われたこ

とが存続した主な理由である 。

(1)パス

モーターパスとトロリーパスは、 20世紀初頭の公共交通分野の重要な技術革新

であり、内燃機関による最初の公共輸送自動車としてのパスは最初にイギリス

(1899年)次いでドイツ (1903年)、アメリカ(1905年)で運行された。ロンドンで

は1911年までに、ニューヨークでは1908年までに、オムニパスは全てパスに置

きかわった。パスは漸次改良されて大型化し(1912年には通常 16人乗リ、 2階

建てパスで34人が 1939年には何れも約 2倍になった)、性能・乗り心地ともに

向上し、運行コストも低下した。アメリカでは、パスは 1940年頃に路面貫工車

高速鉄道の利用客の 1/2を占め、 1945年には路面電車の利用客を追い抜き、シ

ェアを伸ばしてゆくが、同時に 1945年をピークに公共交通需要全体が減少し、

パスの利用客数も減少していった。 トロリーパスはパスとほぼ同じ時期に開発

されたが、路面電車の建設が既に進んでいたために導入は限られていた。 1930

年代から 1950年代にかけて、 トロリーパスは老朽化しつつある路面危車を位き

換える手段として用いられたが、 1950年代にはいるとこれもパスに位き換えら

れていった。

(8 )まとめ

欧米の都市においては、都市化の進展が交通技術の革新を必要とし、技術革新

が都市化を進展させるという相互作用が両者の聞にみられ、大きな経済力と需

要に支えられてそれぞれの時代に利用できる最も効果的なシステムが速かに普

及していった。

欧米の都市においては、モータリゼーションが本格化する前に鉄軌道を中心と

する都市形成が多くの都市で行われたこと、大都市においては地下鉄網が早く

から整備され自動車交通が急速に浸透し、路面軌道が撤廃されたあとも市街地

を密にカバーするマストラが大きな遺産として残されたところに特徴がある。

しかし個々の公共交通機関の成立状況は都市によって呉リ、歴史的に形成され

た都市の構造、当局の政策・規制、交通機関に対する社会意識、交通事業者の

収益性、景観や衛生面への環境インパクト、経済性等の要因が作用することが

わかり、成立過程でみた様々な問題や政策対応は途上国大都市の公共交通整備

を考える上で多くの示唆を与えてくれる。
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2 )東京の公共交通の発展経緯

日本の大都市で公共交通の本格的な成立をみるのは明治以後のことである。江戸時

代の道路交通は厳しい統制のもとに怪かれ、街路交通において"車両"を利用した

交通手段は全くといっていい程宛達しなかった。 18世紀中頃には人口約 130万人に

膨張した江戸でも、物資翰送は舟述、陸上では大八車であり、人の交通には鴛篭と

舟が利用されていたが、駕篭や車の使用すらも制限されていた。こうした政策によ

って近代的な道路施設や道路交通の発達が著しく限害された状況のもとで明治維新

を迎えた。この時期の東京(江戸)は、初期のロンドンとともに近代的な交通手段

がなくとも大都市形成が進み成立しうることを改めて示す特徴的な事例である。

(1)時代区分

公共交通の発展過程で、欧米の大都市と日本の大都市との間の最も大きな相違

は、前者において馬車、馬車鉄道、蒸気鉄道といった代表的な交通手段が何れ

も支配的な時代を持ったのに対し、後者においてはこうした歴史的段階の異な

る交通手段がほぼ同時に輸入され運行を開始したところにある。欧米諸国が産

業革命を終え鉄道時代に入リつつあった時、日本はそうした過程を経験するこ

となく産業革命 ・鉄道時代に入った。明治以後の日本の交通・運輸の発透過程

は、山本弘文による道路 ・鉄道 ・海運・航空を主として技術的 ・政策的側面か

ら総合的に把えた 7期の時代区分や、中西健一の都市交通の近代化過程とそれ

を担う交通手段の発達という見地から、その中で中心的な役割を果たした常気

鉄道に着目した 5期の時代区分によって説明された例がある。 日本の大都市公

共交通をみる時に、鉄道が都市の建設や交通重要の充足に大きな影響を与えた

ことは明らかであり、本稿では、東京の公共交通の歴史的発展段階を次の 6期

に区分した。又東京の輸送機関の盛表を手段別に図2.2.1にまとめ、図2.2.2に

主要機関の利用客の推移と、各期を対比した。

(2) 移行期(l 868~ 1 882年)の公共交通

鉄道技術による陸上交通近代化が政策的に表明されて幹線鉄道が建設されるが、

都市内では、交通インフラの整備が進まないままに、徒歩、人力 ・畜力を利用

した在来 ・外来の翰送手段が激しく混合する時期である。この時期の日本の内

陸交通は欧米諸国は勿論その植民地の都市と較べても大幅に立遅れており、明

治政府は軍事的要請と殖産興業政策を推進するために、全国的運輸機構の確立

を急いだ。なかでも鉄道は政府の支配権力を強化する手段のひとつとして選ば

れ、 「官政官営」方式によって工部省とそのもとでの工学聖書という技術者養成

機関を設置し、Jlil外国人の協力を得て 1872年に東京 ・横浜問を開業した。運賃

は高かったが社会・経済効果は大きく 、鉄道の重要性が強く認識さ れた。 1880

年代に入って民間資本による企業勃興の中で、日本鉄道による東京一高崎聞の

成功をきっかけとした鉄道投資ブームが起こった。政府の財政カも弱かったた

め1887年には私鉄敷設が公認され、交通の近代化は都市間輸送の改善 ・強化で

2 -34 



公
共

空
通

k l ・ 卜 一

ク ン 一 ン

お ツ リ 一 ロ ド

日 ト 一 一 日 ン

@ ス ダ 一 @ ロ
道

鉄
外

郊

道 館

鉄 私

品 問

'  導
|

地
下

鉄

。1
83
2

系
l

馬
車
鉄
道

|
ニ
ュ
ー
ヨ

p
。

日
:

C
心

ナ
ン

ト
<:
.n
 

路

乗
合

パ
ス

(
モ

ー
タ

ー
)

(
ト
ロ
リ
ー
)

:「三 入
力

車

白書
R
用

車

事‘ 的
|

 モ
タ

ー
サ

イ
ク

ル

機 1聞

出
典

各
種

資
料

よ
り

作
成

コ
図
2.
2.
1

東
京

の
交

通
機

関
の

盛
衰

注
)
S

は
ピ

ー
ク

時
を

示
す

1
8
6
0
 



図 2.2.2

東京都区部内の公共交通機関乗車人員

12 

2 

II 

10 

9 

マJ(
イ
降
岬
〉

6 

許、d

q
〈
同
出
町

4 

0 

1870 1880 1890 1900 1910 1920 1930 1940 1950 1960 1970 

出典東京都交通 60年史より 時代区分筆者追加

2 -36 



n 

始まったと言える。この時期の鉄道の成功は、長距離鉄道輸送と端末道路愉送

という新しい翰送体系への再編を押し進めた。

こうした状況のもとで、東京を始めとする大都市では都市の人口流入が始まっ

たが、荷車による物資輸送が許可されたのは 1863年であり、人力車が公認され

たのも 1810年であった。車両交通の出現とその迅速な普及によって激しい交通

変化に直面した。特に荷車と人力車の普及はめざましく、人力車は公認された

10年後に 25，000台に増え、荷車も 3万台をこえた。コス トが低廉な上に簡使さ

と低速性が当時の道路事情によく適合したためであるが、そのために交通混雑・

安全が問題となリ、相ついで各種取締規則が布達された。同時に道路・架橋の

整備も進み、新道の規格においても歩車道区分が初めて採用された。

最初の市内幹線輸送機関は乗合馬車であり、浅草 新橋 品川を結ぶ路線が実

現した 1811年には約 110両に増え、貨馬車も現れた。乗合馬車は"円大郎"と

呼ばれ市民に親しまれたが、翰送力は低く急激な人口増による需要地に追いつ

けず、出現後 10年足らずで馬車鉄道にとってかわられている。専用軌道を持た

ず、混合交通の中では速達性も望めず、当時既にかなり普及していた人力車に

対し充分競争力を持たなかったためと考えられる。

この時期の交通開発を要約すれば、全国的には鉄道を中心に政府の主導で政治

的 ・軍事的要特にもとづいて推進されたのに対し、都市内では民間の手で日常

生活と密着しながら行われたと言える。特に旅客翰送分野で人力車の果たした

役割は大きく、その出現以来最盛期の 1901年頃には約 4万両に達した後、 1910

年頃より次第に衰微したものの、 1950年代まで生き延びている。当時銭術後進

国で、発展途上国でもあった日本に独特の中間的公共交通手段として長期 間に

わたって成立した。人力車が全く民間の手で発生したところにこの時代の最大

の特色がある。人力車が成立した状況は、現在の途上国の多くの都市でみられ

る様々な中間的公共交通手段の成立状況と多くの点で比較ができる。

(3 )鉄道馬車・人カ車の時代 (1883~1902年)の公共交通

鉄道敷設法、私設鉄道条例が公布され、都市開蒸気鉄道の建設が続くなかで、

鉄道馬車が幹線輸送を開始し、人力車が隆盛をほこったが、需要・環境面から

電気鉄道の重要性がとなえられ、都市公共交通近代化へ準備が行われた時代で

ある。都市間輸送は鉄道翰送力の圧倒的な効果を背景に、官・民何れの{則でも

衰えることなく鉄道盤備が進んだが、都市内では依然人力 ・畜力に頼っていた。

事実上最初の都市内公共輸送機関として登場したのは、 1883年に開業した東

京馬車鉄道会社による約 16kmの新橋・上野 ・浅草をふくむ循環線であろう。

東京馬車鉄道は大成功を納め、 1902年には軌道延長33.6畑、車両数300両、馬

匹2，000頭を擁したロこの背景には滑大する交通需要(特に上野競馬や浅草酉
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の市への私用交通)、大量交通機関としての独占性、短い運転間隔 (最も多い

ときには 1 時間に 60~70台を発車させた)に代表される高水準の運行サービス

等があげられる。馬車鉄道の出現は人力車夫にとって大きな脅威となり、馬車

鉄道反対同盟が組織されて反対活動が行われた。市民は馬車鉄道の思恵に浴す

る反面、馬による道路の破媛、水溜まり・砂挨の発生、糞尿の散乱等に悩まさ

れ、沿道住民の苦情はあとを断たなかった。この時期の特色は都市間交通で交

通の発達・近代化が鉄道中心に進展するなかで、都市間交通でも馬車鉄道が初

めて本格的な都市内大量公共輸送機関として、アメリカの諸都市よ り 40 ~50 年、

ヨーロッパの諸都市より約20年遅れて導入され、人力車 と補完しあって独特の

公共交通体系が成立したところにある。しかし、導入空間の制約が大きい日本

の都市では普及速度は遅く、都市規模の割には路線延長も短く、都市交通全体

のなかでの役割は限られたものであったし、都市の形成には殆ど影響を及ぼさ

なかったと言える。

(4)電気鉄道網形成期 (1903~ 1 922年)の公共交通

鉄道の電化が進み、都市の郊外化が進行するなかで軽使鉄道法の公布により、

私鉄郊外霞車が一層発達し、市街電車の拡充も進み、包気鉄道網中心とする都

市公共交通体系の骨格が形成された時期である。従来の鉄道馬車は姿を消すが、

人力車は重要な端末運送を担い、乗合パス、タクシーも出現した。私的交通手

段としての乗用車、モー ターサイクノレも出現するが、自転車が急速に普及した。

日本の電車の導入は比較的早く、 1880年代の終わリに欧米で実用化されて間

もなく 1890年に東京で実験運転が行われ、各地で出版が続出し政府の法的準則

も確立され、 1896年に最初の営業用電車が京都に出現した。東京の電車敷設は

1902年と非常に遅れたが、この理由として企業聞の激しい認可競争やこれに巻

き込まれた市政のあり方があげられる。市街電車は民営で行われ、 1903年から

1905年にかけて 3社によって合計軌道延長 143.3kmのネットワークが形成され、

これによって馬車鉄道は 1904年に姿を消した。 3つの企業は、それぞれ均一性

運賃をとっていたため、利用者には不評で共通運賃制の実施が望ま れた。一方

初期の発展期に日露戦争が勃発して経済は圧迫され、加えて戦時特別税として

の通行税の賦線、学生 ・労働者の乗車賃割引の強制などによって事業は不振に

陥った。 1906年に 3社は合併し、 4銭均一性に料金を改定して営業を開始した

が、私的独占によるその後の値上げに対して市民の激しい反対運動が組織され、

“電車市有"が望まれ、 1911年に東京市は、その営業権と全資産を買収継承し、

電気供給事業をも併せて経営することとなり、東京市篭気局が創設された。市

営化後は料金が長期間据え置かれ、値上げも僅かであったため、市電は"市民

の足"として定着する。利用客は着実に地加し、 1922年には 1日平均 131万人

に達し、市有化直後の約 4倍に増えている。この間営業路線延長は 1911年の 10

3kmから 1922年の 150切に車両数(ボギー車のみ)は 153両から 1，065両に士甘えた

が混雑は解消せず、車キロ当たり乗客数も 1911年の4.2人から 1919年には6.9人
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〆「

と上昇した。 この頃からいわゆる“市電の黄金時代"が始まり、常に満員で、

朝夕の混雑時には婦女子は危険で乗車できなくなる事態が頗発した。東京市は

輸送力増強のために第 2次継続事業更正 8ヶ年計画 (1918ー1925年)を立て市会

で可決するが、その直後関東大震災に遭遇し事業は破綻した。

市電が都市内の大量公共輸送機関として定着する一方、初期の郊外化に対応す

るべく国鉄や私鉄の路線拡張・新設が活発になり、大雑把に言って市街地の市

電、郊外部の国鉄・私鉄という電気鉄道網の骨格が形成された。東京近郊危気

鉄道は、都内電気鉄道の成立を前提に、市部と近隣諸都市を結ぶ都市間鉄道と

して日露戦争後に定着したものであり、電気動力の本格的導入や第 1次大戦の

好況を反映して続々と開業し、 1923年には東京近郊の私鉄の延長は419回に逮

した。国鉄電車区間も、 1904年に甲武鉄道の飯田町一中野間(1906問に国有化)

を皮切リに拡張され、 1923年には92kmに達した。 1909年に上野一烏森聞を池袋

経由で開通した山手線が市街地の外縁部にあたり、この内{RIJを市電、外側を私

鉄という路線構造のため、市内と郊外の問の交通には乗り換えも必要としたが、

広範囲にわたる電気鉄道網が形成された。

体系的な道路整備は遅れ、道路法が公布されたのは 1919年になってからであり、

既存道路の改修や橋梁の架設が進んだのは 1920年代になってからであった。こ

の時期は道路整備が遅れ、自動車交通が普及する前に、都市化圧力が鉄道や軌

道によって受けとめられ、鉄軌道公共翰送機関を中心とした交通体系とこれに

支えられた都市の発達が進んだ時期といえる。

(5 )都市交通体系統合期 (1923~ 1931年)の公共交通

関東大震災後、自動車交通が普及を始め市街沼恵の拡充・利用が停滞するなか

で、地下鉄が出現し、主要公共交通輸送機関が出揃い、その統合・体系的整備

が始められた時代である。

1902年にタクシー営業が開始され、 1919年には民営による市街パスが運行を始

め、市電の混雑が進むなかで高速鉄道警十画がたてられ、 1919年には最初の市営

地下鉄の免許がおり、電気鉄道網形成期の終わリ頃には、よリ体系的な公共交

通の構築にむけての萌芽がみられた。関東大震災は、その後の東京の土地利用、

都市計画や交通政策に大きな影響を及ぼした。震災をきっかけに郊外化が一気

に進み、これを私鉄郊外電車や国電がリードした。私鉄は震災後本格的な発達

をとげ、 1923年から 3年間で Illkmが開業し、その後の 13年間でさらに469kmが

建設された。国鉄電車区間も整備が進み、 1925年には山手循環線が完成、 1932

年には御茶の水 両国間の高架線が建叡され、国電による市内連絡が実現した。

都心と郊外を結ぶ路線も充実し、現在の国憶の骨格体系が形成された。
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反面市電は震災によっ て大きな被害 を受け、復興されたものの、 1924年をピー

クに利用客数を減らし、 1934年には最盛期の 1/2にまで激減した。そのシェア

も50%から 23%に落ちた。 この理由には市域人口の伸び悩み、震災不況等もあ

るが、電気鉄道網の発達と貴重災後の応急的な手段として用いられた自動車が

威力を発揮したこと、 1923年の市バスの成功に続いて殆どの電鉄会社が参入

したパスの発達や、タクシーの普及があげられる 。 1938年のパス会社は市営に

加え亀鉄13社、独立業者18社を数え民営パス路線だけでも 1，141kmに達し、市

億よりはるかにきめ細かいネッ トワークを形成した。 タクシーも 1922年頃には

2，200台に達し、事業基盤を確立して震災後急速に構え 1929年には 1万台をこ

えた。パスやタクシーは内部の激烈な競争に加え、在来の鉄軌道中心の交通体

系と競争し、 1935年には都市交通重要の33.6%を占めるまでに成長した。

こうして路面公共交通の競争で市街電車の限界が認識され、地下鉄建設が具体

化していった。車子余曲訴のすえ、 1921年に東京地下鉄の浅草 ー上野間2.2 kmの

開通を皮切リに地下鉄は営業区間を伸ばし、 1936年に新橋 一上野間 8.0kmが全

通した。 1928年には東京高速鉄道の虎ノ門 ー神宮前 渋谷区間 5.5kmが開業し、

翌年には虎ノ門 新橋区間0.8kmが開業し、東京地下鉄線と新橋で相接した。

地下鉄は着実にシェアを伸ばし 1940年には4.3%を占めるに至った 。

この時期見逃してならないのは私的交通機関の普及であり、 1915年頃にはわず

か1， 200台程度であった 自動車は、 1920年には約 1万台に達し、 1935年には

12万 1千台(内自動車7万4千台)へと増加した。 自転車の保有もすさまじく、

1915年の 150人/台から 1923年 には 14人/台に培加した。一方では人力車もま

だまだ一般的であり、荷車も利用され、都市内では激しい混合交通がみられた。

この時期は主要公共輸送機関が全て出揃い、それぞれの機能に応じた役割分担

が初めて行われ、都市公共交通が体系的に成立した時期といえる 。 こうしたな

かで最も影響を受けたのが市電であり、交通市場の再編が進むなかで恒常的な

赤字に悩まされるようになる 。局財政の立て直し努力は 1928年頃から本格的に

開始され、様々な更正案が実施に移されたが、経営費の節減は従業員の賃金低

落を促したためにその都度猛烈な反対にあい、 1925年から 1935年の間に合計20

回の争議が発生した。結局、従来のような合理化案では更正できないことが明

らかになり、市内交通機関の統制の必要性が意識されるようになった。 当時の

東京市525凶に 16の鉄道企業、 52主体のパス事業、 15，000台のタクシーが無秩

序に乱立し競争する状況は公益を損うものであり、利用者中心の交通体系を確

立するには広域的な交通関整の実施が必要で、市民もそれを望んでいると考え

られた。 こうした交通鯛整の議論が高まった折に日中戦争が勃発し、交通統制

が企業約次元を越えた、より高次の政治的観点から緊急視されるようになった。
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(6 )戦時下・戦後復興期(1938-1954年)の公共交通

戦災によって電車施設が甚大な被害を受ける一方、郊外への外延化、都市部の

業務地域化、モータリゼーションが加速し、激しい路面交通混雑が続くなかで、

様々な都市交通整備計画が策定された時期である。自動車交通の発達による軌

道の不娠を主な契機として始まった都市交通統制は、 1928年頃から自動車交通

の抑圧という形で開始され、 1938年には“陸上交通事業調整法案"が施行され、

1940年には“地域別調整案"が施行された。この結果、 1日市内の路面について

は東京市が関連する軌道・パス事業を買収し、路下については 1941年に設立さ

れた公共性の強い私法人である帝都高速度交通営団が引き継いだ。省線は調整

の対象から外され、郊外部については、結局調整法の発動をみることなく、事

業者の自主的統合にまかされた。結局、調整にあたリ政府は省線の参加を回避

し、私鉄資本は大統合を忌避し、東京市は市による全面統合が困難とみるや旧

市内部の独占を図った。このために、戦後、交通園が行政区域をこえて拡大す

ると、11;:のような問題が生じた。

(イ)各交通業者が地域的に分立し、プロック聞の連絡性がとぎれ、特に省線の

不参加によって山手線が新旧同域を分断し、全体的な交通体系の形成が阻

まれた。

(ロ)旧市内が路上と路下に分断され、路面交通機関と地下鉄の一体的運営が阻

害された。

(ハ)交通調整は交通企業の経営危機回避策としての性格が強く、市民の交通生

活の向上という商があまり考慮されなかった。

戦争によって交通施設は壊滅状態となった。ほぽ戦前の水準に戻ったのは 1951

/52年頃であったが、この間に東京の社会経済環境は大きく変わった。特に 人

口増はすさまじく、 1950年には600万人をこえた。大震災の時と問機、都心部

の空洞化が進み郊外への定住が加速したロ職住が遠距離化し、国危や郊外私鉄

の混雑が激化した。戦後回復期の特徴に車両の大形化があり、電車は96人乗リ

の半銅製ボギー車が製作され、パスも創業時の 11人乗りから最大85人乗りにな

った。その頃建設費が路面電車に較べて安く、動力として輸入石油資源に頼ら

ず国内電力を利用できるトロリーパスの建設もすすめられ、 1952年から 1958年

にかけて約51kmが開業したが、車両が害IJ，高で機動性も劣 っていたために結局パ

スにとって代わられた。

戦後復興期の道路輸送は、モータリゼーションの本格的なお開けによって特徴

づけられる。自動車による貨客翰送は 1910年頃から次第に盛んになり、 1930年

頃には鉄道輸送に対しでかなリの影響を及ぼすようになっていたが、戦争によ

って発展が阻まれた。当初占領軍の中古車の払い下げに始まった自動車の供給

は、その後国産自動車の復興によって糟勢を強め、 1954年末には815千台を生
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産した。東京都の自動車台数も 1950年頃から増加し始め、 1955年には24万台、

1960年には61万台へと急増した。

(7)モータリゼーション下での公共交通整備期 (1955年以降)

1955年には“経済自立 5ヶ年計画"が策定され、高度経済成長政策が打ち出さ

れて産業基板の整備拡充が推進された。運輸部門の“ 5ヶ年計画"が相次いで

発表され、鉄道に較べて遅れていた道路政策も本格化した。技術革新も進み、

自動車工業の発展や鉄道技術革新の進展に支えられ、新幹線計画や高速道路建

設を含む交通基盤整備が急速に進められた。しかしこうした交通政策も、 1950

60年代においてはむしろ全国的なネットワ ー ク形成に力点が置かれ、大都市

交通は地域の問題として軽視される傾向があった。

大都市の成長が加速化し、都心部の業務地化と郊外化がかつてないスピードで

進行した。経済成長と所得の綱大、自動車普及策への転換による“クノレマ社会"

の出現、ライフスタイノレの変化等によって大都市交通の様相は大きく変化し、

交通需要の変化(公共交通での乗車回数の増加、乗車距離の噌大、交通盆の激

増、定期客の湘加等)、輸送力の不足、交通渋滞の顕在化、交通事故の増加、

環境悪化等が顕著になってきた。

こうして道路混雑が激しくなるなかで、都電やパスは速度低下を余儀なくされ

た。都電は軌道敷への車の乗り入れが許されたことによってー庖の速度低下を

きたし、 1955年の 1日平均乗車人員 175万人をピークに 1965年には 125万人に低

下し、パスも 1963年で 1日平均 109万人の利用客が 1965年には94万人と減少傾

向をみせ、 1956年頃から両者とも恒常的な赤字を抱えるようになった。東京都

は、 1961年の r37年度首都凶整備事業計画策定方針」のなかで、鉄軌道等整備

事業計画として都電撤去を指示し、 1963年の杉並線を皮切りに撤去を進めた。

路面電車網は 1971年には47.7k皿、 1979年には 12.2kmにまで縮小され、事実上役

割を終えた。

こうした状況のもとで、私鉄各社は都心の路線延長を地下鉄によって企画して

山手線を突破しようとし、東京都は都営地下鉄建般の運動を再開した。 1955年

に設置された「都市交通審議会Jは、翌年営団以外の地下鉄建設を認めると同

時に、地下鉄と郊外包鉄の直通運転とそのための規格の統ーを答申した。地下

鉄と郊外電車の建段は都営 l号線が開通した 1960年頃から急速に進み、 1970年

には 133kml980年には 187kmに達した。

(8 )まとめ

近代的な道路施政を殆ど持たないままに徒歩と舟速によって交通が支えられて

いた江戸という稀有な大都市には、馬車、馬車鉄道、蒸気鉄道といった公共翰
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送技術が殆ど同時期に持ちこまれた。道路整備の遅れは車両交通の発達を妨げ、

後に自動車が出現したあともその規制や制限的な政策発動につながった。こう

した状況のもとで人力車が発明され最初の主要都市公共交通機関としてまたた

く間に普及する一方、初期の鉄道経営の成功や鉄道優先政策もあって、近代的

な都市形成の初期から鉄軌道を中心とした公共交通体系の開発が官民の双方に

よって推進された。こうして道路整備とともにそータリゼーションが進展する

頃には、市街地部の路面電車、郊外部の私鉄、両方にまたがる国電による広範

囲な鉄軌道7 ストラ網が成立した。第 2~大戦後に加速する郊外化とモータリ

ゼーション下でも鉄軌道整備は積極的に進められた。路面電車を置き換える形

で地下鉄の建設 ・拡張が行われ、私鉄 ・国鉄の輸送カ増強が進められ、地下鉄

と私鉄の相互乗入れによる直通運転によって、一層効果的な都市高速鉄道網の

形成が促された。郊外や都心ターミナノレ駅での一体的都市開発は鉄道経営基盤

を強化し、駅前広場整備や都心部の広範囲な地下連絡道路は都市高速鉄道網へ

のアクセスを改善するなど、都市高速鉄道の運用を支援する都市サイドの施策

も継続的に行われ、鉄道を中心とする都市形成が進んだ。以上のように東京は

激しい都市化過程で官 ・民の協力によって大規模なネッ トワークをもっ鉄道を

中心とした公共交通体系をつくりあげてきたところに大きな特色があり、この

経験は途上国大都市が直面している状況の打開に有用な参考事例となると考え

られる。

1.1. 3 東南アジア大都市の公共交通の発達

1 )東南アジア大都市の公共交通発展過程の時代区分

東南アジア大都市の公共交通の発展経緯を、図 2.2.3に示されるように各種資料よ

りまとめた。公共交通手段を主に、機械カによる動力の有無、道路系・軌道系で分

類し、各交通手段が成立していた時期を示した。導入時期や廃止時期が明らかなも

のについては年次を付記した。何れも都市の誕生以来長く先進諸国の影響を直接・

間接に強く受け、現在も技術 ・経済面でこれら先進諸国と強く関連している。基本

的な歴史的背景を同じくするものの、それぞれの都市の発達、公共交通の成立過程

は、都市によってかなり異なっているが、大きくは自動車の出現前・後で区分する

ことができ、更に各時代の特徴から次の 5期に大別して考えることができょう。

① 徒歩 ・ 水運の時代(~ 1830年頃) ークアラノレンプーノレはまだ存在せず、シンガ

ポーノレは建設されたばかりであリ、 7 ニラ、ジャカノレ夕、バンコクは都市の誕

生以来緩やかな変化のもとで現在の都市核の形成が進んだ時代であり、コンパ

ク トな 市街地は幹線交通路としての水路と市内の街路から構成され、徒歩 ・舟

運が主要交通手段であった時代である。

② 馬車の時代 (1830ー1900年頃) 特権階級の私的な交通手段としてヨーロッパ

から輸入された馬車が次第に現地化し、様々な形態で辻馬車、乗合馬車として

大衆化し、最初の近代的な公共交通手段として成立した時代。
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③ 初期 7 ストラ形成期(1 880ー1940年頃)本国での成功と公共交通需要の綱大

をうけて、馬車鉄道、蒸気又は電気による市街鉄道がー早く導入され、初期の

都市化進展期に軌道系マストラが成立した時期。初期マストラが都市形成や公

共交通体系に及ぼした影響は都市によって異なる。馬車交通も引き続き盛んで、

人力車が短距離交通手段としてシンガポーノレ、クアラノレンプール、バンコク等

で普及した。

④ モータリゼーション下でのパラトランジット発達期 (1920-1970年) 自動車

交通が普及しはじめるや路面電車が影響を受けはじめ次第に競争力を失ってゆ

くなかで、自動車が馬車と同じように現地化し、それぞれの都市の環境にあっ

た様々な中間的公共交通機関(パラトランジット)が生み出され発達していっ

た時期であるが、都市によって異った政策対応が行われた。

⑤ モータリゼーション下でのマストランジッ卜整備期 (1970年以降) モータリ

ゼーションが本格化し、道路交通混雑に代表される都市交通問題が深刻な社会

問題化するなかで、有効なマストラの整備を試行し実践する時期。公共交通整

備が道路交通混雑緩和とともに重要な政策課題となり、各都市が様々な政策対

応を試行するなかでー早くこの問題を解決しつつあるシンガポーノレを除いて、

他の大都市は現在もその過程にあるロ

東南アジア大都市の公共交通の発展経緯を歴史的に概観してみると、下記のように

先進諸都市との大きな違いや特徴が幾つかあることがわかる。

(イ)近代的な公共交通機関である馬車鉄道、市街電車、郊外鉄道、パス、タクシー

等は先進諸都市とさ程大きな時間差なく導入され、当時の都市化のレベルから

みれば交通整備は都市化と歩調を合わせていたと考えられ、ロンドンや東京に

おいて先行する都市化を追いかけて交通設備が進められた状況とは大きく異な

っている。特に20世紀前半には軌道系、道路系ふくめて多様な公共交通機関が

存在し、機々な需要に対応しており、当時の都市規模からみると体系的な公共

交通が整備されていたと考えることができる。

(ロ)第 2次大戦前後、それまでに築きあげた路面電車網を廃止し、それに代る軌道

系マストラを持たないままに都市化とモータリゼーションの進展に直面するが、

この過程で多様な中間的路面公共交通機関を生んだ。これらの交通機関は先進

国では過渡期的な手段と考えられ、積極的に政策課題にとりあげられることは

なかったが、東南アジア大都市では都市公共交通に大きな役割を果たしたし、

現在も果たしている。

(ハ) 20世紀前半の経済レベノレは、日本と東南アジア大都市との聞にさ程大きな差が

あったわけではなく、 1人当たり GDPでみてタイ、インドネシアは日本の約

1/2、マレイシアやシンガポーノレは日本より高かった(表2.1. 4参照)にも拘わ

らず、都市鉄道の導入が考えられなかったのは、都市規模が小さく、都市化の

本格的な進展期ももっと後になってからであったためと考えられる。
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図2.2.3

東南アジア大都市の公共交通機関
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2 ) ジャカノレタ

ジャカノレタの都市交通の発達については、 Ab e y a se k e r eによるジャカノレタ都市史解

説書 18)があり、パラトランジットの盛衰については太田の論文 1引がある。ジャカ

ノレタは東南アジア大都市のなかで歴史上最も多様な公共交通手段が成立した所であ

るが、その過程は次のような時代区分で考えることができる。

① 舟運・徒歩の時代(-1830年頃) 人口規模も小さく市街地の範囲も限られて

おり、河川・運何網を利用した舟運と徒歩が主な交通手段であった。馬車は特

権階級の私的交通手段であり、 Se d a n -c h a i rも向様であった。物資輸送用には

水牛の牽引する荷車があった。

② 馬車の時代 (1830ー1900年頃) : 19世紀はじめにウェノレトフレーデン新市街地

を!日市街の南方約 5kmに建設し、都市化が着実に進行していく過程でSa do (2 

輪有蓋馬車)を代表とする様々な馬車 (Deleman、My10 r d、Be nd y) が出現し、

公共交通手段として普及する。東南アジアでは 7 ニラに次いで馬車が定着し、

後半は市街軌道と補完しながら、第 2次大戦前まで存続したロ

③ 初期マストラ成立期 (1870-1930年頃) 馬車軌道と郊外鉄道 (Batavia-Bui

I en Z 0 r g間)が 1869年と 1871年に開通し、 1881年には馬車軌道は蒸気機関車に

とってかわられ、 1897年には市街電車の運行も始まった。人口 10万人足らずの

都市にすぎなかったが、比較的早い時期に軌道系マストラが建設された。特に

市街電車はよく利用され1889年には 10分の運転間隔が7.5分に短縮された。し

かし舞い上がる挨は嫌われていたようであり、市内区間を郊外鉄道で代替する

人もいた。 1900年頃出現した自動車は徐々に台数を増し、 1920年代には自家用

パスや自転車も新しい交通手段に加わったが在来の馬車も使われていた。自転

車はかなり普及し 1937年の調査では 8人に 1台の割合と言われた。こうしてみ

ると市街地のサイズと人口規模の割には公共交通がよく発達していたと恩われ

るが、自転車の普及は他の東南アジア大都市にみられない現象であり、シンガ

ポールや中国 ・インドの諸都市で普及した人力車が輸入されていたにも拘わら

ず、殆ど定着しなかったことは大きな特徴である。私的交通手段がこの時期に

ここまで発達することは、既存の情報では旨く説明できないが、 1900年代に入

って市街地が拡大する過程に公共交通のサービスエリアの拡大が追いつかなか

ったことも、一つの理由として考えられよう。これは 1936年にBeca k (ベチャ)

が出現してたちまちのうちに普及したことと関係があろう。

④ モータリゼーション下でのパラトランジットの発達期 (1930ー1980年頃) こ

の時期には自動車交通が普及し都市化が急速に進むなかで、市街電車が衰退を

はじめ、 1950年代にパスと市街電車を国有化し、国有企業 PPDを設立して公

共交通の再建を行ったが成功せず、 1962年には市街電車が廃止され、鉄道だけ

が残った。ジャカノレタではモータリゼーションに先がけて、市街地を縦貫しさ

らにこれをとり囲むような形で郊外鉄道が建設され、市街電車も定着したにも

拘わらず、戦後の都市化による市街地の拡大に対応できず、モータリゼーショ
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ンの前に鉄道を活用する政策を充分にとらないまま、初期に形成された軌道系

マストラはパスにとってかわられた。しかしパスの増強も恩うにまかせず、こ

の需要ギャップを埋めるべく違法なミニパス (Op1 e t、Bemo) や Beca kが誕生

し急速に勢力を増していった。特にBeca kはまたたく間に増え 1970年には公式・

非公式あわせて約 15万台に達した。この頃にはジャカノレタの人口は約450万人

に達し、 1948年の約48万人から 5.5倍に急増し、様々な都市問題が一気に顕在

化した。こうした状況のもとで、人口流入抑制策 20>がとられ、交通近代化政

策2いがとられた。 Becakの規制と代替個別翰送手段の育成、タクシー会社の設

立 22>既存パラトランジットの近代化 23>等が実施され、この過程でHe1 i cak、

M i n i c a r、Mebea、Super Helocak、BaJ a J などのミニタ夕、ンー、 Mi c r 01 e t (ミ

ディパス)が誕生した 2" ジャカノレタの特徴は、パラトランジットの規制に際

してよリ効率的なパラトランジットの育成が政策としてとられているところに

ある。

⑤ モータリゼーション下でのマストランジット整備期(1970年以降) ジャカノレ

タでのマストラ盤備の努力は、 1950年代の PPDによる交通再建が失敗の後の、

第 2Oz国家開発 5ヶ年計画 (1974-79年)であリ、 PPDに加えて2.000台のパ

スの援助をもとに新たに 10社の民間パス会社を設立し、輸送力の増強とサービ

スの改善を図った。しかし、結果は初期に成功を納めただけで、メンテナンス

の問題や公営企業にありがちな非効率によって稼動率は下がり、その役割は低

n 下していった。ジャカノレタの人口は更に 1980年には650万人に達し、 Ja b 0 t a b e k 

都市圏を形成するに至っており、政府は在来鉄道を都市鉄道として改良する

J a b 0 t a b e k鉄道改善プロジェクトを 1982年に OECFの援助を受けて開始した

が、その成果はまだでていない。

ジャカノレタの特徴は伝統的な農村コミュニティであるカンポンを広範聞に内包した

都市構造から生活圏が比較的小さく、道路の整備も遅れていたために、南北の幹線

コリドーでは路面電車がよくその機能を果したが同時に私的な交通手段である自転

車や、ミニタクシーである Be ca kが非常に発達したところにあると考えられる。こ

うした動きは後に他の都市よりはずっと小型の個別・乗合公共交通機関の出現と普

及に結びついた。都市化とモータリゼーションの進展および幹線道路整備が進むに

つれて、路面電車やBeca kを廃止すると同時に政府は国営パス会社の設立をふくむ、

公共交通の組織化と近代化を図ったが、充分に成功せず私的交通手段(特にオート

パイ)への傾斜を強め、中・小企公共輸送機関の発達を促す結果となった。

3 )ノ〈ンコク

バンコクの都市交通の発達については、 SI e r n s t e i nによる POr t r a i t 0 f B a n g ko k 2引

やSmi t h i e sによるOld Bangkok2引が手懸リを与えてくれる 。バンコクは長い間その

恵まれた水路網と氷上交通だけで都市の社会経済活動を支え、大きな交通需要を満

たしてきた独特の都市であったが、歴代の国王の近代化政策のもとで急速にその資

2 -47 



w:、を失ってしまった都市でもある。バンコクの都市交通の形成過程は次のような時

代区分で考えることができょう。

① 水上交通の 時 代 (-1870年頃) 外国貿易、圏内交易、地域内物資輸送、生活

交通の全てを水 上交通に頼っていた。道路が整備されていたのは、都械のなか

だけであるが、域内にも運河綱がめぐらされていた。ここでは馬車が支配府の

問では用いられたが、他は徒歩であった。道路はすぐにぬかるみ、ヨーロッパ

人を悩ませたと言われている。チャオプラヤ河の舟運交通は極めて活発で、 18

m -30mもあるような王室の船から中一上流層の自家用船(長さ 9m幅1.5m 

位で中央に客室があり 5-6座席持つ)、個人用の小舟(長さ 2.4m幅15m位)

あるいはハウスボート(主に中国人が居住用に使い長さ 9m-15m位で屋根・

居室付きで全室が卵形をしているがこれも各種ある)等様々なタイプの舟が利

用されていた 211

② 交通近代化期/陸上交通への転換期 (1870ー1935年頃) : 1868年のニューロー

ドは、バンコクの都市交通の近代化を象徴するものと言え、市街地の拡大は道

路を中心に行われ、水路・運河は急速に姿を消してゆく。道路の整備とともに

様々な交通手段が成立した。 1891年には鉄道の建設が始められ、内陸部の開発

に大きな影響を及ぼした。路盤を洪水位より高くするための盛土材料を路線に

沿って求めたため、鉄道に沿って水路ができ、これが生活交通路として利用さ

れた。 1894年には市街電車が開通し、 1900年には 17kmが営業され、更に 16kmが

計画されていた。これは廉価で能率がよいうえ、よく利用され極めて採算性の

よい事業であり、パンコクの初期の郊外化を先導した。 1901年の地図によれば、

市街電車はチャオプラヤ河に沿って城都を縦貫して路線が敷かれており、最も

椀密に社会・経済活動が分布するチャオプラヤ河沿いの地域に近代的交通手段

を建設することで、需要に応え、かつ市街地拡大にも対応できるように計画さ

れている。 20世紀初めのバンコクの交通状況について次のような記述がある 2.

¥ “主要な道路ではシンガポーノレや香港経由で持ち込まれたみすぼらしい人

力車、インドから持ち込まれたよれよれの馬車 (gha r r i es) や牛車、スプリン

グのないタイプのイギリスからのオムニパス、斬新なヨーロッパデザインの自

転車、最新の市街電車、僅かな自動車がひっきりなしに往来していた。

バンコクに最初のパスが運行されたのは 1907年であり、 1913年には馬車が禁止

され、パスに置きかえられた。それでも都市全体でみるとまだ水上交通が主役

であったが、その役割は徐々に低下していった。

③ モータリゼーション下でのパラトランジット発達期 (1935年以降) 近代化イ

コーノレ道路交通への転換で始まった動きはその後も続き、水路網はどんどん失

われ、既に述べた無計画的な特殊な道路網が発達し、このもとでモータリゼー

ションが進行した。組織化された公共交通機関は 1960年頃まで残る市街電車で

あるが、路線の拡張も優先策も与えられないまま拡大する市街地に埋没してい

った。一方、自動車や自転車をベースとする路面公共交通機関には様々なもの
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が出現する。幹線サービスではパスが勢力を伸ばし、限られた路線で客を奪い

合った。パスが需要を充分に満たせないなかで、ミニパス、ソンテオ、シー口 、

サムロ、サムロクノレン、ソイバイク等さまぎまな形態、容量、運行特性をもっ

た公共交通機関が出現した。こうした状況はジャカノレタとよく似ている。サム

ロは 1962年にバンコク市内での運行を禁じられ排除された。バンコクの公共交

通は主として道路網併成の特殊性から、幹線サービスとフィーダサービスがは

っきりと分けられる。大雑把に言って前者はパス・ミニパス、後者はソイバイ

クで供給され、両者をまたがるものにタクシー、ミニタクシーがある。

幹線サービスの強化にバンコクは過去 2つの政策を実施した。ひとつはパス会

社の統合であり、もうひとつは広範なパス専用レーンの導入である。当時22あ

った民間パス会社と 2つの公営パス会社を統合し、首都圏のパスサーピスを単

一の事業体で行う計画は 1959年に開始された。調整に手間どり 51%の株式を政

府が保有するMelropolilanTransporl Companyが閣議で承認されたのは 1975年

であったが、最初の年から大幅な赤字を出し、早くも翌 1976年には民間のシェ

アを貿い上げ、現在のBangkokMass Transil Aulhorily(BMTA)公社として

再出発をした。現在 BMTAは約5000台のパスと 2万人以上を擁する世界でも

最も大きなパス運営体の一つであるが、財政的には恒常的な赤字が続いている。

発足当初の民間パスの買い上げ価格が高かったことや、低い運賃、低い生産性

等によって恒常的な赤字が絞いている。特に政策的に決められる運賃2引は計

画的な経営を不可能にし、サービスの拡大、改善が需要の伸びに追いっけない

でいる。 1990年に BMTAは民間事業者にフランチャイズを与え管理費を取っ

て30> ミニパスを中心に運行を認めることによって需要のお目加に対応しようと

しておリ、現在2社が58路線に約2，100台を運行し成功を納めている 。 1982年に

試行されたパス専用レーンの導入は総延長 150凶に及び逆行レーンも含め大胞

な手法としてかなりの注目を浴びた。その効呆は非常に大きく、パスの平均走

行速度は大幅に向上し、同時に自家用交通からの転換も促された。しかしその

後混雑が一層ひどくなり、公共交通需要に供給が追いつかないままにパスレー

ンの効果が減じていった。バンコクの道路交通混雑は具常なレベノレに達してい

るが、こうしたなかで 1980年代後半から急速に普及してきた交通機関にオート

バイタクシー(ソイバイク)がある。その名称からもうかがわれるように本来

ソイを中心にフィーダーサービスを行うものであったが、幹線道路の混雑悪化

とともに幹線道路にも運行を始めた。こうして、唯一のマストラとしてのパス

が制度的制約と政策不在により強化されないなかで IPTが発達したが、膨大

な需要ギャップを埋めるにはほど速く、所得向上とともに私的交通への傾斜を

強めていっている。

③ モータリゼーション下での軌道系マストラ整備期 (1980年以降) バンコクに

おける軌道系マストラの導入は、他の大都市と同じように在来鉄道の通勤輸送

利用と新しい都市高速鉄道の建設である。前者については 1970年代から在来線

の内、北線における新駅の殴位、パークアンドライド施設の設置を含む通勤愉

2 -49 



送サービスの都市開サービスダイヤへの組み込み運行を行っているが、輸送力

には限りがあり、沿道の土地利用も鉄道の駅勢聞としての誘致力に欠け、その

役割は限定されている。後者については最初の提言が 1952年の BT Sによって

行われて以来、幾つかの調査が行われたが、資金間違に目途がたたない上、競

合する実施機関の聞の制整がつかないまま政策決定がなされず、 1980年代に台

頭してきた民活の世界的な流れに乗って、章子余曲折の末 3つの異なったシステ

ムの組み合わせによる都市高速鉄道の実施を決定した。

(イ) S R Tの在来鉄道用地と保有地を利用して都市開発と一体的に BOT方式

で行う高架高速鉄道(延長約50km)

(ロ) BMAによる幹線道路空間を利用し都市開発を含む BOT方式による高架

L R T (延長約45km) 

(ハ) E T Aによる幹線道路空間を利用した高架 LR T (延長約40km) 

以上の内事業着手されたのは (ロ)のみであ り、(イ)については事業性の検討が

不十分で実施が危ぶまれており、(ハ)については詳細計画を検討している段階

である。バンコクの都市交通インフラにおける BOTの実施例は高速道路 2号

線があり、 1993年に開業 しているが、料金設定をめぐる政府と事業主体との合

意が得られず結果的に初期の事業者が事業から撤退する結果となった。

バンコクは近代化のプロセスで広範に発達した水上交通システムの大部分を早くに

失い、モータリゼーションの初期に誕生した様々な、中 ・小企公共交通手段は、そ

の後の道路交通混雑が進行する過程で幹線道路から排除されていったが、体系的な

道路の整備が伴わなかったために、こうした公共交通手段が旨く機能する範闘が限

られ、組織的なパス運営は途上国の公営企業によくみられる非能率やずさんな組織・

運行管理等によって場大する需要を適切に満たすことができず、この結果私的交通

、 への依存が強まり道路混雑を一層悪化 させ、パスの車内混雑やサービスの低下につ

ながり私的交通への傾斜を更に強めるという怒循環をもたらしている。鉄軌道系の

7 ストラの繋備が粁余曲折の上最近になってやっと始まったが、異った事業体によ

る複数のシステムの組合せであり 、一層の道路盤備や路面公共交通の改善等をふく

めて、統合的な公共交通システムの実現がメ トロマエラやジャカノレタ以上に求めら

れる状況にある。

4 )メトロマニラ

メトロマニラについては、補遺 Eで詳細に考察しておリ、ここではこの要旨を述べ

ている。メトロマニラの都市交通の歴史のなかで、綴々な交通機関が発生し、発達

し、衰退してきたが(補遺 E図 2.1. 1参照)、それぞれの時代で主要な役割を果して

いた公共給送機関・システムをみると、 2.1. 2の3項で述ベた都市発展の時代区分と

おおむね合致し、メトロマニラの市街地形成と公共交通の役割りが相互に強く関連
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していることがわかる 。 メトロマニラの公共交通の発展過程は次のように特徴づけ

ることができる 。

① 徒歩 ・ 水運の時代(~ 1830年頃) メトロマニラの初期の都市核形成期で、 Pa

sig!可口を中心に水路に沿って形成された市街地に、エステロ(運河)と街路

網によって交通路が構成され、徒歩・舟還が都市内の主要交通手段であった時

代。バンコクが水上交通をベースにかなりの規模の都市を形成したことはよく

知られているが、 7 ニラでも市街地内外に堀削された運河 (Es I er 0)は総延長40

回にも及びPa s i g河を骨格とした水路網が都市活動を支えていたことが特筆さ

れるべきであろう 。 陸上では人力・畜力によっていたが、輸送用に用いられた

のは土着の水牛であり、 17世紀に輸入された馬の利用は軍用あるいは特権階級

の馬車に用いられた。徒歩に関して当時のスベイン人の問で夕方陽の傾く頃に

1 nt r amu rosを出て郊外へ散歩を楽しむ習慣があり、このために道路が整備され

たのは、バンコクの最初の道路がヨーロッパ人が健康維持のための運動を求め

る嘆願の結果建設されたことと似ており、道路の機能を改めて考えさせられる

ものである。

② 馬車の時代(1830年頃~ 1903年頃) ー公共輸送機関としての馬車が導入されは

じめた 1830年頃から、 1884年から 1889年にかけて馬車鉄道が敷設されるスベイ

ン植民地時代の後期がこれに当る。値民地政府の地域開発政策の変更やマニラ

f、 の経済的繁栄を背景に道路整備も進み、馬車や馬車鉄道の普及とあいまって初

期の郊外化が進行した時代。 7 ニラは東南アジア大都市のなかでも馬車が最も

発達・普及した都市であり、自家用、公共用の様々な形態の馬車が登場し、様

々なサービスを提供した。公共用でも定路線を運行する乗合いのものもあれば、

タクシーやノ、イヤーにあたる個別輸送用もあった 。 こうしたなかでCa 1 e saと呼

ばれる呼び止め(タクシーに相当する)方式の l頭立て 2輪有蓑馬車が広範囲に

定着した。Ca1 esaは技術も外観も土着化し、独特の装飾品を車体につけ、都市

化が進むにつれて急速に普及し、 19世紀半ばから 20世紀半ば近く、自動車交通

との車L礁によって衰退するまで市民に親しまれ長く利用された。馬車は私的交

通もふくめ都市交通の主役であり、馬車関連産業の発達もうながし産業面でも

重要であった。この時期他の東南アジア都市では人力車が普及するが、 7 ニラ

で人力車が公共交通として利用された記録はなく、これは馬車が普及していた

こと、市民の平均所得がかなり高く車夫の供給源となる労働力が少なかったこ

と、植民地政府が人力車を非人力道的とみなしていたことなどがあげられる 。

1884年に民間企業によって開業した馬車鉄道 (HorseTranviaと呼ばれた)は、

1889には蒸気鉄道線とあわせ合計約20凶に達した。通常 1頭立、定員 18-20人、

5 -10分間隔、平均 8km/時で運行される程度であったが、初めての 7 ストラ

として威力を発揮し当時 15万人程度のマニラで 1日 2万人程度の利用客があっ

たと言われている 。 しかしスベイン・アメリカ戦争の影響で馬の調達が難しく

なり経営状況は 1889年を境に悪化し、 1903年にはその資産、路線免許を次の路
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面電車の運営会社であるMERALCOに売却し事業から撤退した。短期間ではあっ

たがマニラに初めて軌道系の 7 ストラを実現し、その利使性を市民に知らしめ、

初期の郊外化をリードし、市街化発展の方向づけをしたことはその後の都市形

成や都市交通整備に影響を及ぼした。

③ 路面 t電車の時代 (1904年 ~ 1 945 年) : 1885年から 1903年の間に運行された馬車

鉄道を引き継いで、路面電車が初期の本格的なマストラとしてメトロマニラの

都市交通・市街地形成に大きな役割を果した時代で、第 2lJ::大戦終了時頃まで

がこれに当る。この間アメリカ占領下で道路網の盤備が急速に進み、従来の馬

車交通に加えパス ・タ クシーの路面公共交通が普及し、路面電車を中心とした

総合的な公共交通体系が形成された時代。

1898年にフ ィリピンの宗主国となったアメリカは、本国で輸送革命が産業革命

に火をつけたと言われる程に交通盤備を生産的な事業とみなし、フィリピンに

おいても積極的な交通開発に着手した。又アメリカは、フィリピンの現状をみ

て近代的な国家をスベインから継承したとはみなさず、フィリピンをアメリカ

民主主義のショーケースとするためには、交通開発を主要な政策課題とする必

要があると考えたことも大きな理由であった。当時本国でも自動車の普及はま

だで、フィリピンにおいても鉄道の整備にカを注ぎ、スペイン時代の最後に開

通した 7 ニラ Dagupan線(195km)をふくめて、 1913年にはノレソン島だけでも総

延長約500kmに達した。

こうした状況のもとで、馬車鉄道をひきづく形で建設鉱張された路面電車

(T" nv i aと呼ばれた)は、 1905年には総軌道延長約65切に達し、大型車両(60人

座席)を中心に早朝 (5-6時)から深夜 (10時一 1時)まで、ラッシュ時 5

10分間隔、オフピーク時20分以内、運転速度約20-30km/時と高水準のサーピ

スを提供した。経営も好調で収入約百万ベソに対し支出は約48万ベソであった。

1920年には大規模な施設改良を行い路線も拡大され、 1925年には総軌道延長

約 85kmに達した。利用客も平日平均で 1906年の約 35，000人から 1920年には約

126，000人と増え、当時のマニラの人口がそれぞれ20万人程度であることを考

えれば、まさに軌道系公共交通機関を中心とした都市が成立していたというこ

とになる。こうしたTranviaの成功は下記に求めることができる。

(イ)既に馬車鉄道がありこれを引き継ぐ形で出発したため、事業実施上の諸問

題(用地取得、路線免許等)は基本的に解決されていたし、軌道系公共交

通機関に対する乗車習慣も確立していた。

(ロ)都市化が本格化し始める時期でアメリカ椴民地下で民主主義、産業化が進

み、中産階級庖も拡大し強い公共交通需要があった。

(ハ)自動車の普及はまだ後のことで 、この時期競合する交通手段はなかった。

Ca 1 esaは依然普及していたが、 TI a n v i aとはむしろ補完的な関係を保った。

(ニ)路線の拡大と市街化ニーズが合致し、追加投資の効率が非常によかった。
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こうしてTr a n v i aは順調に発展し、自動車時代に先がけて市街化を誘導してい

ったが、 1910年代から漸次始まった自動車の普及がTr a n v i aの経営を圧迫する

ようになった。マエラでは 1920年に約5000台、 1934年には約 15，000台の自動車

が運行されていたと推定され、 1930年にはタクシーが出現し、乗用車をベース

にした Aut oca bゃれto-Ca1esa と呼ばれる小量乗合公共交通機関も運行を始

めた。 1920年に最初の組織化されたパス会社が近郊の輸送サービスを開始し、

1924年にはMERALCO 自身がトロリーパスを、 1927年には先行した他社を迫かけ

るかたちでパス運行を開始した。 1936年には MERALCOのパス翰送金はTr a n v i a 

と桔抗し、都市内交通の主役はパスに移っていった。この当時 Ca1 e sa も健在

で7 ニラでは多綴な公共交通手段が成立したが、この背景には積極的に進めら

れた道路整備と都市化の進展による需要増があり、こうした変化に新しく登場

した自動車が速かに対応していったことがある。 Tr a n v i aは1920年をピークに

停滞を続け 1925年には漸減し、 1941年にはピーク時の約75%に減少した。この

時点で MERALCOの全収入の内 Tranvia の収入はわずか 10%で残りはパスが 10

%で80%は電力収入であった。 1942-45年の戦時下で、 1943年の大洪水で被害

を受けたあと、 1945年のアメリカ軍のマニラ撤退時の空爆で施設は破接され、

戦後MERALCOは復旧をあきらめ路面電車事業から撤退した。戦時下で殆どの自

動車公共交通機関は軍に調達され、 7 ニラの公共交通は壊滅した。

@ 自動車の時代(1946年以降) 第 2次大戦後都市が急速に膨張するなかで路面

電車が廃止され、自動車交通がこれに先行する郊外化を追いかける時代。独立

国家として交通経営資源を充分にもたず、低経済成長下で都市化が進行し、現

在メトロ 7 ニラの抱える都市問題 ・交通問題が噴出し、有効な解決策を持ち得

ないまま現在に至る状況のなかで、中間的公共交通手段としての各種路面公共

輸送機関が発達した時代とも言える。

戦後当時人口はマエラ市で 100万人近くに達し、メトロマニラでは 150万人をこ

えており、大きな輸送需要があったにも拘らず、 Tranv i aや組織化されたパス

会社の 7 ストラを失った。戦後継民地政府は軍用車両をMera 1 coやパス会社に

賃貸したり、公営パス会社を設立して統合的な公共交通サービス供給体制の回

復を図るが、戦時下に発生してまたたく聞に増えた無数の違法交通業者との激

烈な競争と、これを管理する行政の無能力とから組織化された交通企業は経営

不振に陥リ、公営ノ〈ス会社やMERALCOはパス事業から撤退を余儀なくされた。

こうした混乱のなかで公共交通需要を満たすべく戦後またたく聞に普及した公

共交通機関がジープニイで、当初軍用ジープ、後に中古トラックを改造して 10

-14人乗りの乗合輸送機関として路線運行を行った。ジープニィは 1960年には

公共交通需要の約60%、1980年には約75%を満たす法幹的な公共交通機関に成

長した。ジープニイがその独特の形態とフレキシプノレな運行や大きな庖用効果

をもって社会に定着していった経緯はかつてのCa1 e s aと似ている。ジープニイ

は至る所でパスと競争し更に多くのパス会社の経営を破綻させ、行政当局にと

っては適切な政策発動を起し難い厄介な存在として白眼視されてきたが、利用
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者の支持や関連人口の多さによって大きな社会勢力を築きあげ存在基盤を確立

した。大都市には本来適さないと言われているこうした中小企公共交通機関が

政府の補助もなく経営され、利用者には比較的レベルの高いサービスを提供し、

産業面の効果も大きく、技術も適正化されている状況は途上国大都市の風土に

適した公共交通のあリ方を考える対畿として興味深く、本論文の研究対象との

ひとつとしてケーススタディでとリあげている 。

こうした状況のもとで政府は一貫してパス輸送の強化と改善に直接 間後の補

助 支援を行ってきたが、補遺 Eに詳しくみるように何れも成功には至らずパ

スは 1960年に公共交通需要の約30%を占めていたが、 1980年には21%、 1990年

には 18%とシェアを落している。一方トライシクノレと呼ばれるオートパイをベ

ースにしたサイドカー付の 3輪ミェタクシーは、ジープエィやパスのフィーダ

ーサーピスやコミュニティ内の短トリップ需要を満たす形で 1970年に入って普

及し 1980年には公共交通需要の 5%、1990年には 16%を占めるに至った。 1990

年には LRTが運行していたにも拘らずジープニィとトライシクノレで依然公共

交通需要の 76%を占めている。こうした中小盈乗合翰送機関は、途上国大都市

に多くみられるが、システムとしての完成度や普及の度合においてメトロマエ

ラが突出しているところが注目される 。

途上国には今尚人力を動力とした公共交通手段が多く存在し、ジャカノレタの

Bec a k、バンコクのSa m 101、シンガポーノレやクアラノレンプーノレのTri a hawは入力

車をひきつぐ形で普及した。ジャカノレタでは爆発的に普及し、バンコ夕、シン

ガポーノレ、クアラノレンプーノレでも一定の役割りを果し、モータリゼーションの

進展とともに、道路交通との車L緩や職業イメージが非人道的とみなされ行政当

局による排除政策につながり、大都市では殆ど姿を消した。 しかしメトロマニ

ラでは他の東南アジア大都市でこうした人力のミエタクシーが成立していた時

には、ベディキャプは成立しておらずその運行が目立ってきたのは 1980年代半

ば以降のことであり、主に低所得者層地域のトライシクノレのサービスエリアに

進入してきた。こうした状況は、公共交通機関の発展がより効率のよい近代的

なシステムへ、非組織的な運営から組織的な運営へと向かう一般的な政策指向

と逆行するものであり、大都市には多様な公共交通のニーズと供給体制lが存在

することを示しており、画一的な政策発動を考え直す契機を与えてくれる格好

の耳障例と考えられる。

⑤ モータリゼーション下でのマストラ整備期 (1980年以降) メトロマニラは東

南アジア大都市のなかでー早く都市鉄道を建設したが(19 85年に LR T 1号線

を都心を経由して南北 14.5km区間で開業した)、この背景にはかつて軌道系マ

ストラ (T"n v i a)中心の公共交通体系を築きあげた記憶や、 7 ノレコス政権末期

で LRTを政治的浮揚手段として考えたことなどに加えて、ジープニィやパス

が道路交通量の大半を占めていて混雑が日常化していた交通回廊の公共交通整

備が社会経済的にも充分な妥当性があったことがあげられる。 LRTl号線は
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建設後もよく利用され(1日約35万人の利用客があり 1990年頃には当初の容量

に達した)新しい公共交通機関として速やかに定着し運営も比較的順調に行わ

れてきた 。 しかし投資前のフィージピリティ調査が充分でなかったこともあり、

その経済効果を最大限に発揮する機会を失うとともに、運営の補助や政府支援

に具体性と安定性を欠いたため、輸送力の増強やネットワークの拡大に当って

政策の混乱をひきおこし、過度な政治介入を招いたこともあってその後の進捗

は芳しくない。 新しく建設された LRTが概ね旨く機能しているのに較べ、 19

70年代後半に開始された在来鉄道 (PN R) の通勤線事業は外国借款をもとに

車両購入、車両デポ建設、施設のリハビリ等が相次いで進められたが、 1980年

に 1日約35千人の輸送震をピークに利用客は伸びず、 7 ストラとしての役割り

は殆ど果せないでいる。在来線を利用した通勤輸送強化はジャカノレ夕、バンコ

夕、クアラノレンプーノレでも行われているが何れも問機の問題をかかえている。

PNRの場合には、長い開放置されたため都市の活動域から外れてしまったこ

とや、競合する道路の発達、敷地内の膨大なスクオタ一、従業員のモラノレ低下

や強固な組合組織、幹線道路との平面交差、中央政府の不安定な政策等多くの

阻害要因が複雑にからんでいることがその改善を妨んでいると考えられる。同

じ都市のなかで同じ監督官庁のもとで LRTの成功と PNRの失敗という縫合簡

な状況が同時に発生していることは、途上国大都市に軌道系 7 ストラの導入を

考える時に重要な教司11を与えてくれる 。

以上のようにメトロマニラにおいては、戦前のように行政カと民間の活力が相互に

旨く作用した時期には、公共交通は路面電車もふくめて全て民間の資源で建設・運

営され需要に応えたが、戦後は公共交通への公的資金の投入や直接介入が行われた

にも拘らず政策意図は達成されず、中間的公共交通の発達による市場の自立的な力

によって公共交通サービスが保たれるという皮肉な結果をもたらしている 。

5 ) クアラノレンプーノレ

クアラノレンプーノレの公共交通の発達については、適切な資料が少ないが、他の大都

市と異なるのは、都市の誕生から、錫の撮出のための河川及び鉄道を除けば、域内

の交通は基本的に道路のみであった。そして都市の建設が遅かったこともあり、ク

アラノレンプーノレの成長はモータリゼーションとともに進展したと考えることができ

ょう。

1891年の鉄道駅(市の中心)付近の道路状況からは、人力車、自転車、徒歩がみら

れ、 1900年の都心 (MarketSquare) でも同傑に人力車、自転車、徒歩に加え、荷

車がみられる 31>当時の人口規模や市街地の広さからすると、市街鉄道や乗合馬

車も必要としなかったと恩われる 。人口が25万人から 30万人程度であった 1950年代

前半の自動車の保有台数をみると、 1951年における公共交通手段では、パスが84台、

トライショーが 1362台、タクシー(ハイヤー含む)が 136台であり、何れも急速に

車両数を精していることがうかがわれる。モーターサイクノレも既に1， 415台あり、
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これも急増しているが、 トライショーは 1953年の 1，423台をピークに減少に転じて

L、る 321。

クアラノレンプーノレが他の大都市と異なっているのは、モータリゼーションが進行す

る過程でパラトランジッ トが発達しなかったところにある。従って非動力系の トラ

イショーを除くと、公共交通は限られた通勤鉄道サービスのほか、零細な事業規模

のパスに頼っていた。これらのパス会社は 1937年に 8社に強制的に統合された 33)

又これらのパス会社は 1950-60年代を通じて認可運賃のもとで、全くの公的補助を

受けなかっただけでなく、むしろかなりの税金を払いながら運営されていた。 1970

年代にはいって経営が感化し始めたが、これは この頃にはかなリ拡大した市街地の

速くに住む低所得者層の交通費負担が多くなるのを危倶して、運行コストの上昇に

見合う運賃の値上げが行われなかったためである。そのためにパスサービスは悪化

し、パス会社を一社に統合することも検討されたが実現しなかった。政府は世銀の

技術援助によって 1975年に運賃の23%値上げを行い (RMO.065/kmをRMO. 08/km)、

同時に“mass Iransit minibus syslem"の導入を行った。

ミニパスシステムは、拡大し多様化する公共交通需要を満たすには従来のパスサー

ビスだけでは困難である と考えられること(すなわち中高所得階層のなかにも、自

家用車にはアクセスできないが従来のステージパスサービスよリよいサービスが欲

しいという者がし、ることや需要規模が小さくステージパスのサービスができない地

域が存在すること)、資本力の小さいマレ一人の事業機会を増やすこと等を考慮し

て導入された。ミニパスは 16座席で、 平均 19凶の市の一方から中心部を貫通して他

の一方へ銭ける固定路線で、料金は RMO.4/ トリップの均一制とした。 225台のラ

イセンス(1 97 7年には400台まで増やされた)に対して 1，009件の申椅があり、マレ

一人に優先して交付され、個人あるいはCooperative (協同組合)で400台のミニパ

スが運行された。ミニパスはよく利用され、ステージパスと較べて運行速度は若干

速く、待ち時間も若干少なく、 llkmまでは運賃も安い上に中心部へのアクセスはは

るかに良いことがわかった。採算面も好調であったが、こうしたミニパスの成功に

対して論争が起こった。ミニパスに対する奇定的意見には次のような ものがある。

(イ)ミニパスのコスト効率が悪く、シートキロ当たリの運行コストはステージパス

の 2倍であり、従業員 1人あたリの利用客数は半分である。

(ロ)ステージパスは需要の少ないところもサービスする社会的責務を負わされてい

るのにミエパスは自由に路線が選べる。

(ハ)ミニパスは更にトリップの途中放棄、直後区間のトリップに対する 2倍の運賃

支払いの強菜、過度の混雑、危険な運転、突然の路線変更、運賃の変更等によ

って利用客の不便と社会的コストを発生させている。

(エ)ミ=パスとの競争によってステージノくスの採算性と生産性が脅かされる。

ミニパスの導入によってステージパスの台数は 1975年から 1977年にかけて減少した

上、クアラノレンプーノレのステージパスの料金は半島 7 レイシアでも最も低い水準に
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止まっている。これに対してWa11 er sに代表されるように、最も効率の良い都市公

共交通は、規制緩和によって民間の事業者が自由市場のもとでサービスを提供する

ことによって得られるとしておリ、更にミニパスは特定の幹線サービスだけでなく、

区域サービスにおいても質の高いサービスが提供できるとしている。

クアラノレンプーノレは、比較的高い所得水準と低い都市化圧力のもとで積極的な道路

整備、住宅開発、都市機能分散政策、自動車産業育成策を通じて、モータリゼーシ

ョンの進展に対応する都市形成を進めてきた傾向がうかがわれるが、都心部を中心

に交通混雑が目立つようになり、郊外部での公共交通サービスの不足が顕著になっ

た。他の大都市にみられる様々な乗合獲のパラトランジット系公共交通機関を排除

する一方こうしたギャップをスクールパスやワークパスによる特定輸送サーピスで

補ってきたところにクアラノレンプーノレの特徴がある。 1990年代に入って通勤輸送サ

ービス事業や LRT網の関設が始められたが、これはクアラノレンプールのように比

較的人口規模も 小 さく道路インプラも整っている都市においても自家用車の保有率

がさ程高くない段階で自動車交通の限界が意織されたことを意味している。

6 )シンガポーノレ

シンガポーノレの都市交通の発展について直接これを扱った文献はないが、多くの歴

史舎があり、公共交通の近代化プロセスについてはRimmerの研究がある。シンガポ

ーノレは 、禿展途上国から先進国ステータスに成長する過程で、戦略的に進められた

各種の政策を通じて、都市交通の開発に成功したひとつのモデルを作り出した。公

共交通の発展は都市計画や都市交通全体のなかに位置づけられ土地利用、交通施設

整備、私的交通との関係との考慮。に基づいて方向付けられ実現されてきた。交通開

発に強く政策が作用するのは、特に戦後期において顕著である。シンガポーノレの公

共交通の発達は次のような時代区分で考えることができょう。

① 徒歩の時代 (1820ー1860年頃) 都市の誕生から近代的な都市計画が立てられ

道路整備が進んだシンガポールでは、阜くから馬車が持ち込まれた。しかし一

般には市街地がコンパクトで人口も少なかったため、徒歩や牛車、手押し車交

通手段であり、馬車は特権階級の私的交通手段に用いられた。 “s e d an c h a i r" 

はかなり普及しており、上流階級の女性用に“ redi" と呼ばれる人担手段もあ

った。

② 馬車 ・人力車の時代 (1860ー1930年頃) 1860年代になると一頭立て 2輪有蓋

の“hackneys"あるいは“gharries" と呼ばれる馬車がミニタクシーとして普

及し同時に都市内ではオムニパス、郊外へはステージコーチが運行され、 1867

年には“HackneyCarriage Acl"も制定され 、1879年にはこれら潟車の運行を

規制する条例も公布された。それでも大部分の人は徒歩に頼っていたが、 1880

年代に上海経由で日本から人力車が輸入されるやたちまちの間に普及した。人

力車は“gha r r i e s U が主にオーナードライパーであったのに対し、所有者と車

夫が別の形態が種であった。一旦は登録台数を 2，500台に制限していたが撤廃
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され、 1892年には3.991台が318人に所有され(平均 10.6台)、台数が急増する

過程で、 1896年には6.161台が 1.432人に所有された(平均4.1台)。こうして

人力車が繍えるにつれ、人力車の聞での競争が激しくなって運賃の値下げが起

こり、結果的にhac k n e yの台数が減少し始めた。人力車は以後も増え続け、笠

録台数がピークに達する 1922年には l万台に達したが、 1942年に新規登録の停

止(これは 1926年に 2台廃棄に対して 1台の新規登録を認めることに変更され

た)によって徐々に減リ始めた。しかし、それでも 1939年には3.693台が登録

されていた。こうした人力車の発達には、シンガポーノレがクーリーと呼ばれる

植民地経営に必要な中国人労働者の中継地点であったことから、安い労働力の

供給が豊富にあったことが大きな要因のひとつと考えられる。

③ 路面公共交通機関の統合期 (1905ー1910年) 蒸気機関車による市街鉄道が 1885

年に建設されたが不成功に終わり、結局 1894年に廃止され、 1903年に開通した

鉄道は 1909年にマレイシアと連絡したが都市交通には用いられず、都市内マス

トラとしては、蒸気軌道を再生して 1905年に Si n g a p 0 r e E 1 e c t r i c T r a mw a y s 

Company (London)が運行を開始した市街電車を待たなければならなかった。市

街111車は 3路線合計で25.5加を運行し、ピーク時には 1日平均約 11.000人を遼

んだが、 1921年には廃止されて、その後トロリーパスが導入され、 31.4kmのネ

ットワークを持った。シンガポーノレでは他の大都市と異なって市街電車が比較

的早い時期に姿を消すが、これは当初から非常に込んでいてあまり快適ではな

かったこと、施設 ・車両の維持管理が悪く、稼働率が落ちたこと、中国人監督

の会社に対する不正行為等マネジメントの問題があったことが直接の理由であ

るが、同時にこの時期、代替手段である自動車ベースの公共交通機関が利用で

きたことも、廃止に拍車をかけたと思われる。 1920年にはパス (11座席)が運

行を始め..mo s q u i t 0 b u s" も固定路線で運行を始めた。特にmos q u i t 0 b u sの運

賃は市街電車や人力車より安く、 1921年には 147台が営業していた。

シンガポーノレでのパス会社の統合は 1910年に SingaporeTransport Advisory 

B 0 ar dの勧告を政府が受入れ、当時イギリス人の所有していた Singapore

Tract ion Companyと中国人所有の 11のパス会社が 4社に再編されたところに始

まった。 1911年末にSingapore Tract ion Companyが営業難に陥って運行を停止

し、 1913年には残りの 3社はSingaporeBus Service Ltd (S B S) に統合さ

れた。しかし政府は、 SB Sが安価で効率のよい安全なサービスを提供してい

るとは考えず、経営への介入を始めた。従来中国人ファミリービジネスとして

運営されてきた体質は、政府の介入によってかなリ改善され、例えば1974年の

日平均の故障車の割合は53.5%であったものが 1918年には4.2%に減少した。

政府の行政指導のもとに 1918年には増資が行われ、従来の株主に加えて一般か

らの出資を募った。こうして新会社は2.151台のパスと 10.844人の従業員によ

って運行を始め、政府の適切な助成もあリ、世界でも最も効率のよいサービス

を供給するパス会社のひとつとなった。又通常のパスサービスだけでは効果的

にカバーされない需要を満たすためにスキーム A、スキーム Bサービスが湾入
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された。クアラノレンプーノレのミニパスと同係計画的に導入されたノξラトランジ

ットとして特色がある。

@ 都市高速鉄道整備期 (1980年以降) シンガポーノレはパスを中心とする路面公

共交通システムとこれを支える高水準の都市交通施設 ・管理策によって公共交

通需要に応えてきたが、都市高速鉄道を幹線サービスに導入する政策決定は既

に1972年に行っており、郊外のニュータウンにおいてもその導入空間は計画的

に担保されていた。しかし、最終的に事業決定を行う前に種々の調査を実施し、

その妥当性を検針している。この最終決定に至る紛争の経緯はよく知ら れ ると

ころであるが、結果的に延長約63kmのMRTが 1990年に開業した。高規格の施

設・設備は当初から着実に利用客を引きつけ、自家用車からの転換もかなリあ

った。シンガポーノレのMRT建設においては、インフラとシステムの上 を切り

離したいわゆる"上下分離方式"を採用し、運賃水準を押さえて公共性を保っ

とともに経営の合理化を図っている。

以上みたようにシンガポーノレの都市公共交通政策は、都市開発や私的交通の管理を

ふくんだ総合的な見地から笑践されているところに、他に類をみない特徴がある。

徹底して高水準の都市交通サービスを提供しようとする政府の意図は、高度化する

国際社会のなかで競争力を保ちつづけるためには高品質のインフラ整備が不可欠で

あるとの強固な政策判断にもとづくものであリ、公共交通に限らず都市インフラ全

体に及んでいる。こうしたなかでシンガポーノレ政府は、 M R T網の拡大や一層のサ

ービス改善、培養線としてのフィ ーダーサービスに AGTシステムの導入、エレク

トロニック ・ロード ・プライシング等の導入を推進している。多様化する公共交通

ニーズを全て計画的に供給管理しようとする動きは、シンガポーノレの歴史的過程で

一貫してみられる政策方針であり、都市国家という特殊な条件下にはあるが、成功

したひとつのモデルとして、他の途上国大都市の参考になると恩われる。又シンガ

ポーノレの経験は同時に大都市の交通水準を望ましいレベノレに保つためには、自動車

の制御が不可欠であり、これを成功させるためには公共交通整備もふくめて如何に

多くの関連政策が同時に発動されなければならないかを明瞭に示している。

z. Z. 4 東南アジア大都市の公共交通政策のあらまし

(1) 公共交通政策の変遷

東南アジア大都市の主な都市公共交通政策の変遜を表 2.2.1に示されるように

年表の形で概略まとめた。充分とは言えないが各時代にみて次のようなことが

大雑把に言えよう。

(イ)馬車の時代や馬 ・蒸気 ・電気を動力とした市街軌道による初期のマス トラ

形成期、さらにはモータリゼーション下でのパラトランジッ 卜の発展期を

通じて、公共交通は民間主導によって開発・運営され、行政による介入は

主として緩やかな参入規制、運賃規制 、混雑緩和のための交通管理に限ら

れていた。欧米における 1800-1925年頃の長い間は交通政策の上からは欽
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道の時代と区分され、資金源は主に利潤追求的な民間投資家であリ、政策

の関心対象となったのは安全性基準の確立や鉄道運賃に対する統制であっ

た34> ことがその背景にあろう。

(ロ)公共交通が東南アジア大都市の主要な政策繰題のひとつになってきたのは、

都市の成長とモータリゼーションの進行で、都市交通が活発になり公共交

通サーピスが市民の関心対象になってからであり、こうした状況下での政

策対応は都市によって大きく異なる。表2.2. 1に東南アジア大都市の主な

公共交通政策を年表にまとめたが、これからもわかるように早くから公的

規制を進めたのがシンガポーノレであリ、公共交通への規制は個別手段から

始まって経営 ・組織をふくむ公共交通全体の調整に踏み込み、さらには自

動車の保有・利用に及び、組織化された幹線パスサービスとこれをうけつ

ぐMRTは都市計画との統合まで踏まえて開発されている。同様にクアラ

ノレンプーノレにおいても、 シンガポーノレが零細ノくス業者を II社に統合したあ

と間もなく同様にモスキートパス業者を 7社に統合し、更に戦後これらを

よリ強い規制下においた。何れもイギリスの植民地であリ、この時期、本

国の交通政策は行政的計画化の時代にあたり、そのなかで大都市と地方中

心都市の公共交通の構造と組織にとくに注意を払うことや、交通のネッ ト

ワークとインフラストラクチュアを都市再編成の手段として体系的に位位

づけることが唱われており、 BrilishTransporl Commissionが創設されて

政策的対応が行われた 351 という背景に影響を受けていると考えられる。

(ハ)シンガポーノレやクアラノレンプーノレと較べてはるかに規模の大きなジャカノレ

夕、バンコ夕、メトロマニラで公共交通近代化が本絡的に試行されるよう

になったのは 1960年代以降のことであり、激しい都市化のもとで公共交通

の需要ギャップが拡大し、混雑が社会問題化されるようになってからであ

る。ここで採られた政策は、馬車やベディキャプの排除 運行制限とパス

事業の統合であリ、何れの都市も公営パス企業を般立した。さまざまな理

由によリ、これらの公営パス企業は経営破綻をきたし、輸送力糟強には充

分応えられなかった。

(ニ) 1 P Tに対する政策は都市によって呉なる。シンガポーノレやクアラノレンプ

ーノレは IPTを一旦排除したあとに、パスを補完する形で IPTを計画的

に導入して(シンガポーノレはスキーム A ・スキーム B、クアラノレンプーノレ

はミニパス)一定の成功を収めているが、ジャカノレ夕、パンコク、メ トロ

7 エラでは半ば自然発生的に 1P Tが成立し発達したが、政府の基本政策

は IPTの規制と他のより近代的な機関への転換に置かれていた。ジャカ

ノレタのMeI r 0 M i n iの設立、オプレットの製造禁止と正規の登録されたミク

ロレットへの転換、台数制限のもとでのミエタクシー(ベチャ、スーパー

ベチャ、等)の運行許可やバンコクでのソンテオの排除、ミニタクシーの

台数制限やメトロ 7 エラでのジープエイの通行禁止道路の指定、 トライシ

クノレの運行区域の指定等であったが、膨大な公共交通需要圧力のもとで、
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表2.2.2

東南アジア大都市公共輸送に関る規制・補助政策

項目 ジャjJJレタ /<ンコク メトロマニラ クアラルンプール シンガポール

i乗合柚送の 4植都市内パス、 2誼 PUB(Public 6租普通乗合 4租乗合、貸切、観

世果免許の種額 地方の県内パス、 UI i I ity Bus)、PUl 急行、観光、 光、スクール(畢告は

パンコク県内パス、 (Publ ic Ut i 1 ity スクール、ファク 買に7積普通乗合、

地方県内パス j トリー、 ミェパス シティシャトル、ジュ

期限によって細分化 ホール急行、空酷パス

スキームA、スキー

ムB、空港パス補完サ

ーピス)

2大 .~入組制 公的組占 公的組占 闘争的 制限的 制限的

量 -迎賓焼制 有抑制的 有抑制的 有適正利111保証 有適正利!IJ樺証 イI 適正利!IJ!呆証

乗 -運行純制 有道守 有遵守 有遵守 有遵守 イI 遵守

合 -焼則遵守 骨通 骨通 紐か 融絡 融絡

柚

送 補助 -運世間補助 • BUTAI乙女十する赤字補助 -匝TCにヌfする開晃融行 -税制置遇措置 .lli両購入にCPF

、政府増置、借入金政 の長期低利融資、金利 (燃料、搬出前、 (政府年金基金)の痢l

府慌証、恒先レーン 補境、路線認可梅 タイヤ) 用

-ジープエイ排除道路

3.中 -参入胤制 台聖女 ・路融規制 -ミエパユ台数・時組組 -ジープニィ怠入に台量 -ミニパス台数制

量 台量制限ほぽ有効 制、その他有効 (Rl!C)却制、路融胤制 限

3軽 -インドネシア人恒 台数焼制ほぽ無効 -プミプトラ恒先

fl: 遇措 策

輸 -運賃縦制 -有ほぽ遭守 -ミニパス有、その他自 . ~ï' 1まぽ遵守 -有遵守

送 由

-運行組制l -有 -有一部道路の通行娯 有

Jc 
組制盟守 -緩か -普通 車置か 健か一日ぽ遭守 ー世過

4佃 タクシー -台数・迎買焼制、 -台数制限運賃悶定と -台置胤制、ほぽ有効 -台数・運賃JJ!制 -台融運賃組制、布

日l ほぽイI効 主渉併存.1まぽ遵守 運賃主制l ほぽ有効 有効 劫

柚 目新鋭免許個人のみ -新製免許制人の

送 み

ミニタク 台数・運行区瞳 -台量制限、運賃白山 -台数・迎行区暗制限

シー 運賃制限、ほぽ遵 胤制遵守紐か 運賃自由

守

5特定輸送 .~入・運行il>J限 -参入・躍賃・運行組

-ファクトリーパ 制、有効

スに対する恒過

税制措置

6.1ド ‘ T̂-'( -免許制度無し、排 -排除 -地方自治体脂出 -新鋭免許停止 -新組免許停止

動 キャプ 酷

カ -ポニー -排除

ヨ匹 カート

7.水路果 なし なし なし

出典 1 DCl .都市交通運営形纏調査一節1年度一"1983をもとに作成
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上記のある程度効果をあげた規制を除けば、全体的な IPT排除 ・抑制政

策は成功に 至 らず、発達を続けた。

(ホ)軌道系 7 ストラの導入はマニラが LRT、シンガポーノレが MRTを他都市

に先がけて行ったが、クアラノレンプーノレの LRTやバンコクの M RTも建

設を開始し、ジャカノレタでも地下鉄の計画が進められている 。新規システ

ムとは別に在来線を利用した通勤輸送サービス事業もメトロマエラ、ジャ

カノレ夕、バンコ夕、クアラノレンプーノレで進められている軌道系マストラ整

備における政策対応は、在来線の改良事業が政府事業として行われている

のに較べ、新規の都市鉄道に対してはまちまちで、シンガポーノレが実体と

しては上下分離方式による公有民営で、メトロマニラは LRTl号線は公

有公営であるが、推進中の間 3号線は BLT方式 (Build-Lease-Trans

ferで民間が建設し政府がリース料を支払って運営し一定期間後これを所

有する)、同 2号線は BOT方式 (Bu i 1 d -0 p e " t eーT"nsferで民間が建設、

運営し一定期間後政府が所有する)が考慮されており事業実施方式や運営

主体が路線毎に変る可能性をひめており 、 これはバンコクやクアラノレンプ

ーノレについても問機の傾向がみられる。メトロマニラの LR T 1号線につ

いては民営化の動きもある 。イ可れの都市も都市鉄道整備の必要性を認識し

ながらも、主として財政面の制約から民活への動きが強く出てきており、

シンガポーノレがとってきたような、公民の明瞭な役割リ分担や政府の都市

鉄道の整備・運営に対する長期的な政策スタンスは持ちえていない。

(2 )公共交通に関る規制 ・補助政策

都市公共交通の規制 ・補助に関る政策を、国際開発センターの翻査結果をもと

に若干の補足を加え、不完全ではあるが表2.2.2にまとめた 。東南アジア大都

市のなかでも都市によってかなり具るが、公共交通の成立状況との関連でこう

した政策をみてみると、次のような特徴がみられる 。

(イ)大量乗合輸送であるパスは何れの都市も路面公共交通の基幹的手段と位置

づけ、その参入に対しても制限的ないしは公的独占の傾向が強い。 一早く

公的独占を図ったバンコクやジャカノレタではパスは需要に対応できず経営

的にも失敗したが、比較的規制の緩かな中量翰送や個別輸送分野で IPT

の発達を促すと同時にオートパイに代表される私的交通手段への転換を促

した。 シンガポーノレとクアラノレンプーノレは制限的な参入政策を厳格に実施

した結果、 1 P Tは排除されパスの運営面では成功したと言えるが、後に

クアラノレンプーノレではミェパスによってシンガポーノレでもスキーム Aやス

キーム Bによってサービスを補完する必要が生じ、バンコクやジャカノレタ

と同織オートパイへの傾斜も強く他の都市に較べてスターノレパスやワ ー ク

パスの発達も著しい。 メトロマニラのパスは 1P Tとの競争的な環境のな

かで、公営パスは衰退したが民間パスは経営的には自立してきた。
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(ロ)中金乗合輸送に対しては、シンガポーノレの排除からメトロマニラの実質的

な規制緩和状態まで都市によって異った政策がとられている。クアラノレン

プーノレやバンコクは計画的なミニパスの導入を成功さ せ、 ジャカノレタやメ

トロ 7 ニラでは緩かな規制実施状況のもとでメトロミニやジープニィ等が

発達した。このカテゴリーの公共輸送サービスは、行政の否定的、消極的

な政策態度にも拘らず、参入が許される状況のもとでは財政面での運行の

自立性が常に保たれているところに特徴がある。

(ハ)個別輸送も中量乗合輸送と同搬に動力系 ・非動力系を問わず参入が許され

るところでは常に成立してきた。ジャカノレタのBeca kやBaJ a J、バンコクの

Tuk-tukやソイパイ夕、メトロ 7 エラのトライシクノレやベディキャプなど

であり、都市公共交通需要の一定部分を満している。

(ニ)中量乗合や個別輸送分野で 1P Tの発達が抑制されてきたシンガポーノレや

クアラノレンプーノレではスクーノレパスやワークパスが発達しこれに対する支

援策もある。

以上のように、公共交通分野の規制・補助策はシンガポーノレやクアラノレンプー

ノレのように実効性をもって実施されるところでは多織な需要が満されず、新た

な政策対応を求められる一方、他の 3都市では、政策支援を受けているパスが

綴々な理由によリ期待に応えられず全く政策支援を受けない多様な IPTの成

立がこうしたギャップを埋めているという基本的な図式がみられる。

1.1. 5 まとめ

1 )東南アジア大都市の公共交通成立過程の基本的特徴

東南アジア大都市の公共交通は、{可れの都市もその歴史的過程を通じて先進諸国の

交通技術にー早く接し導入された(地下鉄ゃいわゆる新交通システムを除く)が、そ

の成立状況は先進諸都市と東南アジア大都市の聞や東南アジア大都市の間でかなリ

異っており、?Aの 2点が基本的な点として指摘できる。

① 都市鉄道の導入の遅れ 東南アジア大都市先進諸都市と閉じように初期 7 スト

ラ(市街軌道)の時代を経験した(都市形成の遅れたクアラノレンプーノレは除く)こ

とは同様である(日本では馬車の時代を殆ど経験しなかった)が、都市高速鉄道

の導入は大きく遅れた。ロンドンやニューヨークではモータリゼーションが本

格化する前に大規模な都市高速鉄道網を完成し、これより遅れて都市化に直面

した東京でも自動車時代が始まる頃には郊外私鉄、国電、市街電車による広範

囲な電気鉄道網を持っていたため、モータリゼーションが進行するなかで、市

街電車網を置きかえる形で地下鉄網を技術、制度、財政面で様々な工夫をしな

がら登備していった。東南アジア大都市の本格的な都市化の進行は東京より更

に遅れ、マストラの必要性が痛感される頃には自動車交通が定着し、都市の形

成も道路交通を中心に進んでいた。東南アジア大都市に都市鉄道の導入が遅れ
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た理由に、これを支える財政面の制約や自然条件の不利などがあげられるが、

基本的には上記のように都市化段階と交通技術の普及段階の時間的なズレにあ

ると言えよう 。

② 多様な中間的公共交通手段の成立 先進国で成立した公共交通システムのスベ

クトラムは充分に広範閤であると考えられているが、先進国から導入された交

通技術や交通システムは多くの場合現地の風土や都市構造にあわせて変形して

ゆき、ついには途上国大都市独特の交通システムの成立を促す。こうした公共

交通機関に対して様々な名称が与えられてきたがその特徴はハードウェアだけ

でなく、サービス・運営、組織・所有形態等に及ぶもので、先進国の分類や定

義と照らして充分に説明しえない場合もある。こうした途上国大都市での公共

交通の成立状況は、第 1に先進国で通常用いられている交通手段の名称がサー

ビス形態を表わすという対応関係のもとでの公共交通の理解と説明を難しくし

ており、第 2にこうした途上国都市の独特の公共交通システムの理解から逆に

先進国都市での新たな公共交通整備の方向につながる可能性に期待がもてるこ

とを示唆している。

2 )東南アジア大都市公共交通発展過程の基本的特徴 都市聞の違いに着目して

本論でとリあげた 5都市もつい最近までは比較的似かよった地域特性をもった発展

途上国に属する東南アジア大都市として、しばしば包括的に扱われることが多かっ

たが、地域研究が進むにつれて、さまざまな分野で国ごとにあるいは都市ごとに大

きな差異がみられることが明らかになってきた。本論でも公共交通の成立状況が、

その歴史的な発展過程で都市毎にかなり呉った点が多いことがわかった。

(イ)初期においては馬車や人力車の普及に都市問の差異がかなり大きく認められる 。

馬車は早くから持ち込まれ現地化して 7 ニラで最も普及し発達した。 ジャカノレ

タでもかなリ普及したが、マニラ程でなかったのは都市規模と経済水準がマニ

ラより低かったためであろう。バンコクやシンガポーノレでも馬車は用いられる

が、前者では水上交通が発達していたこと、後者では市街地が非常にコンパク

トに計画され一般庶民は徒歩で用が足リたためと考えられる。人力車は中国を

経由して輸入され主として英領の植民地都市で土着化してよく普及するが、マ

ニラでは全くといっていい程に利用されずジャカノレタでもそれ程普及していな

い。これはシンガポーノレやクアラノレンプーノレの都市建設がイギリスの資源開発

動機に支えられ、労働力としての苦力を中国から大量に送りこみ、そのために

恐らくは馬車よりも人力車の方が運行コストもずって小さかったと思われるこ

とと関係しよう。マニラでは馬車が隆盛を誇っていたことや、人力車を人道的

見地から適当な交通手段とみなさない当局や社会の意識があった。ジャカノレタ

では人力車が導入された頃自転車がかなリ普及していたことや(しかし何故こ

の時期にジャカノレタで自転車が普及したかについてはよく分っていない)、バ

ンコクでは水上交通が依然として便利であったためと考えられる。文熱帯地域
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のこうした大都市でフィリピン、タイ、インドネシア人が車夫という激しい労

働に適していなかったではないかとも考えられる。人力の公共交通手段として、

次に BecaL Samlor、Tri sh aw等がジャカノレ夕、バンコ夕、シンガポーノレ ・クア

ラノレンプールでそれぞれ発達するが、なかでも Beca kの爆発的な普及は、自転

車の普及と Kampongを内包する獄特の都市構造がその大きな要因と考えられる、

その他の都市では人力車の延長として考えられる。こうした交通手段はこの時

期マエラでは全く成立しておらず、 Pe d i ca bとして戦後になって出現し 1980年

代以降普及するという特異な現象が生じているが、この背景には経済の低迷に

よる失業者の糟大、都市化の進行による公共交通需要ギャップの拡大、当局の

容認姿勢(他の都市では道路交通管理や社会政治的見地からねml0 r， Tr i sh aw、

Beca kは政策的に排除された)等があろう。何れにしてもこうした人力、畜力に

よる公共交通手段が自動車時代になっても長く成立してきたことは、公共交通

が大都市での社会 経済の営みのなかで重要な要素であり、供給サイド、需要

サイド何れにも生計手段の獲得や、よりパーソナノレな交通サービスに対する欲

求があり、これを可能にする市場があったということであろう。

(ロ)路面電車が最初の本格的なマストラとしてクアラノレンプーノレを除く他の 4都市

で成立したが、都市圏スケーノレで発達し市街地形成にも大きなインパクトを及

ぼしたのはメトロ 7 ニラのTr a n v i aであった。その前半では馬車と補完関係を

保ちながら高水準の公共交通体系を築きあげたが、後半はモータリゼーション

の進展によって、この機能を代替するシステムの導入が考えられることなく衰

退してしまった。ジャカノレタは路面電車に加えて市街地を囲む形で建設されて

いた都市間鉄道とあわせて都市鉄道網を早くから備え、路面m:車も固有化され

近代化を試みられるが結局は廃止され、都市鉄道網もその後 Ja b 0 t a b e k鉄道と

して再生の努力が続けられているが、目立った効果はあげていなし、。シンガポ

ーノレやバンコクでも一定の役割リを果したが結局は廃止に至った。路面電車で

端箸をつけた都市鉄道構築への兆しが何れの都市でもついえてしまうのは、こ

の頃の都市規模がせいぜい 100万人からそれ以下であリ、都市交通状況もそれ

程ひっ迫しておらず、新たに登場した自動車の能力と可能性から自動車交通で

充分に対処できると考えられたためと考えられる。

(ハ)都市マストラとしての期待はパスに置かれた。自動車時代の初期に発生した零

細規模経営の中・小サイズのパスが次第に普及し、これを合理化 ・近代化する

方向で都市マストラとしての育成を何れの都市も図った(但しメトロマニラで

は初期から組織化されたパスがアメリカ植民地政府の行政指導と法律のもとで

整備されていた)。このプロセスでシンガポーノレとクアラノレンプーノレは、パラ

トランジッ 卜系の公共交通手段を排除しバンコ夕、ジャカノレ夕、メ トロ マニラ

は中間的な態度をとりながら、公営パス会社の設立とこれへの統合や民間パス

会社の組織化を図った。 この結果シンガポーノレはパスを中心とする公共交通体

系の構築に成功しその後の都市鉄道の導入へと結びつけていった。その他の都

市では、パスはその望まれるサービス水準で都市の基幹的な公共交通機関にな
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リ符ず、公営パス 会社は何れも経営而で破綻し、需要地に見合うサービスの供

給もできず、車内混雑、長い待時間、限られたサービス範囲、アクセスの不足、

安全性の低下など多くの問題を残したままの状態が続いている。こうした都市

でのパスには、都市形成をリードするようなカは勿総のこと、多機な交通ニー

ズに応えるサービスの供給は殆ど期待できない。一般に途上国大都市でパスの

運営が旨くいかないのは、余リにも多くの外的 ・内的要因の影響を受けるため

ではないかと考えられる 。 大都市ではパスは安定的な走行環境を与えられるこ

とが蕊本であるが、路面空間の絶対的な不足はパスの優先週行策をとり難くし、

仮にとれてもその範囲は限られ、道路混雑の影響は避けられないし、パス技術

は外国に依存する度合が高い。組織化されたパスは車両の維持や運行管理、要

員の管理に比較的高度な経営資源を必要とし、外的要因の変化への適確な対応

も求められる 。 こうしたなかで通常運賃は規制され、パス運営をとりまく環境

変化に、政策も経営も適切に反応していない。シンガポーノレのパスシステムの

成功は都市計画、路面交通管理、関連施設整備、経営努力、適切な政策提動等

官民の連繋のもとにはじめて達成されたものであり、こうした基盤の上に基幹

公共交通システムとして成立しうるパスサービスは都市構造、技術、行政等の

側面からみても途上国大都市には充分に適合しないのではないかと考えられる。

(ニ)行政によって期待されるパスが充分なサービスを提供できないために、途上国

大部分では様々な公共交通機関が自動車時代になっても発生し普及した。ベー

スとなるのは何れの都市にも共通のあリふれた自動車技術であるが、これに現

地の技術が加わって綴々な形態の中 ・小量車両が開発され様々なタイプのサー

ビスを行っているが、その成立状況は都市毎にかなり具る 。最も規模が大きく

成立しているのはメトロマニラのジープニィであリ、前述したパスの欠陥を埋

め更にトライシクノレと補完して、こうした中 小企の機関が大都市の基幹公共

交通システムになリうることを実証している。ジャカノレタやバンコクでも中間

的公共交通機関が発達し、特にジャカノレタではその車両形態の多様さは類をみ

ない程である 。 しかしメトロマニラのジープニイのような都市公共交通の基幹

になる程に発達したものはないが、この理由として第 1に他の都市では主とし

て規制が有効にあるいはかなり程度有効に働いた結果と考えられ、メ トロマニ

ラのように規制はあるものの規制によって需給ギャップが拡大する前に違法参

入によってこれが埋められ難いためと考えられる 。第 2には、こうした中小盆

機関でサービスエリアが生活圏の大部分をカバーできるような都市構造(道路

体系と土地利用)がメトロマニラでは比較的よく構築されていたということで

あろう。中小企輸送の公共交通需要が大都市にはかなり存在しうることは、中

間的公共交通機関を政策的に耕除してきたシンガポーノレやタアラノレンプーノレで、

スクーノレパスやワークパスあるいは制度的にミニパスが導入され何れも成功し

重要な役割りを呆していることからも明らかである 。

(ホ)東南アジア大都市では、道路交通の限界は何れにおいても強く館、織され、都市
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鉄道の整備が不可欠であるという政策的、社会的合意が形成されつつある。し

かしその都市交通体系のなかでの位置づけ、他の公共交通機関との機能分担、

導入 ・運営の効果的方法などをふくめた実効力のある政策形成はシンガポーノレ

を除いては殆どなされていない。先進大都市の経験からみても、こうした東南

アジア大都市(特にジャカル夕、メトロマニラ、バンコク)で必要とされる都

市鉄道の規模はかなりの盆にのぼることが予想され、路面公共交通に対するよ

うなあいまいな(路面交通の場合には政策発動や規制のあいまいさが、逆に望

ましい供給を促したという側面もある)政策では、過度な財政負担、経済ロス、

交通空間の枯渇、環境破壊等につながり、サステナプノレな都市開発が大きく阻

害される恐れが強い。
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図A

CURRENTS立E
(ull~br'8G) 

ESτ百 (%) 
pop COf..IJ>LE. 
制lO 110N 

131 (92) 

201 (93) 

ll7 (H) 

(1) 

'0 (63) 

10' (72) 

136 (96) 

"2 (同}

41 (54) 

183 (97) 

163 (71) 

36 (32) 

" (II) 

86 (34) 

218 (94) 

127 (82) 

89 (94) 

73 (91) 

97 (92) 

132 (53) 

2，180 (68) 

シンガポーノレのニュータウン開発
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円RST
YEAR 

IIDB D1STANCE 
n.AT TOCBO 
Cm...IPLTD KMS 

t悼2 4守 6

1"7 
11・"

1981 15.19 

19117 "・22

1977 7 -9 

1974 S・11

1..2 3 -4 

1966 6 -9 

1972 9.10 

1975 
10・"

1977 17-21 

1986 18.22 

1917 21-2-1 

1973 20.2S 

1962 3.7 

1962 7-10 

1977 12-1S 

1980 17-22 

1977 14-19 

1981 21.25 
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図B

シンガポーノレのニュータウ ンの発達

dL--

Source: Worked out based on the information provided by HDB 
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